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令和７年度事業報告 

Ⅰ 法人全体の総括 

１ はじめに 

黎明会は病院、救護施設、障害者支援施設、特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設及び有料老人ホーム並びに在宅サービス、福祉開発振興援助事業及び黎明

会ケアスクールという医療・保健・福祉にかかる広範かつ多様な事業を実施して

いる法人である。法人の運営に当たっては、「利用者の立場で考え、心のこもっ

たサービスを提供します。」など５つの理念を掲げ、令和７年度においても医

療・保健・福祉の各事業間の相互連携の下、黎明会ならではの総合的・有機的な

事業展開に努めてきた。 

令和７年度においては、各施設では収支改善を図るために、稼働率の向上に向

けて新規の入院患者及び入所利用者の確保対策として、医療機関や福祉関係機関

等に積極的な連携強化を努めてきた。しかしながら、一部の施設においては目標

値に到達できなかったため、収支に大きな影響を及ぼしてしまった。 

今後は、地域の医療・福祉ニーズをしっかりと掴み、これまでの実績を強みと

して専門性を発揮し、医療・保健・福祉の相互連携の下で、持続可能な医療・保

健・福祉サービスの提供に努めていくこととしている。 

 

２ 令和７年度重点実施事項 

（１）経営改善 

ア 熱海ゆとりあの郷の経営改善について 

熱海ゆとりあの郷の管理費については、令和７年７月から毎月勤労統計調査に

よる賃金上昇率と消費者物価指数の上昇率を反映して、毎年管理費を改定する仕

組みに改めた。これにより令和７年度については、約６３０万円の管理費収入増

となった。 

その一方で、入居者の高齢化に伴い、令和３年頃から死亡等による退去者の漸

増傾向にある。このため、令和７年度入居稼働率は６９.８％に留まることにな

った。 

この状況を改善するために、令和８年２月に完了した熱海ゆとりあの郷の

イメージを一新するロビー及びエントランスの改修を題材として広報を行う

に加え、新たにＳＮＳを活用した施設紹介を導入して広報の強化を図った。

また、「みんなの介護」等の入居者紹介会社の広告強化を行うとともに、入

居検討者の特別見学会の開催を引き続き月４回実施する他、休日を含む個別

見学申込みについても随時対応してきた。 

更に、資料送付や電話説明及び個別対応案内を強化し、新規入居者獲得に繋げ

て入居率の改善に努めてきた。 



契約者数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

なお、熱海ゆとりあの郷診療所については、利用実態等を踏まえ、令和５年４

月１日から入院病床１７床を廃止し、これに併せて医師の勤務体制を土曜・日曜

を休診とし、その間の医師不在時は、勤務する看護師が医師に症状報告を行い、

医師が対応を指示するオンコール診療体制を導入してきた。入居者の緊急時の対

応については、必要に応じて外部の提携している３病院へ円滑に緊急搬送を進め

てきている。 

イ 南台病院の経営改善について 

南台病院では令和７年度においては、収支改善を図るために医療連携室に

管理職を増員し営業体制の再構築を行い、病病・病診連携を強化し、入院患

者及び外来患者の増加に繋げるよう努めてきた。 

しかしながら、令和７年度事業計画において１日平均入院患者数１１０名、

１日平均外来患者数１２０名を目標としてきたが、令和７年度の実績は１日

平均入院患者数９６.６名、１日平均外来患者数１０１.４名と目標を下回る

結果となり、令和７年度においても予算未達になった。 

令和８年度においては、現状を打開するために、医療連携室を中心により、

一層の病病・病診連携を強化して、新規入院患者及び外来患者の獲得に努め

ることとしている。また、施設との連携強化の一環として、施設入所者の受

診（特に救護施設入所者の精神科受診）の増加を図ることとしている。 

更に、病棟運営に関しては、１日入院単価が高い地域包括ケア病棟の稼働

率の向上を中心とした病棟運営の再編を図ることにより入院収入の増加に繋

げていくこととしている。一方、外来患者については、ホームページなどを

見直しに加えてクレジット決済の導入等の利便性の向上などにより、患者サ

ービスの向上に努め、外来患者数の増加に繋げるとともに、健康診断の２次

検査からの誘導にも努めていくこととしている。 

但し、南台病院は赤字補填のため、令和７年度末までに通算約５億円の借

入れを行っており、令和８年度に赤字が生じれば、更なるの赤字の増額とな

る。この推移が続く限り４～５年後には累積赤字は多大なものとなり、返済

が困難な状況に陥る可能性があるので、南台病院の今後の在り方について抜

本的な検討が必要であると考える。 

区分 
契約者 退去者 

室数 人数 入居一時金 室数 人数 返還金額 

令和 3年度 13室 16名 350,451千円 23室 30名 104,029千円 

令和 4年度 11室 12名 296,783千円 17室 21名 138,877千円 

令和 5年度 17室 22名 465,522千円 18室 26名 78,629千円 

令和 6年度 17室 23名 442,442千円 20室 29名 142,946千円 

令和 7年度 15室 18名 333,800千円 18室 22名 104,309千円 



１日平均患者の推移 

 １日平均入院患者数 入院稼働率 １日平均外来患者数 

令和 3年度 107.1名 87.8％ 84.4名 

令和 4年度 99.6名 81.6％ 88.2名 

令和 5年度 97.1名 79.5％ 102.3名 

令和 6年度 94.6名 77.5％ 103.7名 

令和 7年度 96.6名 79.2％ 101.4名 

 

ウ けやきの郷の経営改善について 

令和７年度については、介護福祉士の資格保有率６０％以上によるサービ

ス提供体制強化加算Ⅰ及び看取り介護の実施によるターミナルケア加算の加

算取得などの他、収支改善を図るために、入所判定会議の見直しなどにより

入所利用者の積極的な受入れを行い、基本報酬加算型の維持に努め、介護報

酬の安定確保を目指してきた。 

しかしながら、令和７年度事業計画において１日平均入所者数９４名、 

１日平均通所利用者数２６名を目標としてきたが、入所利用者の入院退所等

により令和７年度の実績としては、１日平均入所者数８８.４名、１日平均通

所利用者数者数２２.２名と目標を下回る結果となり、令和７年度においても

予算未達となった。 

令和８年度においては、より一層の稼働率向上を図るために、居宅介護支援事業

所及び協力医療機関との連携強化を図るとともに、入所希望者の迅速な受入れを行

い、入所稼働率９４％を達成・維持することとしている。 

また、基本報酬についても、上位報酬の在宅強化型の取得を目指し、抜本的な収

支改善に向けて職員一丸となって努めている。 

一方、通所リハビリテーション事業についても、在宅サービス総合センターとの

連携強化により、令和７年度１日平均利用者２２.５名に対し、令和８年度は１日

平均２６.０名まで引上げることに努めることで、けやきの郷の収支改善に繋げる

こととしている。 

けやきの郷の１日平均利用者数の推移 

 入所利用者数 通所利用者数 

令和 4年度 90.1名 25.3名 

令和 5年度 90.9名 23.5名 

令和 6年度 86.6名 23.3名 

令和 7年度 88.4名 22.2名 

 

 



（２）施設の老朽化対策 

黎明会が設置運営する施設の中で、建築後約３０年～５０年余が経過している南

台病院、あかつき、熱海ゆとりあの郷、澄水園等は、建物の老朽化が進んでおり、

建物補修や設備の更新等で経費が年々増大している。 

今後、改築整備又は大規模修繕を計画的に進めるために、救護施設等の社会福祉

施設については、国及び東京都による補助金(社会福祉施設等施設整備費補助金)を

極力活用することとしている。しかしながら、改築整備又は大規模修繕にあたって

は、補助金以外に生じる自己負担分又は補助対象外経費は法人の資金負担で賄わな

ければならない。更に、有料老人ホーム熱海ゆとりあの郷については国等の補助金

制度が適用されないため、全額自己資金で行わなければならない。 

各施設においては、改築修繕に見合う減価償却費相当額を積立てることとしてい

るが、令和７年度については、減価償却累計額約１３２億円に対し実際の積立額は

約２２億円程度となり、減価償却累計額の１６.９％に留まってしまっている。救

護施設等の公的補助対象施設に対しては、概ね４分の３の補助金が交付されること

を考慮しても、法人全体としては減価償却累計額の少なくとも５０％程度の積立が

必要であるため、今後とも収支の改善を図り積み増しに努めていく必要がある。 

ア あかつきの施設整備について 

救護施設あかつきについては、令和３年度から令和６年度まで改築に向けて

国及び東京都へ社会福祉施設等施設整備費補助金申請を行ってきた。しかしな

がら、定員１９５名規模の施設で総事業費が３０億円を超えること、及び国の

補助予算額が従前の１００億円から５０億円程度に減じられたことなどから、

これまで補助金の交付は採択されなかった。 

さらに、総事業費３０億円に対する法人負担額は、約１０億円程度が見込まれ

るため、現在の福祉施設交付金が１％強程度の改善に留まる状況においては償還

が困難となり、資金ショートを起こすことが懸念されていた。 

一方、救護施設あかつきは昭和５５年の改築であるため、昭和５６年以前の旧

耐震基準で建設されている。平成２３年度に耐震改修工事を行い、これによりＩ

Ｓ値(耐震指標)０.７は確保している。 

しかしながら、あかつきは周辺の同種施設で耐震基準を満たしていない施設及び在

宅の精神障害寛解者のために、災害発生時における避難施設の役割も担っていること

から、小学校に適用されているＩＳ値の０.７５に引き上げる必要があると考える。 

このため、令和７年度は全面改築ではなく大規模修繕に変更して、耐震基準の

引上げを図るとともに、建物は建築後既に４０年以上が経過し、老朽化も進んで

いることから、建物設備等の修繕実施に向けて、東京都に社会福祉施設等施設整

備費(保護施設等)補助協議書の申請を行った。 

令和８年度は大規模修繕が採択された場合を見据えて、計画実施に向けた準備

に取り組んでいく。 

 



（３）コンプライアンスに基づく内部監査の実施 

黎明会の各施設・事業所について、事業運営の適正化及び透明性の確保を図るた

めに令和７年度においても引き続き、会計監査人による期中監査に加えて、法人本

部職員等による内部監査を実施してきた。 

内部監査により施設の組織や規程、運営管理、財務、利用者サービス等について

精査し、改善すべき点については改善を図るよう指導し、コンプライアンスに基づ

き、各施設の適切な運営の推進及び利用者サービスの質の確保に繋げていくことと

している。 

内部監査は年間計画に基づき、東京都福祉局の指導検査基準及び厚生労働省社会

福祉法人指導監査ガイドラインの各項目に沿って行っている。 

令和７年度 内部監査実施状況 

実施日時 施設 

令和 7年 6月 26日,27日 障害者支援施設 澄水園 

7月 17日 就労継続支援Ｂ型事業所 のぞみ作業所 

9月 30日～10月 2日 診療施設 南台病院 

     10月 28日 在宅ｻｰﾋﾞｽ総合ｾﾝﾀｰ 訪問介護ｽﾃｰｼｮﾝみなみだい 

12月 18日 救護施設 黎明寮 

令和 8年  3月 16日 救護施設 あかつき 

 

なお、特に令和７年度において指摘事項となった以下の事項については、重点確

認事項とし改善の徹底を図ることとしている。 

・事業継続計画（ＢＣＰ）の策定及び研修・訓練の実施について 

令和６年度の介護報酬等改定においてＢＣＰの策定が義務化され、策定さ

れていない場合、事業継続計画未実施減算の適用となった。 

そのため、全施設等において、自然災害ＢＣＰ及び感染症ＢＣＰの策定は

行われていたが、研修や訓練(シミュレーション)の実施回数の解釈に誤解が

あり、求められる回数を実施していない施設が２施設程度認められた。また、

研修や訓練の実施後には、研修実施記録や訓練実施記録を必ず別々に作成し

ておくことについて、周知徹底されていなかったため、改めて指導を行った。 

今後は、特に訓練については、全職員の参加が推奨されていることについ

ても周知を図っていくこととしている。 

・各種委員会運営の充実について 

虐待防止委員会や身体的拘束適正化委員会、苦情等解決委員会について、議

事録に「虐待なし」や「身体拘束なし」、「苦情なし」等の記述が認められ、

開催はしているものの委員会としての取組みそのもののが確認できない施設が

認められた。とりわけ身体的拘束適正化や令和４年度の法改正で義務付けられ



た虐待防止委員会の活動については、指針等に定められた検討項目について具

体的に協議を行う過程を通して、よりよいケアの実現を目指すことが目的とい

える。単に苦情や身体的拘束、虐待等の有無の把握で終わらせることのないよ

う、本来の趣旨に基づき委員会活動の充実を図るよう指導した。 

また、虐待防止委員会や身体的拘束適正化委員会など、委員会や研修の定

期開催について，適切に実施するための虐待防止担当者、身体的拘束適正化

担当者等、担当者を配置することが義務付けられているが、責任者（管理者）

との混同が認められるため、改めて担当者の配置を行うよう指導した。 

・勤怠管理の徹底について 

一日の担当業務が一段落したとして、常態的に時間休を取得し早退する職員（数

名）が存在している施設があった。しかし、２４時間を通して安心・安全な利用者

支援に従事するために必要な人員配置を行っているのであり、特段の理由等がない

場合において、時間休の取得を許可してよいものではない。管理職は、職員一人ひ

とりに対し、就業時間中の支援の充実に努めるよう指導するべきである。そのため

にも個々の職員の勤務希望を配慮した上で、職員間の平等性や公平性を保ち、均質

かつ良質な利用者サービスの提供に必要な職員配置のためのルールを定め周知を図

っていくとともに、勤怠管理を徹底するよう指導を行った。 

・診療報酬・介護報酬の改定等にかかる適切な対応について 

令和６年度に診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等の同時改定が実施さ

れ、各施設ともに収益増加等を目的に加算の取得に前向きであるが、算定にあた

り、算定要件を満たさないまま請求してしまっているケースが見受けられた。 

令和７年度については、令和６年度の指導を基に各加算の取得に当たって、算

定要件等を満たしているか、その根拠となるデータや記録等が適切に整備されて

いるか等、施設長をはじめ管理職者は日頃からの点検や確認がしっかり行われて

いるか確認を行った。 

また、診療・看護、介護記録（ケース記録）等については法的な証拠となりう

るだけでなく、記録の不備あるいは記載もれなどにより、提供すべきケアが提供

されていない等の判断の下、報酬の返還といった事態につながりかねない。記録

にないことは実践していないことと同義であると捉えかねないことを再認識し、

記録に不備がないよう、周知徹底を図るよう指導を行った。 

・環境整備の徹底について 

掲示が義務化されている掲示物については、概ね見やすい場所を選定し適切

に掲示されていた。また、感染防止、リスクマネジメント等の観点から、日頃

からの整理・整頓、清潔、清掃を習慣化し、安全な療養環境の提供に努めるよ

う指導を行った。 

一方、地震等発生時などを想定し、家具等の転倒防止や物品の落下防止など、

定期的に安全確認を行うよう助言を行った。 



 

（４）感染症対策 

令和７年度についても新型コロナウイルス感染症を含め感染症対策について、

法人感染症防止対策委員会や感染管理認定看護師等を中心に、施設ごとの職

員・利用者の健康チェック、手指衛生の徹底や環境清拭を継続するなどの標準

予防策や感染経路別予防策に取り組んできた。 

更に法人感染症防止対策員会では、地域周辺の感染動向や法人各施設での取

り組み状況について情報共有を図り、ワクチン接種の推奨やヒトメタニューモ

ウイルス感染など新たな感染症に対する感染防止対策について啓発を行った。 

新型コロナウイルス感染症は、令和５年５月に感染症法上の５類感染症に位

置づけられたが、法人としては引き続き感染対策を継続してきた。新型コロナ

感染症の延べ罹患数は令和６年度の３７０名（利用者２３１名、職員１３９名）

と比較し、令和７年度は１２７名（利用者７９名、職員４８名）と罹患数は大

幅に減少した。またその他の感染症については、インフルエンザ感染はＡ型・

Ｂ型を合わせ延べ罹患数１１２名（利用者７２名、職員４０名）、疥癬１２名

（利用者１１名、職員１名）等の感染症が発生したが、発生時に速やかに感染

対策を講じ、施設内での拡大防止を図ることができた。 

＊令和７年度 クラスター発生状況 

 

 

 

 

 

施設名 感染症 期間 人数 

障害者支援施設  

澄水園 

新型コロナウイルス感染症 令和７年４月 １日～４月 ８日 ２３名 

ヒトメタニューモ 

ウイルス感染症 
令和８年３月１３日～３月２１日 １０名 

特別養護老人ホーム 

やすらぎの園 

新型コロナウイルス感染症 令和７年４月 １日～４月１０日 7 名 

インフルエンザＡ型 令和７年１１月１８日～１１月２７日 ２７名 

南台病院 新型コロナウイルス感染症 令和８年１月３１日～２月２０日 ３２名 

救護施設 黎明寮 
インフルエンザＡ型 令和 7年１１月２９日～１２月８日 １７名 

新型コロナウイルス感染症 令和８年２月 ５日～２月１０日 ６名 

救護施設 あかつき インフルエンザＡ型 
令和 7年１２月２日～１２月１６日 １１名 

令和８年１月 ７日～１月２６日 ２８名 

令和８年３月３１日現在 



令和７年度（令和７年４月～令和８年３月）感染症発生状況      (単位：名) 

 

（５）各施設の人員配置について 

黎明会の各施設の人員配置については、国等が定める施設入所等の定員に対応

した配置基準及び年間の平均入所利用者数等を考慮し、かつ加算取得に必要な配

置を基準としている。 

さらに、非常勤職員の採用を促進し、非常勤職員の常勤換算数の比率を職員総

数の３０％から３５％程度を目標とし、令和７年度についても人件費の圧縮に努

めてきた。 

 

 

 

 

 

感染症名 

 

施設名 

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ａ 

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
Ｂ 

疥
癬 

ノ
ロ
ウ
イ
ル
ス 

マ
イ
コ
プ
ラ
ズ
マ
性
肺
炎 

結
核 

流
行
性
角
結
膜
炎 

肺
炎
球
菌
感
染
症 

溶
連
菌
感
染
症 

細
菌
性
胃
腸
炎 

百
日
咳 

ヒ
ト
メ
タ
ニ
ュー
モ
ウ
イ
ル

ス 

CD 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス 

合 
 

計 

澄水園 
利用者  1 1         11  18 31 

職員 3 2            9 14 

黎明寮 
利用者 17             3 20 

職員 1             6 7 

あかつき 
利用者 30             2 32 

職員 11             5 16 

やすらぎの園 
利用者 22  4           8 34 

職員 9 1 1        1   9 21 

南台病院 
利用者   6   1        36 43 

職員 4             9 13 

のぞみ作業所 
利用者                

職員                

けやきの郷 
利用者 1  1           3 5 

職員 4 1         1   5 11 

熱海 

ゆとりあの郷 

利用者 1             9 10 

職員 3             4 7 

在宅サービス 職員              1 1 

法人本部 職員 1              1 

合 計 
利用者 71 1 12   1      11  79 175 

職員 36 4 1        2   48 91 



施設別職員配置状況                       （単位：名） 

区 分 

 

配
置
基
準
（
国
等
） 

 

配
置
基
準
（
加
算
分
） 

 
 

配
置
基
準 

小
計  

 
 
  (

①) 

 
 

基
準
超
過
分 

 
  
 
 
 
 
  (

②) 

 
 

黎
明
会
定
員
数 

 
 

Ａ(

①+

②) 

令和８年３月３１日現在人員配置状況 
黎
明
会
定
員
数
と
の
差 

 

Ｂ‐

Ａ 

 

正
規
職
員  

 
 
  
 
 
 
(

③
） 

 

非
常
勤
職
員 

 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④
） 

 

派
遣
職
員
常
勤
換
算 

(

⑤
） 

 
在
籍
人
員
数 

 
  

Ｂ(

③+

④+

⑤) 

法人本部       8.8 8.8 5.0 1.0 0.8 2.0 7.8 ▲1.0 

澄水園 58.1 24.0 82.1 10.5 92.6 64.2 63.0 24.5 7.2 95.9 3.3 

黎明寮 28.1 15.1 43.2 1.0 44.2 32.0 14.0 10.0  42.0 ▲2.2 

あかつき 47.2 6.8 54.0 2.4 56.4 48.0 16.0 12.3  60.3 3.9 

やすらぎの園 63.3 2.0 65.3 5.0 70.3 44.0 42.0 24.0  68.0 ▲2.3 

南台病院 76.3 33.4 109.7 15.0 124.7 84.0 69.0 32.1 4.6 120.7 ▲4.0 

のぞみ作業所 14.5 5.7 20.2 1.0 21.2 10.0 19.0 9.9   19.9 ▲1.3 

けやきの郷 48.8 7.2 56.0 4.0 60.0 44.0 39.0 23.7  67.7 7.7 

熱海 

ゆとりあの郷 
37.1   37.1 9.5 46.6 27.0 28.0 19.4   46.4 ▲0.2 

在宅ｻｰﾋﾞｽ 

総合ｾﾝﾀｰ 
29.0 6.0 35.0 7.5 42.5 26.0 27.0 13.1   39.1 ▲3.4 

合 計 402.4 100.2 502.6 64.7 567.3 384.2 318.0 169.8 13.8 567.8 0.5 

 

法人全体の人件費の年次推移                      （単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
令和７年度 

決算額 

正規職員 425名 415名 397名 385名 384名 

非常勤職員(常勤換算) 136名 143名 157名 162名 167名 

職員総数に占める 
非常勤職員の比率 

23.7% 25.3% 28.1% 29.0% 29.4% 

派遣職員(常勤換算) 12名 8名 4名 12名 17名 

職員数合計 573名 566名 558名 559名 568名 

人件費率 65.9% 66.1% 64.7% 63.2% 62.0% 

人件費 3,695,860 3,655,784 3,609,428 3,599,901 3,658,157 

対前年度増減額 11,804 ▲40,076 ▲46,356 ▲9,527 58,256 

事業活動収入 5,609,434 5,526,617 5,580,191 5,694,371 5,900,997 

人件費率＝人件費÷事業活動収入×100 



Ⅱ 各部署の重点事業 

 

【１】法人本部総務局 

 

１ 施設の運営総括 

法人本部総務局は理事会、評議員会の開催をはじめ、各施設の予算・決算を統

括し、かつ各施設に対する指導監督を行い、また、研修事業及び福祉開発振興援

助事業を実施した。 

 

２ 収支状況                           (単位：千円) 

 
令和 6年度 

決算額 

令和 7年度 

当初予算額 

令和 7年度 

1次補正予算額 

令和 7年度 

2次補正予算額 

令和 7年度 

決算額 

令和 7年度 

執行率 

総収入 
※1 
512,211 288,642 

※3 
332,639 

※5 
583,567 

※7 
735,079 

※9(105.4%) 

126.0％  

総支出 
※2 
505,055 272,281 

※4 
402,196 

※6 
657,939 

※8 
813,103 

※10(105.3%) 

123.6％  

収支差額 7,156 16,361 
 

▲69,577 ▲74,372 ▲78,024 ― 

※1  令和６年度補正予算額の総収入には、熱海ゆとりあの郷の入居者寄付金１件、
100,000千円が含まれている。 

      また、南台病院及びけやきの郷の収支赤字の補填貸付を行うために、法人本
部のその他の積立金 145,000千円の取崩しによる収入が含まれている。 

※2  令和６年度総支出には、その他の積立金支出等として 100,000 千円が含まれ
ている。 

※3,4 令和７年度では、熱海ゆとりあの郷のロビー等改修工事の費用として熱海ゆ
とりあの郷入居者寄附金を充当するために、会計上以下の処理を行っている。 

① 前期末支払資金残高にある寄付金のうち、施設整備積立金支出として
99,707千円を計上した。 
② 施設整備積立金から熱海ゆとりあの郷に充当するため、施設整備積立
金取崩収入 120,065千円を計上した。 
③ 取り崩した施設整備積立金を拠点区分間繰入金支出として120,065千円

を熱海ゆとりあの郷に支出した。 
※5,6 令和７年度 2 次補正予算額には、南台病院、けやきの郷及び熱海ゆとりあの

郷の収支赤字の補填貸付を行うために、総収入には施設整備積立金から
237,500 千円の取崩し収入が含まれ、総支出には当該施設への貸付金支出
237,500千円が含まれている。 

※7,8令和７年度決算額には、総収入に熱海ゆとりあの郷の入居者遺贈金133,873千
円が含まれ、総支出には施設整備積立金への積立として 133,873 千円の支出
が含まれている。 

※9   ( )内の執行率は、熱海ゆとりあの郷の入居者寄附金の取崩収入を除く執行率
を表す。 

※10 ( )内の執行率は、熱海ゆとりあの郷の寄附金に関連する支出を除く執行率

を表す。 

 



３ 理事会、評議員会等開催状況 

（１）理事会 

◎ 第１回理事会 

・開催日：令和７年４月２８日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事８名・監事２名 

・議 案 

1．評議員選任・解任委員の選任(案)の承認について 

      2．評議員任期満了に伴う次期評議員候補者の選任について 

3．評議員選任・解任委員会の招集及び評議員選任・解任委員会提出議案

の承認について 

   ◎ 第２回理事会 

・開催日：令和７年６月３日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事９名・監事２名 

・議 案 

1．令和６年度事業報告(案)の承認について 

      2．令和６年度収支決算(案)の承認について 

3．理事及び監事の任期満了に伴う次期理事候補者及び監事候補者の選 

  定について 

4．会計監査人の報酬(案)の承認について 

5．令和７年度定時評議員会の招集(案)及び評議員会提出議案(案)について 

◎ 第３回理事会 

・開催日：令和７年６月１９日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事１１名・監事２名 

・議 案 

1．会長、理事長及び常務理事の選定について 

      2．会長、理事長及び常務理事の役員報酬(案)の承認について 

3．評議員選任・解任委員の任期満了に伴う次期委員の選任について 

4．理事との黎明会８０年史編纂にかかる業務委託契約について 

5．幹部職員の人事(案)の承認について 

◎ 第４回理事会 

・開催日：令和７年７月２８日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事８名・監事２名 

     ・議 案 

      1．理事及び監事並びに評議員報酬等規程の一部改正について 

      2．前理事長の退任に伴う退職金の支給(案)について 

      3．役員報酬総額の改定について 

      4．パソコン入替えにかかるリース契約の締結について 



      5．熱海ゆとりあの郷 エントランス及びロビー等の改修工事にかかる業務委

託契約の締結について 

             6．のぞみ作業所運営規程の改正について 

      7．令和７年度第２回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の承認について 

・報告事項 

      1．会長及び理事長、常務理事の業務執行報告 

 

◎ 第５回理事会（定款第 29条第 2項の規定に基づく理事会のみなし決議） 

・決議日：令和７年１１月２７日 

     ・議 案 

      1．育児・介護休業法の改正に伴う育児休業規程の一部改正(案)について 

      2．育児休業規程の改正に伴う就業規則の一部改正(案)について 

◎ 第６回理事会 

・開催日：令和７年１２月１６日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事１０名・監事２名 

     ・議 案 

      1．令和７年度上半期事業報告(案)の承認について 

      2．令和７年度補正収支予算(案)の承認について 

      3．福祉開発振興援助事業 令和８年度援助対象団体及び援助金額 

・令和７年度追加援助対象団体及び援助金額(案)の承認について 

      4．給食業務委託業者との業務委託契約の締結について 

      5．令和７年度第３回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の承認について 

◎ 第７回理事会 

・開催日：令和８年３月１２日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事１１名・監事２名 

     ・議 案 

      1．施設整備積立金の目的外取崩しによる貸付の承認について 

      2．令和７年度第２次補正収支予算(案)の承認について 

      3．令和８年度事業計画(案)の承認について 

      4．令和８年度収支予算(案)の承認について 

5．社会福祉法人黎明会役員等の賠償責任保険契約の締結について 

6．就業規則の一部改正について 

7．処務規程の一部改正について 

8．黎明寮、あかつき及び澄水園の管理規程等の一部改正について 

9．令和７年度第４回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の承認 

について 

・報告事項 

      1．会長、理事長及び常務理事の業務執行報告 

 

 



（２）評議員会 

◎ 定時評議員会 

・開催日：令和７年６月１９日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：評議員１３名・理事３名・監事２名 

      ・議 案 

       1．令和６年度事業報告(案)の承認について 

       2．令和６年度収支決算(案)の承認について 

3．理事及び監事の任期満了に伴う次期理事及び監事の選任について 

   ◎ 第２回評議員会 

 ・開催日：令和７年７月２８日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：評議員１１名・理事３名・監事２名 

      ・議 案 

       1．理事及び監事並びに評議員報酬等既定の一部改正について 

       2．前理事長の退任に伴う退職金の支給(案)について 

3．役員報酬総額の改定について 

◎ 第３回評議員会 

 ・開催日：令和７年１２月１６日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：評議員１１名・理事３名・監事２名 

      ・議 案 

       1．令和７年度上半期事業報告(案)の承認について 

       2．令和７年度補正収支予算(案)の承認について 

◎ 第４回評議員会 

 ・開催日：令和８年３月１２日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：評議員１１名・理事３名・監事２名 

      ・議 案 

       1．令和７年度第２次補正収支予算(案)の承認について 

       2．令和８年度事業計画(案)の承認について 

      3．令和８年度収支予算(案)の承認について 

 

（３）評議員選任・解任委員会 

◎ 第１回評議員選任・解任委員会 

・開催日：令和７年５月８日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：委員４名・理事３名 

      ・議 案 

      1．評議員任期満了に伴う次期評議員候補者の選任について 

 



４ 利用者・入所者等サービス向上と地域貢献及び安全・安心確保への取り組み 

（１）福祉サービス第三者評価の受審 

各施設が提供している福祉サービスの質の向上を図るために、澄水園、黎明寮、

あかつき、やすらぎの園、けやきの郷及びのぞみ作業所については福祉サービス第

三者評価を受審した。 

評価機関については、評価の視点が固定化しないように定期的に変更しており、

平成２８年度までは「株式会社日本生活介護」、平成２９年度から平成３０年度ま

では「株式会社福祉規格総合研究所」、令和元年度から令和２年度までは「公益財

団法人日本チャリティ協会」、令和３年度から令和４年度までは「株式会社ケアシ

ステムズ」、令和５年度から令和６年度までは「公益財団法人日本チャリティ協会」

に変更して行い、受審結果を踏まえて業務改善に活用してきた。 

しかしながら、令和６年度の定時評議員会において、福祉サービス第三者評価に

ついては、評価結果にかかる改善計画、実行、評価、対策の定着を図るために、４

年程度は同一事業者で実施した方が良いとの評議員の意見を踏まえ、令和７年度に

ついても令和６年度の実施機関である「公益財団法人日本チャリティ協会」で実施

した。受審結果を踏まえて各施設の業務改善に繋げている。 

（２）防災対策 

防災管理委員会を毎月開催し、法人全体と近隣の防災対策等について検討し、以

下の対策を講じた。 

① 防火対象物点検(年１回、７月) 

② 消防設備点検(年２回、７月・１月) 

③ 黎明会総合防災訓練の実施 

秋季 令和７年１２月１３日実施 

春季 令和８年 ５月２０日実施 

④ 小平消防署自衛消防訓練審査会 

令和７年６月２４日に丸井研修センター総合グラウンドで実施された。 

黎明会自衛消防隊は男子隊、女子隊の２チームが参加し、それぞれ準優勝の成 

績を修めた。 

 

５ 人材確保について 

（１）外国人労働者の採用 

   介護職員の人材確保の一環として、熱海ゆとりあの郷において特定技能外

国人(ベトナム人)を１名継続して雇用している。なお、当該特定技能外国人

は令和７年４月に介護福祉士の資格を取得したため、在留資格「介護」に切

替り、在留期間がこれまでの５年から無期限になっている。 

 なお、介護職員の人材確保を図るために、引続き特定技能外国人の積極的

は雇用を進め、令和７年度にけやきの郷に１名、澄水園に２名を採用してい

る。 



（２）国家資格等保有者への優遇措置 

これまで黎明会では、職員の資質の確保と入所者処遇の充実及び事務処理の

適正化を図るため、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師等

の国家資格取得者、事務部門においては、日商簿記検定１級、２級、３級の資

格取得者に対して、平成３０年度から給与格付の引上げを実施している。社会

福祉士や介護福祉士、精神保健福祉士等の資格を有する職員については、平成

２２年度以降、４号給の処遇改善を行っており、平成３０年度の給与格付を合

算すると実質的に１０号給の処遇改善となる。 

さらに、令和２年度は会計職員の資質向上を図るため、日商簿記検定の合格

者について、日商簿記検定２級合格者は従前の３号給の加算を1号給引上げた４

号給加算とし、１級合格者は２号給を引上げ６号給加算としてきた。 

以上の処遇改善によって社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、介護

福祉士実務者研修修了、介護職員初任者研修修了の資格を有する介護職員の

合計数は平成２７年４月１日時点で１４０名(６０.９％)、資格を持たない者

が９０名(３９.１％)であったが、令和７年３月３１日時点で資格を有する者

が１９９名(９０.９％)、資格を持たない者が２０名(９.１％)となり、資格

保有率が大幅に向上している。 

＊資格別加算号給表 

加算対象者資格名称 加算号給 

社会福祉士  （従前の 4号給加算含む） 10 

介護福祉士  （従前の 4号給加算含む） 10 

精神保健福祉士（従前の 4号給加算含む） 10 

臨床心理士，公認心理士 6 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 6 

介護福祉士実務者研修（旧ヘルパー1級相当） 2 

介護職員初任者研修 （旧ヘルパー2級・3級相当） 2 

公認会計士 6 

社会保険労務士 6 

日商簿記 1級 6 

日商簿記 2級 4 

日商簿記 3級 2 

（３）職員処遇の改善、適正化等について 

   ① 期末手当の支給月数について 

正規職員に対する期末手当は、減価償却額に見合う令和６年度決算の施設整

備積立金の割合が１８％程度に留まっていることと、老朽化施設の改築計画準

備があること等を踏まえて労働組合との団体交渉等を行い、令和７年度の期末

手当は令和６年度と同じ支給月数の年間３.５１か月分とすることで、令和７

年６月４日に労働組合と合意した。 



② 福祉・介護職員処遇改善加算について 

令和７年度も福祉・介護職員に対して処遇改善加算が実施されたことから、

東京都等に対して処遇改善加算の申請を行った。具体的な処遇改善の加算内

容は以下のとおりである。 

（ア）正規職員について、平成２６年度にいわゆる通し号俸制から職務職階制に切替

えた際の職務職階制を上回った分の現給補償額を処遇改善の加算対象としている。 

（イ）職務職階制が適用されている職員の定期昇給額並びに特別昇給額を処遇改

善の加算対象としている。 

（ウ）平成３０年度から実施した国家資格等を保有する正規職員に対する最大６

号給の号給加算した分を処遇改善の加算対象としている。 

（エ）借家に居住する正規職員に対して支給する住居手当の改正については、従

前の住居手当１２,０００円から支給上限２５,０００円に引き上げた差額分

を処遇改善の加算対象としている。 

（オ）非常勤職員の時給ついて、厚生労働省が示した最低賃金を基礎額とし、非

常勤職員の確保が困難な場合はこの基礎額に５％の上乗せ加算した額を黎明

会の最低時給としている。黎明会は非常勤職員確保のために、この５％の上

乗せ加算額に加えて資格加算額、学歴加算額、特別加算額を支給しており、

これらの加算額も処遇改善の加算対象にしている。 

 

６ 人材育成と研修 

 

＜令和 7年度法人研修実績＞                      

分
類 研修日 研修名 研修概要 

参加 

人数 

階
層
別 

４月１日 新任研修① 会長講和 6 

４月２日 新任研修② 理事長講和：社会福祉法人黎明会職員に

期待する事 

黎明会事業説明、法令順守・個人情報保

護、感染対策、リスクマネジメント等 

14 

４月３日 新任研修③ 黎明会が求める職員像・自身が目指す職

員像 
10 

４月４日 新任研修④ 施設見学（小平地区） 10 

専
門 

５月１３日 実践研究研修① 実践研究オリエンテーション(研究の意

義等 34 

階
層
別 

５月２９日 課長研修① 介護現場・支援現場における能力評価と

フィードバック 32 

専
門  

６月１２日  

権利擁護研修 

対面研修：権利擁護とは、身体拘束、虐

待防止 
28 

7 月 31 日

～9 月 19 日 

動画視聴：権利擁護とは、身体拘束、虐

待防止 
498 



分
類 

研修日 研修名 研修概要 
参加 

人数 

専
門 

6 月 23 日 

6月 30日 

実践研究研修② 個別指導：研究計画書の作成、研究テー

マ選定・研究方法等について 27 

階
層
別 

7月 24日 新任研修⑤ 施設見学（熱海地区） 17 

7月 31日 4年目研修 効果的なコミュニケーションと後輩育成 
11 

専
門 

７月２８日 

８月 ４日 

実践研究研修③ 個別指導：実践研究を進める中での疑問

点に対し、アドバイスを受け、研究の専

門性、妥当性を高める 

24 

階
層
別 

９月１８日 10年目・11年目研

修 

組織分析、組織目標達成に向けて、ベテ

ラン職員に求められる役割行動 12 

専
門 

10 月１６日 感染症

防止対

策研修  

対面研修 感染対策・事業継続計画（BCP）研修  

もしもの時の感染対策 
21 

１１月２５日

～１月１５日 
動画視聴 

537 

専
門 

１０月１７日 

１０月２４日 

実践研究研修④ 個別指導：実践研究の結果・結果の分

析・考察等についてアドバイスを受け、

研究の妥当性・有益性を高める 

27 

階
層
別 

１０月３１日 課長 

研修② 

対面 能力評価を適切に行い、職員の成長を促

すフードバックスキルを学ぶ 
24 

動画視聴 
７ 

専
門 

１月１６日～ 

２月１６日 
法令遵守研修 動画視聴：法令遵守・個人情報保護 

582 

１１月２０日 実践研究発表大会

リハーサル 

効果的なプレゼンテーションを学ぶ 
43 

１１月２１日 実践研究発表大会 実践研究の成果を発表する、聴いて自職

場で活かす 
119 

階
層
別 

２月１２日 新任研修フォロー

アップ研修 

入職時からの振り返り・ストレスマネジ

メント 
8 

３月１９日 係長研修 オンライン研修伝達研修 28 

４月１日 

～３月３１日 

階層別

オンラ

イン研

修 

介護基礎 実務者としての基礎を学ぶ 24 

コア 

スタッフ 
①  現場における教育の質を向上させるスキ

ルを学ぶ 
45 

②  リーダーとしての基本スキルの習得 51 

チームリ

ーダー 

チームビルディングに必要な実践力を養

い高めるリーダー育成 59 

マネージャ

ースキルア

ップ 

経営的視点を持ち、組織全体を戦略的にリ

ードする力を養う。 46 

専
門 

５月１日 

～２月２８日 

看護職員 e ラーニ

ング 

医療・福祉の動向を見据え、時代が求め

る専門職としての知見を広げる 
714 

通年４月１日～ 

 

 

施設間交流研修 他施設からの学びをとおし、自施設の利

用者サービス向上についての知見を深め

る 

2 

 

  合計 3,060 



（１）職員への研修実施状況 

令和７年度の法人研修は、２５テーマの研修計画に基づき研修を実施し、 

延べ３，０６０名の職員が出席した。 

令和７年度の研修では令和６年度同様、新型コロナウイルス感染症拡大防

止を含め感染対策を講じて実施した。階層別研修、専門研修共に研修内容を

合わせ、より効果的かつできる限り多くの職員が受講できるよう、対面方式

やＺｏｏｍを併用したハイブリッド方式、さらには動画視聴方式などの様々

な方法を用い様々な方式を取り入れた。 

専門研修の法令順守・個人情報保護研修、権利擁護研修、感染初防止対策

研修は黎明会に勤務する全職員を対象とし、対面・動画視聴・資料配布によ

る自己学習と多様な方法で実施した。 

（２）介護福祉士実務者研修 

   社会福祉士及び介護福祉士法の改正により、平成２８年度の介護福祉士国家試験

から、受験資格として３年以上の実務経験を有することと介護福祉士実務者研修を

修了していることが義務付けられた。これに対し、黎明会では「介護福祉士実務者

研修養成講座」を令和元年度から開講してきた。令和７年度の介護福祉士実務者研

修（通信課程）は４月１３日から１０月３１日の１講座、スクーリング全８回を対

面講義にて行い計８名が修了した。 

黎明会では令和元年から開講以降、令和７年度までに７５名の修了者を輩出している。 

（３）介護職員初任者研修 

令和７年度は９月１４日から１２月２１日の１講座、スクーリング全１５回を対面

講義及び２回の実習を実施した。計１０名が修了した。 

（４）実践研究研修・実践研究発表大会の実施 

日常の実践業務における疑問や課題等を、経験則や感覚に基づく方法だけによ

らず、実証的かつ科学的手法を用いて検証し改善・解決に繋げることを目的に実

践研究に取り組んでいる。令和７年度は、５月から１０月にかけて実践研究のオ

リエンテーションを含め計4回の研修を実施した。講師より倫理的配慮、専門性・

妥当性、有益性を高めるためにアドバイスを受けながら研究に取り組んだ。１１

月２１日に１５回目を迎える実践研究発表大会を開催し１１９名が聴講した。 

第１５回実践研究発表大会 発表チーム・表題一覧    （令和７年１１月２１日開催） 
No 施設名 表  題 

1 診療施設 南台病院 ポリファーマシー対策の介入への取組 

2 在宅サービス総合センター      

３位 

認知症ケアの見える化  

～訪問介護におけるＮＰＩ活用と統一ケアの工夫～ 

3 救護施設 黎明寮 

          優勝 

体験室を利用する効果 

～利用者が語る一人で過ごす時間の意味～ 

4 救護施設 あかつき 「行ってみよう」と思える活動づくり 

～利用者も企画に携わることによる効果～ 



No 施設名 表  題 

5 特別養護老人ホーム 

 やすらぎの園 

利用者の快適な生活と職員の負担軽減を目指して 

～食物繊維とラジオ体操による排便ケアの効果～ 

6 介護老人保健施設 

 けやきの郷   準優勝 

カフェイン摂取は高齢者の睡眠に影響するのか 

～カフェインレスの飲み物に変更し、夜間排尿回数

を比較する～ 

7 障がい者支援施設 

  澄水園 

摂食嚥下 

～安全に自力摂取ができるように～ 

8 就労継続支援 B型施設  

  のぞみ作業所 

のぞみ作業所の支援における「構造化」の活用につ

いての現状と課題 

9 有料老人ホーム 

 熱海ゆとりあの郷 

介護サービス課での業務改善への取り組み 

～レクリエーション定着の為の時間と職員人員の確

保を目指して～ 

（５）市民公開講座の開催 

   地域住民に対し、医療・福祉に関する情報提供、疾病予防および健康の維持増進、

さらに地域の介護力向上を図るとともに、当法人の事業内容を広く周知することを

目的として、公開講座を継続して実施している。 

令和７年度は１１月２９日（土）、黎明ホールにて感染対策に配慮しつつ、入場

制限を設けずに開催した。南台病院の下山克也病院長を講師に迎え、「しなやかで

若々しい血管を保つために～動脈硬化と病気の関係を知り、血管をしなやかにする

食習慣と運動療法を学ぶ～」と題した講演を実施した。続いて、管理栄養士および

理学療法士による、若々しい血管を保つための食生活と運動に関する講演を行い、

その後、血管年齢測定を実施した。市民公開講座には５７名、血管年齢測定には６

４名が参加し、参加者から好評を得た。 

なお、令和 7年度は小平市主催の「つながりフェス」と同日開催とした。 

 

７ 令和７年度 黎明会の障害者雇用状況    (令和８年３月３１日現在) 

障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数 490.5名  

内訳 

正規職員 357.0名  

非常勤職員（常用） 103.0名  

非常勤職員（短時間労働） 30.5名  

法定雇用率 2.5％  

法定雇用障害者数 12.0名  

黎明会障害者雇用数（法定換算数） 15.5名  

黎明会の雇用率         3.1％  

※１  障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数 
週の所定労働時間数が週 30時間以上の者を 1.0名、週 20時間以上 30時間

未満の者を 0.5名、週 20時間未満の者を 0.0名として算出。 
※２  障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数については、南台病院、けやき

の郷及び熱海ゆとりあの郷診療所の職員に対して除外率▲20％が適用。 
※３  令和 6年 4月から法定雇用率が 2.5％になった。(令和 8年度は 2.7％の予定) 

※１,２ 

※３ 



【参考】各施設の障害者雇用状況          (令和８年３月３１日現在) 

施 設 名 

正規職員 非常勤職員 
法定換算数 

合計 
実人数 

算定基礎 
労働者数 

実人数 
算定基礎 
労働者数 

あ か つ き 2名 3.0名 2名 1.5名 4.5名 

澄 水 園   8名 8.0名 8.0名 

のぞみ作業所   1名 1.0名 1.0名 

けやきの郷   1名 1.0名 1.0名 

在宅サービス   1名 1.0名 1.0名 

合 計 2名 3.0名 13名 12.5名 15.5名 

 

 

８ 規程とマニュアルの見直し等について 

当法人の運営を円滑かつ効率的、合理的な形にするため、随時、規程の見直しを

行ってきた。 

今後も「就業規則」や「給与規程」の見直しをはじめ、「文書管理規程」の制定

などにも取り組んでいく。 

なお、黎明会のコンプライアンスを図るために以下のマニュアル等の整備を終えた。 

①個人情報保護マニュアル          ※令和 2年 12月 1日施行 

②苦情等対応共通マニュアル         ※令和 3年  2月 1日施行 

③認知症ケアマニュアル           ※令和 3年 3月 1日施行 

④職場におけるハラスメント対策マニュアル ※令和 3年 4月 1日施行 

⑤安全衛生管理規程             ※令和 3年 6月 1日施行 

⑥虐待の防止のための指針          ※令和 3年 10月 1日施行 

⑦個人情報保護規程            ※令和 4年 10月 1日改正 

⑧印章管理規程              ※令和 5年 1月 1日施行 

⑨職員の在宅勤務に関する取扱規程     ※令和 5年 10月 30日施行 

⑩常勤役員の在宅勤務に関する取扱規程   ※令和 5年 10月 30日施行 

                   (令和 5年6月22日から適用) 

⑪給与規程の一部改正           ※令和 6年 10月 1日施行 

⑫育児休業規程及び就業規則の一部改正   ※令和 7年 11月 1日施行 

 

９ 法人内の経営システムの基盤整備 

    人事・給与管理システムの刷新 

現在利用している人事・給与管理システムは導入後１０年を経過し、システムと

して現在の当法人の諸手当支給に対応しきれていないため、手作業が多く、業務が

煩雑になっている。 

※非常勤職員は主として清掃業務に従事している。 



このため、令和７年度においても引き続き人事・給与業務の効率化を図り、さらに処

遇改善交付金計算等の付加機能をもたせるために、人事・給与管理システムの見直しを

検討してきた。 

 

１０ 福祉開発振興援助事業の実施 

（１）援助事業の内容及び援助の対象等 

    黎明会は、社会福祉法人 社会福祉開発基金を吸収合併し、福祉開発振興援

助事業として継続的に社会福祉に関する先駆的・開拓的な研究、企画、調

査、実践活動等を行う団体又は個人に対して援助を行っている。なお、同一

事業については、３か年度を限度としている。 

年度の援助総額は１,０００万円とし、１件当たりの援助額は上限５０万円

として、２０件程度を援助することとしている。なお、事業内容からみて、

特に必要と認められる場合に限り、８０万円を限度として援助することがで

きることとしている。 

なお、社会福祉振興援助事業の原資は当初３億円の基金で発足したが、低金

利によって利子のみでは配分が不可能なため、原資を各年取崩して配分してお

り、令和７年度末現在では、原資は２３３,００６千円となっている。 

（２）事業報告 

〇 第１回福祉開発選考委員会（令和７年７月３０日開催） 

令和６年度に事業を実施した１６団体から提出された事業完了報告書に基

づき事業報告を行った。また、令和８年度の新規募集と令和７年度の追加募

集について決定した。 

〇 令和８年度新規及び令和７年度追加援助対象事業募集(令和７年８月１日～９月３０日) 

・黎明会ホームページへの掲載 

・福祉新聞への掲載（令和７年８月２５日、９月１日） 

・小平市社会福祉協議会への募集チラシ配布依頼などで公募 

・小平市社会福祉協議会を通じて近隣の社会福祉協議会へ募集チラシを設置 

・小平市市民活動支援センターを通じて募集チラシを設置 

・東京都社会福祉協議会をはじめ近隣の社会福祉協議会及びかつて推薦を出してい

ただいた社会福祉協議会（立川市、東大和市、東村山市、西東京市、東久留米市、

清瀬市、三鷹市、国分寺市、小金井市、武蔵野市、品川区、渋谷区、江戸川区）

へ募集チラシをメールで送り市民活動団体への周知を依頼した。 

〇 第２回福祉開発振興援助事業選考委員会（令和７年１１月５日開催） 

令和７年度追加募集については１２件(４,９４０,０００円)の応募があり、令和８年

度募集については２１件(９,５６８,０００円)の応募があった。 

これらの応募について、令和７年１１月５日に開催された第２回福祉開発振興援助事業

選考委員会で審議を行い、令和７年度追加募集については、１０件(３,９４０,０００円)、

令和８年度募集については１４件(６,０７０,０００円)の援助が選定された。 



〇 援助対象事業の団体への援助金の交付について 

援助対象となった事業については、各団体へ令和６年１２月１７日に通知した

上で、令和７年度追加援助金については令和７年１２月２３日に交付し、令和 

８年度援助金については令和８年４月２１日に交付した。 

＊福祉開発振興援助事業 援助決定実績               （単位：円） 

対象 
年度 

  援助団体名 援助額 援助合計額 

令
和
７
年
度 

追
加
募
集 

① (任意団体)なみきのね 500,000 

3,940,000 

② NPO法人 ＤＡＫＫＯ 360,000 

③ 誰でも食堂わらい 250,000 

④ NPO法人 湘南とアジアの架け橋 170,000 

⑤ 一般社団法人 国際福祉研究機構ザ・チャレンジド 500,000 

⑥ 全国社会福祉軟式野球連盟 500,000 

⑦ NPO法人さざなみ会「ＫＰ神奈川精神医療人権センター」 500,000 

⑧ 一般社団法人 フードバンクこだいら 500,000 

⑨ NPO法人 あさかプレーパークの会 160,000 

⑩ ＭＵＳＩＣ ＺＯＯ 500,000 

令
和
８
年
度 

新
規
募
集 

① 一般社団法人 モザンピークのいのちをつなぐ会 500,000 

 
 
 
 

6,070,000 
 
 
 
 

② NPO法人 ＤＡＫＫＯ 500,000 

③ NPO法人 高齢社会をよくする女性の会 250,000 

④ 
NPO法人いしだたみ 
認知症行方不明者家族等の支え合いの会 

500,000 

⑤ 一般社団法人 国際福祉研究機構ザ・チャレンジド 500,000 

⑥ NPO法人 ＴＥＡＭ創心 500,000 

⑦ 社会福祉法人 かしの木会 くず葉学園 500,000 

⑧ ちょこっとサービスたかの台 220,000 

⑨ NPO法人さざなみ会「ＫＰ神奈川精神医療人権センター」 300,000 

⑩ ＭＵＳＩＣ ＺＯＯ 500,000 

⑪ 小平市ボッチャ協会 500,000 

⑫ NPO法人 あさかプレーパークの会 500,000 

⑬ NPO法人 ＡＹＡ 500,000 

⑭ ボランティアグループ たんぽぽ 300,000 

 

１１ 契約事務の適正化等 

   契約事務については、従前から適正化を進めているところであるが、令和７

年度も一層の適正な執行に努めた。 

＊令和７年度における主な入札結果               （単位：円） 

入札件名 実施日 
落札金額 
（税抜） 

契約金額 
（税込） 

社会福祉法人黎明会 
ＰＣリプレイスにかかる入札 

4/16 54,376,920 59,814,612 



入札件名 実施日 
落札金額 
（税抜） 

契約金額 
（税込） 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
源泉地 貯湯槽取替工事にかかる入札 

5/9 2,800,000 3,080,000 

社会福祉法人黎明会 のぞみ作業所 
令和７年度 利用者旅行の実施にかかる入札 

5/26 2,190,000 2,409,000 

社会福祉法人黎明会 黎明寮 
令和７年度 利用者旅行の業務委託にかかる入札 

5/26 2,578,207 2,946,185 

社会福祉法人黎明会 
ＰＣリプレイスに伴うリース契約にかかる入札 

5/29 52,318,800 57,550,680 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 

受水槽取換工事にかかる入札 
6/26 22,900,000 25,190,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
無散瞳眼底カメラ一式の更新にかかる入札 

7/29 2,450,000 2,695,000 

社会福祉法人黎明会 けやきの郷 
空調設備更新改修工事にかかる入札 

8/8 41,900,000 46,090,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室４室の改修工事・内装工事にかかる入札 

9/4 14,750,000 16,225,000 

社会福祉法人黎明会 やすらぎの園 
令和７年度 防犯カメラ設置工事にかかる入札 

9/4 6,876,000 7,563,600 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
無散瞳眼底カメラ一式の入替えに伴うリース契約にかかる入札 

10/17 2,347,200 2,581,920 

社会福祉法人黎明会 
スチームコンベクション購入にかかる入札 

10/17 3,270,000 3,597,000 

社会福祉法人黎明会 
スチームコンベクションリース契約にかかる入札 

10/29 3,498,000 3,847,800 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
迅速遺伝子検査装置購入にかかる入札 

11/17 3,140,000 3,454,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室２室の改修工事・内装工事にかかる入札 

1/21 7,900,000 8,690,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
眠りＳＣＡＮ購入にかかる入札 

1/26 6,235,000 6,858,500 

社会福祉法人黎明会 澄水園 
シルエット見守りセンサー導入にかかる入札 

2/5 41,400,000 45,540,000 

社会福祉法人黎明会 
福祉施設業務支援ソフト「福祉見聞録」リース契約にかかる入札 

2/27 34,002,000 37,402,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円） 



【２】障害者支援施設 澄水園 

 

１ 施設の運営総括 

 （１）澄水園（施設入所支援・生活介護・短期入所） 

澄水園は、「障害者総合支援法」の基本理念や、「障害者差別解消法」の趣旨で

ある障がいのある人もない人も共に生きる社会をつくるという目的を浸透させる

ため、権利擁護、虐待防止に努め、そして何よりも利用者の視点に立ち個々の利

用者の意思を尊重し、思いやりのある関わりに重点を置いて支援するサービスを

提供した。 

令和 7 年度も個別支援計画に沿った支援を行うとともに、利用者の権利擁護、

虐待防止に努め、日中の活動や相談支援の体制の充実を図ってきた。 

また、利用者の希望、生きがい、安全、安心、健康を大事にし、意思決定支援の

充実を図るための実践をした。 

 

（２）グループホーム澄水（共同生活援助） 

グループホーム澄水（やまびこ、こだま、こまち）では、障がいのある人が「住

み慣れた地域で、地域の人たちと一緒に、普通の生活を営む」場として、グループホ

ームで安心して暮らせるように必要な支援を実施するとともに、きめ細かい相談・支

援等を行った。 

また、3 つのユニット（やまびこ、こだま、こまち）についてバックアップ施設

である澄水園と連携した運営を行った。 

 

【令和 7年度重点目標にかかる報告】 

（１）利用率 100％の達成と、入所待機者男女各３名、新規通所者２名 

  上半期達成率は 99.2％となり、令和 7年 11 月には 100％を達成し、待機者の確保

も実践した。 

 

（２）障害の重度化・高齢化に対応した、施設の有効活用・新たな日中活動等の実 

  践 

 東京都の支援力育成事業を活用し、外部からの識者の助言を基に重度化・高齢化

に対応した。 

 

（３）法令遵守、人権を尊重した支援の質を高めるため、職員一人ひとりの育成と組織

力強化 

   上半期は内部研修・外部研修の機会を創出し、組織的な育成に努めた。 

   また、下半期は第三者評価を活用して、育成と組織力強化を図った。 

 



２ 人員配置                                                     （単位：名） 

※清掃他について障害者雇用を活用した清掃員・洗濯員として非常勤職員 6名 

（常勤換算 3.4 名）を配置した。 

 

３ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

施設入所 100 名 100 名 99.5 名 99.5％ 99.5％ 

生活介護 100 名 100 名 105.4 名 105.4％ 105.4％ 

短期入所 3 名 3 名 8.0 名 266.7％ 266.7％ 
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令和 8 年 3 月 31 日現在人員配置状況 
配
置
基
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と
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Ｂ‐

Ａ 

正
規
職
員
䥹
③
䥺 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
Ｂ 

施 設 長 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

副施 設長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

事務 職員    4.0 4.0 4.0    4.0 0.0 

管理栄養士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

支 援 員 

45.8 23.0 68.8 

 

68.8 

47.2 31.0 11.7 6.7 65.6 

1.8 看 護 師 

理学療法士 
 5.0    5.0 

サービス管理

責 任 者 
2.0  2.0  2.0 2.0    2.0 0.0 

コーディネー

タ ー 
 1.0 1.0  1.0 0.5    0.5 ▲0.5 

清 掃 他    5.5 5.5  11.0 5.5  5.5 0.0 

合 計 49.8 24.0 73.8 10.5 84.3 61.7 42.0 17.2 6.7 85.6 1.3 



４ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 745,814 746,931 817,386 837,126 102.4％ 

支 出 719,515 745,226 802,659 803,584 100.1％ 

収支差額 26,299 1,705 14,727 33,541 ― 

 

（１）収入の主な増減 

 ア 長期入院者の減少等よる収入の増              823 千円 

イ 東京都デジタル技術等活用支援事業補助金による収入の増  15,000 千円 

  ※見守りシルエットセンサー導入 

ウ サービス推進費最重度加算対象者の増による収入の増    16,055 千円 

エ 施設整備積立金取崩の増※見守りシルエットセンサー導入  30,487 千円 

（２）支出の主な増減 

 ア 欠員補充のための外国人採用時給改定等による支出の増    2,298 千円 

 イ  人材紹介手数料による支出の増                530 千円 

ウ  見守りシルエットセンサー導入による支出の増       46,890 千円 

 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 66.2％ 69.0％ 64.9％ 64.7％ 65.2％ 

金 額 492,727 512,819 483,067 481,760 512,109 

対前年度 

増減額 
- 20,092 ▲29,752 ▲1,307 30,349 

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

   法人本部や他施設と連携した入所判定会議を通して待機者を常に把握し、施設

入所を目的とした短期入所(施設入所体験)を実施することで計画的な入所が行え

るよう努め、施設入所の利用率は、令和 7年度平均は 99.5％（前年 97.6％）であ

った。 



   地域からの利用ニーズが多い通常の短期入所は定員 3 名に対し、新型コロナウ

イルス感染症防止のため受け入れ制限を解除した結果 8.0 名の利用となった。 

   生活介護は新型コロナウイルス感染症防止のための利用者の外部への通所を自

粛し、入所者の入院が減った結果 105.4％（前年 102.1％）であった。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   令和7年度も業者選定は、法人本部と連携して契約内容を見直し、物品の購入先を安

価な業者とするなど、経費縮減に努めた。 

   また、物価高騰による東京都や小平市の補助金の活用や節電に努めた。 

 

（３）課題と改善策 

ア 高齢・虚弱利用者の支援 

園内では利用者の重度高齢化が進み体調を崩し医療機関にかかる利用者が増

えたが、一方で知的障害者の受け入れに難色を示す医療機関は多く、受診(入院)

先に苦慮してきた。そこで南台病院地域医療連携室との連携をこれまで以上に

密にし、受診(入院)先へのアプローチに力を貸して頂き無事に受診(入院)させ

ることが出来たケースが多々あった。今後も、法人内の協力・連携を有効活用し

ていくことは重要になると思う。 

イ 感染症発生時の対応を刷新 

  新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に分類されて以後、それま 

での感染対策を緩和させたいという意見が障害者支援施設内でも上がるよう

になり、法人感染対策委員会および法人本部の意向とのすり合わせをおこな

い、感染症発生時の対応について、エリア毎の静養から居室毎の静養に変更

し、感染症対策が必要な利用者を最小限にすることで日中の活動が通常通り

実施できるように見直しを図った。また、職員自身がおこなう感染予防策に

ついても、支援への支障が最小限で済むよう簡素化することによって実行比

率を高めるよう工夫した。 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者中心のサービス提供と地域移行への支援 

  ア 利用者の健康管理のため、年2回の健康診断と南台病院医師の週3回の往診、

外部からの眼科医・脳外科医の月１回の往診、歯科衛生士による口腔ケアを週

5 回実施し、健康維持に努めた。 

  イ 東京都地域移行促進コーディネート事業において、北多摩北部ブロックの 13

施設と連携し、ブロック会議をオンラインで開催した。会議では 13 施設の地域

移行予定者や地域移行の課題共有を行った。 

    また、地域移行に向けたアパート体験を活用し、地域移行のニーズに答えた。 



（２）日中活動の支援 

  ア 園内作業は、箸の袋入れ作業やビーズ製作など利用者の希望と適性に応じた

内容とし、園外作業では公園清掃や、園内作業の作品の販売が利用者や地域住

民から好評を得た。 

  イ 余暇活動は、新型コロナウイルス感染症防止対策のため、外部講師やボラン

ティアの方々にかわり、職員が中心となって体を動かす活動等、多種多様な活

動を行った。また東京都障害者総合美術展に今年も応募し２作品が入選し、美

術展開催会場に展示された。 

（参考）日中活動の例 

園内作業 陶芸班 箸入れ班 ビーズ班 

園外作業 公園清掃 野菜作りと販売  

余暇活動 
カラオケ ケーキクラブ 散歩 書道 フラワーアレンジ
メント ドライブ 創作活動（季節の貼り絵）など 

 

（３）運営の透明性の確保 

オンブズパーソンとして、第三者による相談受付体制を確保し、来園による相

談活動を再開し、虐待防止委員会や研修の講師としてなど活動機会を増やした。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のため毎月の月例保護者会は開催を自粛

していたが、令和 7 年 7 月に 3 年ぶりに保護者会を開催し、その後は 2 か月に 1

回保護者会の開催運営に協力した。また、保護者あての感染症対応の通知文や広

報誌を通した施設の方針説明・情報提供、さらに保護者への電話だけでなく家族

外出や間仕切り面会による情報共有や意見交換等を行い、施設運営の透明性確保

に努めた。 

 

（４）職場の環境衛生の向上 

産業医と衛生委員会が連携して、新型コロナウイルス感染症等の対策として

日々の健康管理と衛生管理を徹底した。 

具体的には、1 日に 2 回以上の環境消毒と換気、職員や来園者に健康状態の報

告、マスク着用や手指消毒を徹底した。 

また、メンタル面でのサポートなど、働きやすい環境づくりに努めた。 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況（4 月 1 日～3月 31 日） 

   知的障害者基礎研修                     4 名 

   褥瘡予防研修                       28 名 

   おむつの当て方研修                    25 名 



   虐待防止研修                       31 名 

   感染症対策防止研修                    49 名 

   救命救急研修（ＡＥＤ）                  18 名 

   意思決定支援研修                     25 名 

   地域移行等意向確認研修                  38 名 

   身体拘束適正化研修                    50 名 

   地域連携推進会議開催研修                 24 名 

   澄水園セミナー                      38 名 

                             合計 330 名 

 

（２）法人内研修会への参加状況（4月 1日～3月 31 日） 

   新任職員研修                        1 名 

   実践研究研修                        7 名 

   実践研究発表大会                     15 名 

   課長研修                          4 名 

   ４年目研修                         3 名 

   10 年目・11 年目研修                     1 名 

   看護職員 eラーニング                    4 名 

   階層別オンラインセミナー                  4 名 

   権利擁護研修                       49 名 

   法令遵守研修                       61 名 

   感染症防止対策・事業継続計画研修             57 名 

   係長研修                          5 名 

   けやきの郷褥瘡予防研修                   1 名 

合計 212 名 

 

（３）外部研修会への参加状況（4月 1日～9月 30 日） 

   東社協人権擁護委員会オンライン研修             2 名 

   東社協新任職員研修                     1 名 

   東社協「初めて障害者支援に携わる方」研修          2 名 

   東社協「施設とボランティア」研修              1 名 

   全国知的障害等施設長会議                  1 名 

   関東地区知的障害者福祉関係職員研究大会           3 名 

   東京都グループホーム制度説明会               2 名 

   東京都障害者虐待防止・権利擁護研修             1 名 

   東京都サービス管理責任者更新研修              1 名 

   東京都サービス管理責任者実践研修              1 名 



   東京都サービス管理責任者基礎研修              2 名 

   障害福祉サービス等人材育成・定着支援セミナー        1 名 

   全国知的障害福祉関係職員研究大会              3 名 

   日修活動支援部会全国大会北陸地区新潟大会          3 名 

   障害者支援施設部会全国大会東海地区愛知大会         2 名 

   アサーティブコミュニケーション研修             2 名 

   ＯＪＴ仕事の教え方研修                   1 名 

   上下の立場関係なく信頼し合えるチームの作り方研修      2 名 

   障害者支援施設等支援力育成派遣事業における 

リハビリ職等意見交換会      1 名 

   多摩福祉会議「次代へ繋ぐ意思決定支援」研修         3 名 

   小平市自立支援協議会地域部会拡大交流会           2 名 

   東社協「知的障害者の医療場面での意思決定支援」研修     1 名 

   東社協「自衛隊から学ぶ災害時の行動と備え」研修       2 名 

   小平市支援従事者向け障害者虐待防止法研修会         1 名 

   社会福祉法人龍鳳 25 周年記念支援実践報告会         3 名 

   障害福祉人材の確保・定着に向けた 

事業所等事例報告会        1 名 

   東社協「【支援記録】これだけは知っておきたい 

             支援記録の不適切語・要注意語」研修   1 名 

   東社協第 4回虐待防止権利擁護研修会             1 名 

   東京都障害者支援施設等支援力育成派遣事業成果報告会     6 名 

   東京都障害者支援施設等支援力育成派遣事業成果報告会視聴   4 名 

合計 57 名 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）虐待防止・人権擁護委員会を中心に、毎年実施しているアンケート結果や利用

者への聞き取り調査結果を参考に人権標語を定めて、虐待防止や権利擁護の啓発

に努めた。 

 

（２）利用者への虐待や不適切な支援がないよう、障害者差別解消法や障害者虐待防

止法を踏まえ、職務上の指針を明示し、虐待の芽チェックリスト（東京都福祉保健

財団高齢者権利擁護支援センター作成）で職員の意識レベルの確認や定期的に研

修を行うことで、虐待防止と権利擁護の意識向上を図る取り組みを行った。 

 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

（１）利用者の日常生活に関することから、社会への参加に至るまで、本人の意思決



定に力を入れ、丁寧な対話、支援などを行うとともに、利用者との信頼関係を構築

に努めた。 

 

（２）地域移行の取り組み 

   入所利用者が地域で暮らすため、その移行先確保が課題となっており、法人内

の既存グループホームの空床利用や他法人とグループホームの空室情報を共有す

る取り組みなど、グループホームや民間アパートなどの移行先を検討しながら、地

域移行促進に努めた。 

令和 7 年度も「東京都地域移行促進コーディネート事業」を受託し、東京都及び

北多摩北部ブロック内の近隣施設とともに、利用者及び保護者が地域での生活に移

行することへの不安がないよう、地域の情報を提供するとともに各種相談にも対応

し、不安が解消できるよう努めた。また、東京都主催の地域移行促進コーディネー

ト事業連絡会に参加し、各受託施設との連携や、情報の共有を行った。 

民間のアパートを借り上げた地域移行体験室を積極的に活用し、地域での暮らし

をイメージ出来るような体験を通じて、実際に地域生活に向けたアセスメントを行

い次回の体験に繋げ、地域生活を見据えた取り組みを行った。また、地域移行体験

室を活用し、令和７年４月に女性利用者１名、９月に女性利用者１名がグループホ

ームへ移行した。 

  



【２－１】グループホーム澄水（やまびこ・こだま・こまち） 

 

１  人員配置                        （単位：名） 

※ 管理者は、正規職員のサービス管理責任者が兼務 

 

２  利用・収支等の状況 

（１）利用人員 

 
定員 
（A） 

令和 7 年度 

事業計画 

（B） 

令和 7 年度 

実績 

（C） 

達成率 

（C）÷（B） 

稼働率 

（C）÷（A） 

共同生活援助 
やまびこ 

5 名 女性 5名 女性 4.8 名 96.0％ 96.0％ 

共同生活援助 
こだま 

7 名 男性 7名 男性 7名 100.0％ 100.0％ 

共同生活援助 
こまち 

7 名 女性 7名 女性 6.8 名 97.1％ 97.1％ 

入 所 計 19 名 19 名 18.6 名 97.9％ 97.9％ 
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常
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換
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常
勤
換
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実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
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管 理 者 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

サービス管理

責 任 者 
(1.0)  (1.0)  (1.0) (1.0)    (1.0) 0.0 

世 話 人 3.1  3.1  3.1 0.8 8.0 3.5 0.5 4.8 1.7 

生活支援員 4.2  4.2  4.2 0.7 13.0 3.8 0.0 4.5 0.3 

合 計 8.3  8.3  8.3 2.5 21.0 7.3 0.5 10.3 2.0 



（２）収支状況                          （単位：千円） 

 
令和 6年度 
決算額 

令和 7年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 
決算額 

執行率 

収  入 80,067 79,434 80,985 80,776 99.7％ 

支  出 70,959 72,626 68,737 66,784 97.2％ 

収支差額 9,108 6,808 12,248 13,992 - 

 

※人件費の状況                      （単位：千円） 
 

令和 3年度 令和 4 年度 令和 5年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

人件費率 47.4％ 46.9％ 63.8％ 57.8％ 52.2％ 

金  額 22,198 30,877 48,408 46,316 42,159 

対前年度 
増減額 

- 8,679 17,531 ▲2,092 ▲4,157 

  ※令和5年度1次補正予算から、バックアップ施設の澄水園の支援員業務と兼務をしてい

る職員について、実態に即した人員按分を実施したため人件費率が増えた。 

 
 

（３）課題と改善策 

新型コロナウイルス感染症防止や家庭の事情から週末や年末年始に自宅等に帰

省ができない利用者が増えており、グループホームとして過ごしやすい場の提供

が求められている。 

改善策として、家族や相談支援事業所と連携して、ガイドヘルパーによる外出支

援などの機会を創出した。 

 

３ 収支の安定確保 

（１）入所率 

入所利用率は令和4年8月にグループホーム澄水の新規ユニットとして「こまち」

を開設し、定員は 19 名となり、令和 7 年度上半期において満床となっている。な

お、下半期に 1名退所となったが、令和 7年度末から令和 8年度当初に体験利用を

した結果、令和 8年 5月に満床となった。 

（２）経費節減・効率化対策 

安定した施設運営のため、引き続き事務経費等の削減に努めた。 

 

 



４ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者の主体性及び意思決定に基づき関係機関の協力を得て、ヘルパーによる

外出・余暇活動等への参加を充実させた。 

   また、利用者の通院や健康管理の支援を行った。 

（２）隣接するグループホーム等連携し、緊急・災害時の相互応援体制を整えるととも

に、火災・地震等を想定した避難訓練を実施し、職員の防災意識向上に努めた。 

また、こまちは隣接する他法人の福祉事業所と連携して合同レクリエーション

を開催し、小平市や地域と連携した地域連携推進会議を開催した。 

 

(３)自治会の活動の公園清掃、避難訓練に参加し、地域の方との交流を深めて、グ

ループホームへの理解を頂いている。 

 

５ 人材育成 

（１）施設内研修の状況（4 月 1 日～3月 31 日） 

虐待防止研修                         13 名 

地域移行等意向確認研修                   1 名 

身体拘束適正化研修                    17 名 

地域連携推進会議開催研修                  1 名 

合計 32 名 

 

（２）法人内研修会への参加状況（4月 1日～3月 31 日） 

   権利擁護研修                        19 名 

法令遵守研修                       15 名 

感染症防止対策・事業継続計画研修             13 名 

合計 47 名 

 

（３）外部研修会への参加状況 

   東京都グループホーム制度説明会               1 名 

   障害者グループホーム従事者基礎研修              2 名 

   障害者支援施設部会全国大会東海地区愛知大会         1 名 

                              合計 4 名 

 



 
 

 【３】救護施設 黎明寮 

 

１ 施設の運営総括 

生活保護法に基づく救護施設黎明寮は、身体や精神に障害があり経済的な問題を抱

え、居宅で日常生活を送ることが困難な人に、健やかに安心して過ごせる生活の場を

提供する施設として積極的に受入れを行い入所者支援に努めた。 

個々の入所者には、能力に応じ自立した生活が営めるよう個別支援計画を策定する

とともに、利用者のニーズに合った作業活動やクラブ活動、行事やレクリエーション

などを行い、生きがいのある生活と社会的自立に向けた支援に取り組んだ。 

施設を出て地域での生活を希望する人には、居宅生活訓練事業を通して地域生活へ

の移行準備を行い、スムーズな地域移行ができるよう支援を行った。 

また、移行後の地域生活への定着・継続を支援する上で効果的な通所訓練事業など

を実施した。 

さらに、法人内在宅サービス事業所（訪問看護・訪問介護事業所）や地域の関係機

関と連携し、地域の障がい者で生活に支障のある人への相談支援や家庭訪問を通じ、

医療・健康管理等の生活支援を行うなど地域貢献に努めた。 

施設整備については、令和3年度に保護施設等整備費補助金の交付を受け大規模修

繕工事を行い入所者の快適な生活環境の維持に努めているが、工事対象以外の箇所か

ら経年劣化による貯湯槽の循環ポンプの故障など設備の不具合が発生し交換修理を

行うなど、引き続き設備の保守管理を適切に実施した。 

 

【令和 7年度重点目標にかかる報告】 

・施設入所者常時 102 名の実現  

令和 7 年度の入所者は年間平均 100.6 名となった。要因としては、長期入院者

の退所や高齢化に伴う高齢者施設への移行、居宅生活訓練の実施による地域移行

等で退所者が増となったが、入所者確保のため福祉事務所及び病院等と連携を密

にするとともに、定期の入所判定会議のほか臨時の入所判定会議を開催するなど

により入所定員までは確保できた。 

 

・個別支援計画に基づき年間 1～2名の地域移行を実現 

令和 7 年度における地域移行者は 1 名となった。地域移行にむけて令和 6 年７

月より居宅生活訓練事業を開始していた利用者 1 名が訓練を終了し、8 月に地域

移行した。他に居宅生活訓練事業継続中の 3 名については、1 年が経過する令和

8年度以降に地域移行を予定している。 

 

・感染対策の徹底で染者集団の発生を阻止 

 標準予防策の周知徹底を継続して行った。令和 7 年度の施設内で感染症発症者

はインフルエンザが利用者 16 名、職員 3名、コロナウイルスが利用者 4名、職員



 
 

6 名であった。特に 12 月のインフルエンザ感染者数は 16 名と感染者集団になっ

たが感染者は非感染者と別の階の部屋で静養してもらい、利用者間同士の二次感

染は防ぐことができた。他の時期に感染した者は集団感染には至っていない。イ

ンフルエンザの集団発生に関しては、初動が迅速にできたため短期間で終息する

ことができた。 

２ 人員配置  
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施設長 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0

事務員 2.0 2.0 1.0 3.0 1.0 2.0 1.8 2.8 ▲0.2

指導員 1.0 2.0 3.0 3.0 2.0 1.0 1.0 3.0 0.0

介護職員 21.0 11.0 32.0 32.0 25.0 7.0 5.5 30.5 ▲1.5

看護師 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 0.0

精神保健

福祉士
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0

栄養士 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0

介助員 1.0 1.0 1.0 0.0 ▲1.0

医師 0.1 0.1 0.1 1.0 0.1 0.1 0.0

理学
療法士

0.1 0.1 0.1 0.0 ▲0.1

清掃員 0.0 0.0 2.0 0.6 0.6 0.6

合　計 28.1 15.1 43.2 1.0 44.2 32.0 14.0 10.0 0.0 42.0 ▲ 2.2

※ 医師は措置費加算にて精神科の嘱託契約医師を配置
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令和8年3月31日現在人員配置状況

 

３ 利用人員（月平均） 

定　員
(A)

令和7年度
事業計画(B)

令和7年度
実績(C）

達成率
(C）÷（B)

稼働率
(C）÷（A)

入　　所 100名 102名 100.6名 98.6% 100.6%

通　　所 50名 50名 50.0名 100.0% 100.0%
 

 

 (単位：名) 



 
 

４ 収支予算                           （単位：千円） 

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度
第2次補正後

予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 545,993 548,156 548,709 555,937 101.3%

支　　出 507,875 511,553 511,491 509,364 99.6%

収支差額 38,118 36,603 37,218 46,573 -
 

（１）収入の主な増減 

   令和 7 年度は、措置費単価改正による措置費収入の増となった。また、職員退

職者の減に伴う退職給付引当資産取崩収入の減となった。 

 

（２）支出の主な増減 

   令和 7 年度は、正規職員が定年退職にともない非常勤（嘱託職員）となったた

め、職員給料及び職員賞与が減となり、非常勤職員給与は増となった。また職員

退職者の減に伴う退職給付支出は減となった。 

   事業費は給食管理費値上に伴う業務委託費の増、事務費は地下貯湯槽循環ポン

プの経年劣化に伴う修繕費の増等があった。さらに、令和 8年度からの給食委託

業者変更により完全調理済食品に変更となるため、スチームコンベクションの新

規購入等により器具及び備品取得の増となった。 

※人件費の状況                        （単位：千円） 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

人件費率 60.8% 59.5% 55.5% 52.8% 50.6%

金　　額 298,426 299,894 286,139 285,647 279,848

対前年度
増減額

▲ 7,841 1,468 ▲ 13,755 ▲ 492 ▲ 5,799

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

入所率 102％（定員 100 名 在籍目標数 102 名）が目標値であったが、入所者の

入院が長期化することによる退所者や高齢化に伴い高齢者施設への移行による退所

が増となるなどの要因により年間を通して平均入所率は、100.6％となった。 

退所者数の増に伴う在籍者数を維持するため定期的に入所判定会議を開催し、あ

らかじめ入所待機者を想定し退所者が生じた際スムーズに入所できるよう対応した。 

また、東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助の高齢要介護者加算の対象者

を見直し収入の増に努めた。 

 



 
 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   契約に当たっては毎年の自動更新を見直し、他社との見積もり合わせを行うこ

とや、物品の購入に際しては 2社以上の見積もりを徴収し競争原理を働かせるこ

とで経費の節減を図った。コピー機等リース切れとなった場合も、引き続き再リ

ースを行うなど経費の節減を図った。また、施設のエネルギー使用についても毎

月の水道光熱費の使用状況を運営会議や職員会議で周知し見える化することで、

エネルギー経費節減について職員の意識改革を図った。 

 

（３）課題と改善策 

   入所者の安定的確保策と地域移行 

   黎明寮は、都内各福祉事務所及び関係精神科病院（約 10 か所）と協調してき

た実績から「選ばれる救護施設」として評価され、安定した運営を行ってきたこ

とで各福祉事務所等から入所希望者の見学又は面接の依頼が続いており、感染症

防止対策を徹底しながら入所者の確保に努めた（入所待機者平均 6名）。 

また地域移行については、居宅生活訓練に入る前の宿泊体験用アパートの一室

を施設に近い場所へ移し、宿泊体験中の施設との往来を容易にすることで、訓練

の支援が容易になりまた利用者への安心感も増し、通所利用者増への促進につな

がった。（居宅生活訓練待機者 2名） 

今後も引き続き福祉事務所及び病院等と連携を図りながら、入所者の確保や地

域移行を進めることによる通所利用者の増員を図る。 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）日中活動の充実 

   利用者の更なる心身の活性化及びコミュニケーションの促進を図るため、継続

して日中活動の充実に取り組んでいる。 

  ア レクリエーション活動 

令和 7年度については引き続き感染症防止のため、担当職員による喫茶・かき

氷・焼き芋など施設内の日中活動室（名称：ぼーの）などで季節感を味わえる工

夫をして実施した。また、長引く感染症による外出制限などにより、利用者の体

力低下など健康面への懸念も心配されたが、「モルック」や「ボクササイズ」、「卓

球」等の身体を動かすメニューを増やしたことで、利用者の心身の活性化や職員

と関わる機会が増えコミュニケーションの促進にもつながった。 

また外部ボランティアによるレクリエーションもタンゴセラピー、音遊び、茶

道の活動に加え、令和 7年度はハピダンスも加わり外部ボランティアとの交流機

会の増になっている。 

    令和7年度のレクリエーション活動の実績は、活動日数293日(前年度264日)、

延べ参加人数11,695 名（前年度11,681 名）、1日平均参加者39.4名（前年度43.6

名）となっており、活動日数・延べ参加人数は前年度と比べ増加になっており、



 
 

1日平均参加者は減少となってる。 

今年度は活動日数が増えたため 1 日の参加者数は減となったが、延べ参加人数

は増えており充実したレクリエーション活動が実施できた。引き続き職員の見守

り体制を整え安全な活動を確保しながら多様なメニューができるような工夫を行

い、入所者の心身の活性化及びコミュニケーションの促進につなげていきたい。 

  イ 作業活動 

   （ア）施設内作業 

      午前と午後にそれぞれ時間を決めて製袋作業を提供しているが、作業に

参加する機会が確保できるよう作業日数を昨年度より増やしたことにより、

一日平均 52 名（前年度 46 名）で、延べ参加人数は 5,850 名（前年度 4,942

名）と増になっている。受注量が安定しており、売上が昨年度よりアップ

したので、利用者に対しての工賃支給額の平均もアップしている。具体的

には、令和 7 年度売上は 613,068 円（前年度 518,760 円）、1か月平均額で

は 51,089 円（前年度 43,230 円）となった。 

感染症等で作業場が利用できない期間は、居住フロアの協力を得て、形

態を変え作業が継続できたことも受注の安定に繋がった。 

 

   （イ）施設外作業 

小平市から受託している公園清掃や小平市報の配布、及び組合事務所清

掃等の作業を行っており、感染症防止対策を行い、参加人数を調整しなが

ら継続して実施した。 

延べ参加人数は 1,100 名（前年度 983 名）となっており、公園清掃等の

参加者が年間を通じて活動したので、参加人数が増となっている。 

 

  ウ 日中活動のひとつとして、当事者同士が抱えている同じ悩みや症状などの問

題をお互いに語り合い共感しサポートしあう相互支援のピアサポート活動の

一環として「れいめいクラブ」を月１回開催している。令和 7年度はれいめい

クラブから出された要望をもとに、施設の管理栄養士に間食の取り方について

研修を依頼し実施している。 

 

（２）入所者の健康管理の徹底 

   支援員、栄養士等他職種と連携し、利用者に自身の健康管理、衛生管理の理解を

深める目的で、利用者月例会などにおいて啓発活動を行った。 

   感染症防止対策については、インフルエンザ・コロナウイルス・ノロウイルス等、

感染経路や感染状況について適宜注意喚起を行った。ワクチン接種に対する効果に

否定的な情報が利用者間に広がったため、利用者に対してその必要性を説明して理

解を求めた。またウイルスを施設内に持ち込まないことを重視し、外部からの入寮

は検温等でチェックするとともに利用者の外出も人ごみでのマスク着用や帰寮時の



 
 

うがい、手洗いの励行など感染症防止対策を行った。 

また、法人感染症防止対策委員会との連携のもと感染症防止対策を徹底する一方

で、外出等の場所・時間について徐々に緩和を図った。また一泊旅行や黎明祭等の行

事を、各イベントに合わせて作成した感染症防止留意事項に沿って実施した。さら

に各イベント実施時には、感染症・健康確認報告書で事前の健康状態の確認と実施

後の感染対策及び健康状態の確認を行った。 

なお来年度も感染症防止対策・業務改善委員会を中心に、感染症対策を着実に

行いながら、利用者のストレス軽減に努めていく。 

   この他、健康診断については、入所者は年 2回、新規入所者は入所後に実施し

ている。利用者健康診断結果は、施設内診療医（精神科医：医療法人 社団碧水会 

長谷川病院院長）から直接利用者に健康診断結果を説明し、健康管理上の助言を

行うとともに、診断結果から管理栄養士による栄養相談を行い、支援員・看護師

ともに協働してチーム支援を行った。 

 

（３）サービスの質の向上 

  ア 利用者ニーズに基づいたサービスの提供 

  （ア）居宅生活訓練事業 

     居宅生活訓練事業では、地域移行を希望する入所者のために近隣のアパー

トを借り上げてアパート生活の疑似体験を通じて、入所者の抱える生活課題

を整理しつつ地域の社会資源と連携し、当該入所者の生活課題解消に向けた

支援活動を行った。 

定員は3 名で3名の入所者が居宅生活訓練を継続中である。（令和7年度居宅生

活訓練を経た地域移行者1名） 

     地域生活に興味関心を持っている入所者に対しては、定期的に地域移行のた

めの説明会を開催し地域生活に移行するに当たっての不安の解消に努めた。 

     地域生活を目指している入所者に対しては、長期間実施する居宅生活訓練

事業の前段階の体験宿泊（7日間/月を上限）として実施した。 

     令和 7 年度は前年度実績の 270 日から 295 日、延べ利用者数は 70名から 54

名となり、利用日数は増加、利用者人数は減少した。要因として、居宅生活訓

練を控えた待機者に定期的な利用を呼び掛けたことで、訓練を見据えた長期

利用が増加したことが考えられる。他にも、気分転換を目的とした利用も受け

入れた。 

 

  （イ）保護施設通所事業 

     黎明寮退所者及び地域の生活困窮者に対し、地域生活の定着・継続させるため

の支援としての保護施設通所事業（定員 50 名）の利用者数は、50 名であった。

相談支援・訪問相談等の実績は、年間約2,900件、月平均約242件（前年度 年

間2,863件、月平均238.5件）で横ばいだった。服薬や金銭管理などの生活相談



 
 

や給食サービス、各種手続きの同行など幅広く支援し、24時間相談できる体制を

維持した。 

令和7年度も地域生活者の高齢化に伴い、単身生活の継続が困難な状況が見ら

れ、関係機関との調整や生活状況把握による訪問指導を行った。 

 

  （ウ）一時入所事業 

     一時入所事業の年間利用実人員数は、前度実績の 9 名から令和 7 年度は 7

名に、利用延日数が 112 日から 50 日とともに減少した。 

     減少した要因として、前年度は一時的に在宅生活が困難になった数名の長

期利用を受け入れた点が挙げられる。また今年度も、入所前の体験として利

用する方があった。 

 

令和 7 年度実績                    （単位：千円） 

事業名 令和7年度収入 令和7年度支出 収支差額

居宅訓練事業 6,502 10,904 ▲ 4,402

通所事業 58,212 31,163 27,049
 

 

  イ 地域貢献 

地域生活を送る生活困窮者に対して通院同行や関係機関との調整など、制度

の狭間で支援の行き届かない方への支援を行った。 

法人の内外を問わず、在宅生活において何らかの支援を要する人の相談を常

に受け付けており、当施設の日常生活機能（日中活動のレク・作業、入浴・食

事など）の提供など、法人サービス機能を協働して提供できる体制を維持した。 

 

  ウ 第三者評価事業の受審 

    今年度は、評価機関「公益財団法人日本チャリティ協会」に委託し、利用者聞

き取り調査、職員・リーダー層自己評価票の分析シート、ヒアリング訪問調査等

を行い、受審結果の振り返りを受け、評価機関を通じて東京都サービス評価推進

機構に結果報告を行い、「とうきょう福祉ナビゲーション」に公開されている。 

    受審結果における全体の評価の特に良い点としては、 

    ①「後継者を育成することは、施設の社会的責任です」とし、マニュアルを

作成するなど受け入れ体制を整備し多くの実習生を受け入れている。 

    ②利用者の現状を領域ごとに詳細に記載し、さらに 10 数項目に及ぶ希望・要

望を聞き取って個別支援計画を作成している。 

    ③多彩なレクリエーションのプログラムを提供し、入所者が予定表をもとに自由

に参加する活動を選択できるようにしている。 



 
 

    更なる改善が望まれる点としては、以下の指摘があった。 

    ①入所者等の個人情報はマニュアルに基づいて管理しているが施設で取り

扱う情報全般について管理手順を明文化しておくことが期待される。 

    ②マニュアル類の見直しをマニュアル委員が担当するのではなく、現場の協

力のもとに責任者を決めて実施していくことが期待される。 

    ③入所者の高齢化に伴う重度の内部疾患等の増加に合わせて外部の医療機

関と連携が密に取れるように今後検討していくことを期待する。 

 

（４）環境整備 

  ア 設備の経年劣化に伴う不具合に対応するため、ガス給湯設備と貯湯槽を循環

するポンプの修繕等を行い施設の適正な維持管理に努めた。また、令和 8年 4月

から給食委託事業者変更に伴いスチームコンベクション及び食品保管用冷凍庫

を新たに購入し利用者の給食サービスのスムーズな移行を図った。 

    主な施設修繕等 

   ・貯湯タンク給湯器循環ポンプ改修工事   1,617 千円 

   ・厨房内スチームコンベクション等購入   2,497 千円 

 

  イ 福祉サービス第三者評価の講評を踏まえ令和 6年度からホームページ委員

会を立ち上げ、タイムリーな情報をホームページで紹介するなど引き続き救

護施設の情報発信を行った。 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

   施設内で内部研修として、東京都社会福祉協議会の講師派遣システムによる梅

沢佳裕氏の「感情労働について」、全国社会福祉協議会の障がい者虐待防止マネ

ージャー研修修了者による「虐待防止研修」、小平消防署による「救急救命講習」

などを実施した。 

   また、法令に基づく感染症及び災害の業務継続計画に対する研修や訓練、更生

施設との意見交換も含めた交流研修を実施した。さらに職員会議において外部研

修参加者による伝達研修を実施した。 

 

（２）法人内研修会への参加状況 

   感染症の状況を見極めながら集合研修を再開している。権利擁護研修や感染症

防止研修については、新人職員や推薦者は集合研修を受講し、その他の職員につ

いては動画視聴や資料配布によるハイブリット式で受講した。 

月 研修名 参加人数 研修方法 

6 月 権利擁護研修 43 名 対面他 

10 月 感染症防止研修 44 名 対面他 



 
 

月 研修名 参加人数 研修方法 

11 月 実践研究大会（1 位受賞） 6 名 対面 

1 月 法令遵守研修 31 名 オンライン 

通年 コアスタッフ養成コース① 1 名 オンライン 

通年 コアスタッフ養成コース② 1 名 オンライン 

通年 チームリーダー育成実践コース 1 名 オンライン 

通年 看護職員ｅ-ラーニング ２名 オンライン 

 

（３）外部研修会への参加状況 

   全国社会福祉協議会や東京都社会福祉協議会主催の救護部会の各種研修や、そ

の他の研修についても、感染症防止対策を講じた上で多くが対面による参加とな

った。また、多摩総合精神保健福祉センターの精神保健福祉研修はオンライン研

修も含めて参加した。 

月 研修名 参加人数 研修方法 

6 月 
精神保健福祉基礎研修 1.2 1 名 対面 

トラウマについて理解し支援に生かす 1 名 対面 

7 月 
第 58 回関東地区救護施設研究協議会(神奈川県) 7 名 対面 

自殺対策研修 １名 対面 

8 月 

福祉職場で生かすアンガーマネジメント 1 名 通信 

OJT・仕事の教え方研修 1 名 通信 

精神障害のある人の家族を支援する 1 名 対面 

１０月 第 47 回 全国救護施設研究協議大会（岩手県） 4 名 対面 

 第 33 回 関東地区救護施設協議会 職員研修会 2 名 対面 

１１月 

摂食障害研修 1 名 通信 

精神保健福祉を考えるつどい 2 名 対面 

東京都社会福祉協議会救護部会職員研修 3 名 対面 

１２月 
居住支援系事業所職員研修 1 名 対面 

令和６年度 救護施設福祉サービス研修会 1 名 対面 

１月 令和６年度 障害者虐待防止マネージャー研修 1 名 対面 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）オンブズパーソンの活用 

   利用者の権利擁護のため利用者の意向等を代弁する環境づくりとして、弁護士、

社会福祉士の2名のオンブズパーソンを選任している。相談件数は延べ136 件（前

年度延べ123件）であった。 

   利用者が積極的に相談等できるよう来寮予定日とオンブズパーソンの写真を掲示

し、利用者が相談者を選択できるよう配慮するとともに、相談希望者が専用ポスト



 
 

に本人写真付き相談カードを投函することで、オンブズパーソンが訪室し相談でき

る環境を整えている。 

（２）保護者、利用者及び職員からの苦情  

   令和 7 年度、苦情等の報告はなかったが、法人本部に設置されている「事業適

正化委員会」に報告すべき事例が生じた場合は速やかに報告し、その指導に沿って

必要な措置を取る仕組みが構築されている。また利用者相互で意見交換を行う「れ

いめいクラブ」などで出された意見や質問などに対して、専用の掲示板「やまび

こ」を設けて施設の考えを示し、外出時の注意点などを啓発した。 

（３）黎明寮における障害者虐待防止・権利擁護について 

   黎明寮では人権擁護委員会を設けており、令和 7年度においても職員研修を実

施して、質の高いサービス提供及びサービス向上にむけて啓発活動に取り組んだ。

人権擁護標語を 2 か月おきに更新、施設内に掲示し、職員への注意喚起に努めた

ほか、年 1 回、障害者虐待防止・権利擁護チェックリストを実施し、留意すべき

事項について振り返りや意見交換等を行った。また職員会議において虐待防止や

権利擁護についての注意喚起や意識改善の取り組みを行った。 

   令和 7 年度の研修は、障害者虐待防止マネージャー研修受講者による対面によ

る施設内研修として虐待防止研修を実施した。 

 



【４】 救護施設 あかつき 

 

１ 施設の運営総括 

あかつきは、精神病院における精神障害寛解者の長期入院が大きな人権問題にな

ったことを背景に、黎明会が厚生労働省、東京都の要請を受けて精神障害寛解者の受

入れを行い、手厚い生活支援を通じて可能な限り社会復帰を図ることを目的に我が

国で初めての精神障害者の緊急救護施設の一つとして昭和 34年 7 月に創設された施

設である。 

このような背景をもとに発足し、当初の入所定員は 63 名であったが、昭和 36 年

には 163 名、平成 6 年に 195 名と拡充して今日に至っている。また、令和 8 年 3 月

末現在の入所者の平均年齢は 60.6 歳（最高齢者 83 歳）と高齢化が進んでおり、高齢

者介護が大きな課題となっている。 

あかつきでは、開設当初より医療機関から退院する精神障害寛解者を数多く受け

入れる（99％）とともに、地域生活への移行を積極的に行ってきた。 

令和 7 年度も個別支援計画に沿った利用者支援を軸に、施設から地域生活移行す

る準備として施設内に設置した地域生活体験室での生活体験を経て、近隣アパート

での居宅生活訓練事業を実施し、地域移行の促進を図った。 

地域で暮らす退所者の方には、通所によって食事や製袋作業等の日中活動を提供・

支援する事業、施設職員が自宅へ訪問し、相談や通院同行等の支援を行う訪問事業を

実施している。多くの利用者は精神障害に至る背景として家庭や経済的困窮などの

諸問題を抱えているため、生活意欲の向上と権利擁護を重点とした支援に努めてい

る。 

一方、施設は昭和 55 年に改築され、これまで平成 5 年度、平成 12 年度、平成 18

年度、平成 25 年度と 4 度の大規模修繕工事が行われてきたが、建築後既に 45 年以

上が経過し、老朽化が進み、一部において耐震工事が必要であり、建物の修繕は喫緊

の課題である。 

震災への対策また老朽化した施設設備の整備は急務であることから、大規模修繕

事業として令和 8 年度施工に向けて準備に取り組んでいる。 

 

【令和７年度重点目標にかかる進捗状況】 

 ・入所稼働率 100％の確保 

令和 7 年度において 100％を達成した。 

 ・施設設備の整備推進 

社会福祉施設等施設整備費補助協議書を東京都へ提出し協議を進めた。 

 ・生活困窮者一時保護事業の需要喚起 

小平市、東大和市社会福祉協議会との更なる連携に努めた結果、令和 7年度は 

4 件（5名）を受け入れた。 



２ 人員配置                          （単位：名） 

※ 障害者雇用を活用した清掃員として非常勤職員 3 名（常勤換算 1.3 名）を配置している。 

 

 

 

 

 

 

 

職 種 

配
置
基
準
䥹
国
等
䥺 

配
置
基
準
䥹
加
算
分
䥺 

 

配
置
基
準 

小
計
䥹
①
䥺 

 

基
準
超
過
分
䥹
②
䥺 

 

配
置
基
準
計
䥹
定
員
数
䥺 

 
 

 
 

 
 

 
 

䥹
①+

②
䥺
Ａ 

令和 8 年 3 月 31 日現在人員配置状況 
配
置
基
準
計
䥹
定
員
数
䥺
と
の
差 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｂ‐

Ａ 

正
規
職
員
䥹
③
䥺 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
Ｂ 

施 設 長   1.0  1.0  1.0 1.0  
 

 1.0 0.0 

事 務 職 員 2.0  2.0 2.0 4.0 3.0 1.0 1.9  4.9 0.9 

指  導  員 2.0 2.0 4.0  4.0 4.0  
 

 4.0 0.0 

精 神 保 健 

福 祉 士 
 2.0 2.0  2.0 2.0  

 
 2.0 0.0 

介 護 職 員 37.0 2.8 39.8  39.8 34.0 7.0 7.5  41.5 1.7 

看 護 職 員 3.0  3.0  3.0 3.0    3.0 0.0 

介 助 員 1.0  1.0  1.0      ▲1.0 

栄 養 士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

医 師 0.2  0.2  0.2  3.0 0.3  0.3 0.1 

臨床心理士    0.4 0.4  1.0 0.4  0.4 0.0 

清 掃 員     0.0  4.0 2.2  2.2 2.2 

合 計 47.2 6.8 54.0 2.4 56.4 48.0 16.0 12.3 0.0 60.3 3.9 



３ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

入 所 195 名 195 名 195.7 名 100.4％ 100.4％ 

通 所 40 名 28 名 28.5 名 101.8％ 71.3％ 

訪 問 40 名 28 名 28.5 名 101.8％ 71.3％ 

ショート 5 名 -名 -名 -％ -％ 

居宅訓練 5 名 5 名 5.0 名 100.0％ 100.0％ 

 

４ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 810,145 811,950 841,849 848,234 100.7％ 

前期末支払資

金取崩額 
35,000 35,000 35,000 35,000  

支 出 807,242 767,466 762,054 836,961 109.8％ 

収支差額 37,903 78,484 114,795 46,273 ― 

 

（１）収入の主な増減 

   特別管理費認定による措置費事務費収入の増加。 

       

（２）支出の主な増減 

   育児休業 2名による人件費支出の減少。 

   食材高騰による給食費支出の増加。 

   給食委託費増加及び配薬方法変更による業務委託費支出の増。 

    

 

 

 

 

 

 

 



※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 53.8％ 52.2％ 52.0％ 48.4％ 46.1％ 

金 額 408,964 389,557 399,182 390,567 389,696 

対前年度 

増減額 
  ▲4,339 ▲19,407 9,625 ▲8,615 ▲871 

 

５ 収支の安定確保の取り組み 

（１）稼働率の確保や加算の見込み 

入所稼働率は 100.4%であり、令和 7 年度の目標である 100％達成した。一方、

居宅生活訓練事業は定員 5 名の確保、保護施設通所事業は 2 名の新規利用者増を

達成した。 

   

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

施設管理・運営事務費等経常的・定型的な経費について極力削減を図った。 

   また、30 万円以上の物品購入等については複数の見積りを徴し、100 万円以上

の購入等については、法人本部が主体となって一般競争入札を行うとともに、食

事サービス、リース物件については法人で一括契約するなど支出の適正化に努め

た。 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）福祉サービス第三者評価の受審 

   毎年度受審している福祉サービス第三者評価を令和 7 年度も実施した。利用者

への聞き取り調査を含め、サービスの質の向上への取り組みや権利擁護、安全・安

心確保への対応について、外部機関による評価を受けて、評価結果の改善すべき

点を計画的に取り組み、施設全体で見直しを図った。 

 

（２）日中活動の充実 

   あかつきでは、やりがいや、生きがいを大切にしながら、多くの利用者が参加で

きるよう日中活動を計画的に実施した。 

   具体的には、製袋作業活動に力を入れており、就労訓練や就労体験の場を提供

している。 

   また、楽しく手足や全身を動かす運動を行い、入所利用者の介護予防に繋がる

活動の充実を図った。 



（３）入所利用者のニーズに基づいたサービスの提供 

   入所利用者の地域生活への移行を継続して支援している。居宅生活訓練事業で

は、近隣アパート 5室（定員 5名）での最長 2年間の日常生活訓練（食事、洗濯、

掃除、金銭・服薬管理等）及び社会生活訓練（公共交通機関の利用、通院、行政機

関への申請、買物、対人関係調整等）を通した地域生活移行への事前体験を行い、

単身で自立生活ができるよう訓練を実施した。 

   また、地域で暮らす退所者に対しては、通所事業や一時入所事業を実施し、地域

の関係機関と連携して生活の安定と定着のための支援を行った。 

 

（４）地域連携と地域貢献 

   近隣地域の生活困窮者への支援を行った。地域の関係機関・団体及び法人内の 

在宅部門（地域包括支援センター、訪問看護・介護事業所等）と情報を共有して 

生活支援や同行支援を実施するなど、地域福祉への貢献に努めた。 

 

（５）災害時対策の取り組み 

   総合的な災害時の対策は、施設や法人の防災管理委員会において検討するほか、

令和 7 年 12 月には小平消防署や東小川橋地区防災対策連合会と協働して、避難訓

練等の秋季総合防災訓練に参加している。 

   施設内では、令和 7 年度は毎月 1回、災害を想定した実地訓練を行った。 

 

（６）住環境等の整備 

   建物及び設備の設置から 45 年が経過し、利用者の安全・安心を担保するための

計画的な住環境の整備を図っているが、令和 8 年度は安全維持の観点から、車両

整備費補助事業等を活用し、利用者サービスに使用する公用車の入れ替えを検討

している。 

 

（７）感染症対策 

   あかつきにおける新型コロナウイルス感染症にかかる感染対策については、令 

和 5年度の感染症法の位置づけ変更後も感染対策の徹底を継続している。令和 7 

年度も施設の職員や利用者に感染者が若干名発生したが、法人感染症防止対策 

委員会や保健所との連携により、感染の拡大を防止することが出来た。これらの 

ことから新型コロナウイルス感染症を含む感染症防止のための取り組みを、利用 

者の生活を継続する観点から、今後も一層推進することとしている。具体的には 

ウイルスを持ち込まない・拡げない・持ち出さないことを念頭に置き、職員間の 

距離の確保、全職員のマスクの着用、手洗いなどの手指消毒、職場の換気励行、 

複数人が触れる箇所の消毒、発熱等の症状が見られる職員の出勤自粛、職員の移 



動を減らすためのオンライン会議の活用等の基本的対策を行っている。また、事 

業継続計画に基づいた職員の配置や行動基準を策定し運用した。これらの十分な 

感染症対策を前提として、利用者に対して必要な支援を継続的に提供した。 

 

７ 人材育成 

（１）職員面接と事前調査の実施 

   利用者への合理的配慮や権利擁護のチェック及び業務の振り返りなど、毎年度

実施している職員との面接を計画的に実施することにより、業務の課題や次年度 

の研修希望等の聞き取りを行い、課題抽出と人材育成に取り組んだ。 

 

（２）国家資格等取得の奨励 

   福祉職としての人権意識や専門的知識と技術がこれまで以上に求められている

ことから、勤務等に配慮しつつ、国家資格等取得奨励金制度等を活用した社会福

祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の国家資格取得を奨励してきた。 

  令和 7 年度においては社会福祉士（1 名）、精神保健福祉士（1 名）を取得した。 

 

（３）研修計画 

   全国救護施設協議会、関東地区救護施設協議会、東京都社会福祉協議会等の外

部研修、法人研修での階層別及び専門研修への参加、施設内サービス研究会で実

施する研修等を通して、救護施設の課題を検討するとともに職員の資質向上を目

指した取り組みを図った。 

  

ア 施設内研修への参加状況   

・統合失調症の理解                         32 名        

・気分障害「双極性障害とうつ病」                   27 名 

・防災業務継続（ＢＣＰ）研修                      24 名 

・感染対策（ＢＣＰ）研修「吐物処理」                                57 名 

・感染対策（ＢＣＰ）研修「初動対応」                   57 名 

   

イ 法人内研修への参加状況 

・コアスタッフ養成コース 3 名 

・マネージャースキルアップコース                      1 名 

・課長研修                                6 名 

・実践研究研修                             3 名 

・看護職員 e-ラーニング                         3 名 

・4、10、11 年目研修                         5 名 

・権利擁護研修                           59 名 



・感染症防止対策研修                        59 名 

 

ウ 外部研修会への参加状況   

・関東地区救護施設協議会研究協議会                   4 名 

・全国救護施設研究協議大会                      4 名 

・関東地区救護施設協議会職員研修会                  3 名 

・関東地区救護施設協議会施設長研修会                 2 名 

  ・精神保健福祉基礎研修（多摩総合精神保健福祉センター）        4 名 

  ・接遇マナー研修（東京都社会福祉協議会）               2 名 

  ・リスクマネジメント研修（東京都社会福祉協議会）           2 名 

  ・社会福祉法人会計研修（東京都社会福祉協議会）            2 名 

  ・コーチング研修（東京都社会福祉協議会）               3 名 

  ・アンガーマネジメント研修（東京都社会福祉協議会）          1 名 

  ・福祉現場における会議ファシリテーション研修（東京都社会福祉協議会） 4 名 

  ・財務マネジメント研修（東京都社会福祉協議会）            1 名 

  ・人事管理研修（東京都社会福祉協議会）                2 名 

  ・暴力から患者・看護師を守るケア技術研修（東京都看護協会）      1 名 

  ・引きこもり支援研修（多摩総合精神保健センター）           1 名 

  ・苦情解決担当者研修（東京都社会福祉協議会）             2 名 

  ・ハラスメント防止研修（東京都社会福祉協議会）            10 名 

  ・メンタルヘルス研修（東京都社会福祉協議会）             16 名 

  ・働きやすい職場づくり研修（東京都社会福祉協議会）          2 名 

  ・アウトリーチ支援者研修（東京都社会福祉協議会）           1 名 

  ・自殺対策の基礎知識（多摩総合精神保健福祉センター）         1 名 

  ・ＯＪＴ・仕事の教え方研修（東京都社会福祉協議会）          4 名 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）サービスの適正化 

   利用者、家族、職員等からの苦情等は発生しなかった。今後、苦情が発生した場

合は苦情等解決規程に基づき速やかに解決を図っていく。また、権利擁護につい

ては、サービス提供の基本であることを組織全体に周知徹底し、法令を遵守した

サービスを行った。 

 

（２）オンブズパーソンの活用 

   施設オンブズパーソンとして令和 7年度も 3名（弁護士、大学教授、社会福祉

士）の方に、利用者相談や利用者サービス適正化への助言を依頼した。 



（３）利用者虐待の防止 

   「障害者の虐待防止と対応の手引き」をもとに、利用者の人権擁護、虐待防 

止を啓発する研修に職員を参加させるとともに、令和 7年度も虐待の芽チェッ 

クリスト（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護支援センター作成）によるチェ 

ックを実施して、虐待防止に対する意識レベルの測定、職員相互の意識向上に 

努めた。 

 

９ 修繕計画等 

（１）大規模修繕計画の推進 

   救護施設あかつきは、昭和 55 年に改築され、これまで平成 5 年度、平成 12 年

度、平成 18 年度、平成 25 年度と 4 度の大規模修繕工事が行われてきたが、建築

後既に 45 年以上が経過し、老朽化が進み、一部において耐震工事が必要であり、

建物の改善を進める必要がある。このため、令和 8 年度大規模修繕事業として東

京都に補助申請を行っている。 

 

（２）今後 5 年間の施設の整備・補修・機器等の購入 

   施設整備については、入所者の生活に支障をきたすような緊急性の高い修繕を

優先に行った。令和７年度は給湯設備の補修、大浴場の修繕を行った。 



【５】特別養護老人ホーム やすらぎの園 

 

１ 施設の運営総括 

やすらぎの園は、入所・通所事業を通じて介護を要する高齢者の尊厳を守り、安全

に配慮しながら、残存機能を活かした日常生活動作の維持・向上を図り、利用者がい

きいきと楽しく生活が送れるよう家族の同意のもと生活支援を行っている。 

地域密着型ユニット（10床×2ユニット）は、ユニットケアの特性を活かし、入所者そ

れぞれの生活を尊重した支援を行うとともに、四季折々の行事催事等を通して交流や親

睦を深め、自立した日常生活の継続を支援している。 

一般通所介護事業「デイサービスやすらぎ」では、地域高齢者の在宅生活の維持と充実

を目的に、居宅介護支援事業所等の関連介護事業所とサービス担当者会議を通して情報

共有を行い、利用者の希望を反映したサービスの提供と質の向上に努めてきた。  

 

【令和 7年度重点目標にかかる報告】 

令和 7 年度は、施設運営の安定化とサービスの質の向上を図るため、以下の事項に

重点的に取り組んだ。 

（１）目標稼働率の確保・達成 

   入退所の適切な調整を行うとともに、特養及びショートステイのベッドコント 

ロールを強化した。また、居宅介護支援事業所や医療機関等の関係機関との連携 

を密にし、新規利用者の受け入れ促進に努めた。あわせて、空床発生時には速やか 

な情報共有を行い、迅速な入所調整を実施することで稼働率の安定化を図った。 

 

（２）入院・退所に伴う空床期間の短縮 

   入院や退所に伴う空床期間の短縮を図るため、退所前からの情報共有と事前調 

整を強化し、待機者の状況把握と入所の優先順位を明確化した。これにより、空床 

期間の最小化と効率的なベッド運用に取り組むことができた。 

 

（３）個別ニーズに対応したケアプランの充実 

 利用者一人ひとりの生活歴や心身状況、希望等を踏まえたアセスメントの充実 

を図った。また、個別性を重視したケアプランの作成及び定期的な見直しを実施 

したことにより、利用者のニーズに即したサービスの質の向上に努めた。 

 

（４）職員育成の強化と専門性の向上 

   目標面接制度の活用及びクリニカルラダーの導入、各種研修への参加促進を通 

じて、職員の段階的育成と専門性の向上を図った。特に OJT や評価者研修による 

現場における実践力の向上については、サービスの均質化という意味では不十分 

であり、次年度に向けて体制の構築が必要である。 



２ 人員配置                           （単位：名） 
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令和 8年 3月 31 日現在人員配置 
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施 設 長 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

医 師 0.2  0.2  0.2  1.0 0.2  0.2 0.0 

栄 養 士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

事 務 員    3.0 3.0 2.0 3.0 0.9  3.4 0.4 

相 談 員 2.0  2.0  2.0 1.7    1.7 ▲0.3 

計 4.2 0.0 4.2 3.0 7.2 5.7 4.0 1.6 0.0 7.3 0.1 

従 

来 

型 

看 護 師 4.5  4.5  4.5 3.8 1.0 0.0  3.8 ▲0.7 

P T / O T 1.2  1.2  1.2 1.2    1.2 0.0 

介護職員 37.0 2.0 39.0 2.0 41.0 26.0 14.0 10.2  36.2 ▲4.8 

ケアマネ 2.0  2.0  2.0 1.2    1.2 ▲0.8 

計 44.7 2.0 46.7 2.0 48.7 32.2 15.0 10.2 0.0 42.4 ▲6.3 

ユ

ニ

䣹

ト

型 

看 護 師 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

P T / O T 0.2  0.2  0.2     0.0 ▲0.2 

介護職員 7.0  7.0  7.0 4.8 7.0 3.7  8.5 1.5 

ケアマネ 1.0  1.0  1.0 0.2    0.2 ▲0.8 

計 9.2 0.0 9.2 0.0 9.2 6.0 7.0 3.7 0.0 9.7 0.5 

デ

イ

サ

䤀

ビ

ス 

相 談 員 1.0  1.0  1.0 0.1 2.0 1.4  1.5 0.5 

看 護 師 1.0  1.0  1.0  2.0 1.4  1.4 0.4 

介護職員 3.0  3.0  3.0 0.0 8.0 4.0  4.0 1.0 

運 転 手       3.0 1.7  1.7 1.7 

P T / O T 0.2  0.2  0.2  1.0 0.0  0.0 ▲0.2 

計 5.2 0.0 5.2 0.0 5.2 0.1 16.0 8.5 0.0 8.6 3.4 

合 計 63.3 2.0 65.3 5.0 70.3 44.0 42.0 24.0 0.0 68.0 ▲2.3 



３ 利用人員（月平均）                （単位：名）                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

４ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和 6年度 

決算額 

令和 7年度 

当初予算額 

令和 7年度 

第2次補正後 

予算額 

令和 7年度決

算額 
執行率 

収  入 744,362 750,285 755,690 748,121 99.4％ 

支  出 731,907 748,770 753,236 744,407 98.8％ 

収支差額 12,455 1,515 2,454 3,714 ― 

 

（１）収入の主な増減 

・従来型入所の稼働率上昇に伴う介護報酬収入の増 2,061 千円 

・通所の稼働率減少に伴う介護報酬収入の減 ▲7,042 千円 

・食費料金改定等に伴う収入の増 3,959 千円 

・新型ウイルス感染症関連補助金終了による収入の減 ▲5,805 千円 

・防犯カメラ一式等のために積立金を取り崩したことによる収入の増 7,878 千円 

 

（２）支出の主な増減 

・正規非常勤職員減少や派遣職員の減少のため支出の減 ▲1,242 千円 

・給食委委託費等改定による支出の増 6,871 千円 

・停電による厨房除害設備故障に伴う汚泥引きによる支出の増 1,763 千円 

・防犯カメラ一式整備による支出の増 6,573 千円 

・防犯カメラやパソコン整備に伴う保守料の支出の増 1,705 千円 

 

 

 

 

 

 

定員 

 

(A) 

令和 7年度 

事業計画 

(B) 

令和 7年度 

実績 

(C) 

達成率 

(C)÷(B) 

稼働率 

(C)÷(A) 

入 所 116 名 113.6 112.4 98.9％ 96.8％ 

ユニット 20 名 20.0 19.5 97.5％ 97.5％ 

ショート 4 名 3.6 3.2 88.8％ 80.0％ 

通 所 25 名 25.0 22.5  90.0％ 90.0％ 



※人件費の状況  

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

人件費率 63.8％ 59.6％ 59.4％ 56.2％ 56.5% 

金  額 443,260 419,372 416,994 411,746 410,504 

対前年度 

増減額 
2,656 ▲23,888 ▲2,378 ▲5,248 ▲1,242 

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率の確保や加算取得の見込み 

ア 入所 

    入所については、待機者の確保を目的に、法人内の病院や介護老人保健施設 

との連携を強化するとともに、居宅介護支援事業所や医療機関等への営業活動 

を実施した。その結果、新規申込者数は 122 名（前年度 149 名）となった。一方 

で、3 月末時点の待機者数は 68 名（前年度 107 名）と大幅に減少した。また、 

長期入院による退所者が年々増加していることから、医療連携室との連携強化 

を図り、空床期間の短縮に努めた。 

稼働率については、従来型定員 116 名に対し平均 112.4 名（96.8％）、ユニッ 

トは 20 名に対し 19.5 名（97.5％）となり、目標達成には至らなかった。退所 

から新規入所までの期間を 10 日以内に短縮することを目標に、組織内の迅速な 

報告・連絡・相談体制の強化を図り、稼働率の維持・向上に取り組んだ。 

入院については、令和 7年度の入院者数は 61 名（前年度 63 名）であり、大 

きな変動は見られなかった。上半期における入院理由は肺炎が最も多く、全体の 

55.5％を占めていたが、年間では 61 名中 24 名（39.3％）と減少した。肺炎の発 

生リスクを低減することは、利用者の QOL 向上のみならず、介護経営の安定化や 

収益拡大にも寄与する。今後も歯科医師および歯科衛生士の指導のもと、口腔ケ 

アの徹底や口腔機能評価の実施、安全な食事環境および介助方法の検討を行い、 

組織的に誤嚥性肺炎の予防に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 7 年度 入所・退所及び入院状況      （単位：人） 

入所  51 退所 54 入院 61 

令和 6年度入所 52 令和 6 年度退所  51 令和6年度入院 63 

（入所経路） 

・介護老人保健施設 

・病院 

・在宅 

・有料老人ホーム 

 

 

24 

22 

2 

3 

 

（退所経路） 

・南台病院長期入院 

・入院後の死亡退所 

・施設で看取り介護 

・介護老人保健施設 

・有料老人ホーム 

 

27 

15 

10 

1 

1 

1 

（入院先） 

・南台病院 

・東大和病院 

・むさしの病院 

・災害医療センター 

・一橋病院 

・その他 

 

49 

5 

3 

1 

1 

2 

 

イ ショートステイ 

ショートステイについては、稼働率 80.0％にとどまり目標達成には至らなか 

った。空床の有効活用が十分でないことが課題となった。今後は、入所稼働率の 

向上に伴い、さらに空床の流動化が進むことが予測されることから、迅速に受 

入可能な利用者の確保が重要な課題である。このため、関係機関との連携を強 

化し、即時利用が可能な待機者の確保に努めるとともに、入退所調整の迅速化 

を図り、引き続き空床期間の最小化に取り組んでいく。 

 

ウ デイサービス 

デイサービスにおける一日平均利用者数は 22.5 名、稼働率は 90.0％にとどま 

り、目標達成には至らなかった。その要因として、利用者の体調悪化による入院 

や在宅介護困難に伴う施設入所への移行により、利用中止が発生した。また、4 

月の人事異動後の人員体制の調整が必要となり、特養・デイサービス間で施設 

内人事異動を行った影響もあり、デイサービスにおける相談窓口機能が十分発 

揮できない状況となり、地域関係機関との連携維持や新規相談対応に影響がみ 

られた。さらに、リハビリ特化型デイサービス等の競合施設が増加し、利用者の 

選択肢が広がっていることも、利用者数減少の一因となった。 

9 月より高齢者向けコンテンツを多数搭載した端末を導入し、レクリエーショ 

ンや機能訓練の充実を図った。今後も継続して利用者の満足度向上と人員体制 

の適正化や運営体制の効率化を進めていく。 

 

エ 生産性向上推進体制加算の取得 

働きやすい職場環境の整備を目的として、生産性向上に資する各種取り組み 

を実施した。具体的には、利用者の安全確保、介護サービスの質の維持・向上及 

び職員の負担軽減等について検討する「生産性向上委員会」を令和 7年 4月に 

設置した。当該委員会における検討及び取り組みを踏まえ、令和 8年 1月より 



生産性向上推進体制加算の算定を開始した。今後も、介護職員の負担軽減及び 

職場環境の改善に向け、継続的に取り組んでいく。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

経費節減に向けた方策については、生産性向上推進体制委員会において情報共 

有を図り、具体的な節減策の検討を行っている。また、物価高騰への対応として、 

東京都および小平市の補助金を活用するとともに、機器設備のリース契約の見直 

し等について法人本部と連携し、保守契約の適正化を含めた経費縮減に努めた。 

 

（３）課題と改善策 

ア 入所者預り金の廃止に向けて 

令和 7 年 3 月に実施された東京都による実地検査指導において、入所者預り 

金の取扱いについては、対象者を必要最小限とするよう口頭指導を受けた。当 

該指導を踏まえ、施設における出納事務の適正化及び効率化、並びに入所者及 

びその家族の負担軽減を図る観点から、利用者預り金の廃止に向けた対応を実 

施した。 

具体的には、支払方法を口座振替へ移行するため、令和 7年 9月に家族会を 

開催し、制度見直しの趣旨及び内容について説明を行い、関係者の理解及び同 

意を得た。その後、所要の手続きを経て、同年 12 月をもって預り金制度を廃止 

し、口座振替による支払への移行を開始した。今後においても、取組の円滑な運 

用に努めるとともに、適正な事務処理の確保を図っていく。 

 

イ 「看取り介護」学習会の開催 

令和 7 年 9 月に開催した家族会において、当該年度の運営方針について説明 

を行った後、やすらぎの園における看取り介護の取組について、入所者家族（18 

名）を対象とした学習会を実施した。学習会においては、看取り介護の基本的な 

考え方及び施設における具体的な対応内容について説明を行うとともに、厚生 

労働省が推奨する ACP（人生会議）についても取り上げた。 

ACP とは、人生の最終段階において大切にしたい価値観や、受けたい医療・ケ 

アに関する希望について、家族及び医療・介護関係者と事前に話し合い、その内 

容を記録し、共有・更新していく取組であることについて説明し、理解の促進を 

図った。今後においても、入所者及び家族の意向を尊重した適切なケアの提供 

に資するよう、継続的な情報提供及び理解促進に努めていく。 

 

ウ 介護職員人材確保に向けて 

職員体制については多くの課題が顕在化した。特に採用活動において、従来の 

   求人媒体による効果が低下しており、介護職員の確保が非常に困難な状況であ 



る。その結果、派遣人材に依存せざるを得ず、結果として人件費が増加してい 

る。また、やすらぎの園において各種加算の取得や科学的介護の推進に伴い、専 

門的な介護の知識・技術を有する人材の確保がこれまで以上に重要となってい 

る。今後は、法人本部総務局と連携を図りながら、専門性を有する人材の確保取 

り組み、安定した運営体制の構築と収支の改善につなげていく。 

 

６ 利用者の安心・安全確保とサービスの向上 

（１）安心・安全な環境づくり 

  ア 事故防止・リスクマネジメント 

事故防止対策委員会において事故発生原因の分析及び再発防止策の検討を行 

い、現場へのフィードバックにより再発防止の徹底を図った。また、転倒等の介 

護事故防止に関する研修の継続実施及び危険予知トレーニングを実施により職 

員のリスクマネジメント能力向上と安全・安心なサービス提供に努めた。 

 

 イ 感染症対策 

    法人の感染症防止対策委員会と連携し、施設内においても委員会を開催し、

標準予防策の徹底等により感染予防に努めた。しかし、新型コロナウイルス感

染症の発生、疥癬が複数回発生及びインフルエンザ感染症の集団発生があった

ため、保健所の指導のもと対策の見直しを実施した。その結果、疥癬の再発は認

められていない。また、BCP に基づく研修及び訓練を実施し、発生時対応体制の

整備と対応力の強化を図った。 

 

  ウ 苦情対応 

    施設内苦情等解決委員会を開催し、利用者及び家族からの苦情に対し迅速かつ適

切な対応を図った。また、情報共有の徹底により再発防止及びサービスの改善に努

めた。 

 

  エ 食事サービスの充実 

    利用者の身体状況や食事に対する嗜好に配慮し、安全・安心な食事の提供に努

めた。旬の食材や行事食、郷土料理を取り入れることにより季節を感じ、食べる

ことが楽しいと思える食事を提供した。 

 

  オ 行事・地域交流 

    納涼祭や敬老会等の行事を実施し、職員の創意工夫により内容の充実を図り、

納涼祭では盆踊りやよさこい、敬老会では表彰及び演奏会を実施した。また、法

人で初めて参加した小平つながりフェスでは、地域のつながりの大切さを実感

した。 



（２）個別ニーズに対応したケアプランの充実 

   個別ニーズに対応したケアプランの充実を図るため、利用者のニーズや家族の 

意向を尊重し、施設サービス計画へ反映するとともに、一人ひとりの状態や生活 

スタイルに応じた個別ケアを実施した。具体的には、入浴・排泄・食事等の日常生 

活場面においてきめ細やかな支援を行い、安心して生活できる環境づくりに努め 

た。さらに、「その人らしい生活」の実現を重視し、認知症に関する研修への参加 

や施設内での事例検討を通じて理解を深め、対応力の向上を図ることで認知症ケ 

アの充実につなげた。 

また、協力医療機関と連携し、疾病の予防および早期発見・早期対応に取り組 

むとともに、利用者が穏やかな最期を迎えられるよう、本人及び家族と十分に話 

し合い、意思決定を尊重した看取りケアを実施した。そのため、職員に対する教育 

や振り返りを通じて共通認識の醸成と対応力の向上を図った。 

身体機能の維持・向上を目的として、機能訓練士と介護職員が連携し、個別機能 

訓練計画に基づいた日常生活動作訓練を実施した。 

 

（３）第三者評価事業の受審 

   毎年受審している福祉サービス第三者評価事業を令和７年度も実施した。評価機関

に委託し、実施計画書に基づいて施設利用者への聴き取りや職員アンケート等を行い、

サービスの質の向上及び現状の再確認、改善を図った。 

 

７ 人材育成 

施設内研修委員会は法人研修委員会と連携を図り、看取りや感染症対策、高齢者 

虐待防止、身体拘束等、介護施設に求められる専門性の高い研修を実施した。外部研修

については、オンライン研修や視聴研修に加え対面研修にも参加しており、多くの知

識・技術及び実践力を主体的に習得できるよう努めた。 

（１）施設内研修の状況 

・介護の基本(2 回)                       95 名 

・緊急時の対応                55 名 

・感染症防止対策/食中毒研修         61 名 

・看取りケア                61 名 

・介護事故予防研修（2回）         57 名 

・褥瘡予防対策・ポジショニング研修      64 名 

・認知症ケア研修                       41 名 

・排泄ケア                            34 名 

・高齢者虐待防止研修/身体拘束研修（2回） 68 名 

・BCP 研修、訓練（災害 2回）       58 名 

・BCP 研修、訓練（感染症 2回）            53 名 



（２）法人内研修への参加状況 

（職階別研修） 

・新任研修                 3 名 

・勤続 4年目研修                          1 名 

・10 年 11 年目研修                        2 名 

・係長研修                 4 名 

・課長研修                                6 名 

  ・階層別オンライン研修                    3 名 

・看護職員 e-ラーニング                    4 名 

 

（専門研修） 

・実践研究研修               4 名 

・権利擁護研修               44 名 

・法令遵守研修               39 名 

・感染症防止対策研修           64 名 

・施設間交流研修             2 名 

 

（３）外部研修への参加状況 

・アドミニストレーター研修        5 名 

・アンガーマネジメント研修               1 名 

・会議ファシリテーション         1 名 

・看護職員のための情報交流会            1 名 

・東京都認知症介護実践者研修          1 名 

・生産性向上セミナー                     1 名 

・生活相談員研修会「誤嚥性肺炎予防 

のための多職種協働の取り組み」     1 名 

  ・サービスマナー研修           2 名 

  ・感染症対策研修                         1 名 

  ・介護職員スキルアップ研修（医療的知識編）2名 

  ・生活相談員研修委員会全体会相談員フェス  1 名 

  ・ユニットリーダー研修             １名 

 

（４）目標管理制度の充実 

職員一人ひとりが個人目標を設定し、主体的に管理することで、組織運営及び組 

  織貢献へ参画意識を高めた。また、育成面談を年に 2回以上実施し、目標設定及び 

達成状況の確認を行い、自己啓発への支援を行った。  

 



（５）介護職員クリニカルラダーの実施 

クリニカルラダーは、個々のキャリア形成過程を可視化し支援することを目的 

に、法人全体で令和6年度より導入を検討し、令和７年度から介護分野で導入した。 

「クリニカル」は実践を、「ラダー」ははしごを意味し、段階ごとの行動目標達成に 

より到達レベルを評価する仕組みであり、自己評価・自己研鑽ツールとして活用し 

ている。 

やすらぎの園では、職員のキャリア形成支援の観点から、指導者の評価スキル向 

上を目的に令和 7年 5月の法人課長研修（評価者研修）に参加し、その後職員へ周 

知を行い、令和 7 年 9 月より運用を開始した。対象は介護職員、ケアマネジャー、 

相談員の正規職員としているが、介護技術チェックシートは非常勤職員にも適用し、 

施設全体でキャリア形成の促進を図った。 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護に係る取組みについて 

更衣、排泄、入浴等の直接ケアにおいては、利用者のプライバシーに配慮し、個人の 

尊厳の保持に努めた。また、すべての介護サービスにおいて人権擁護及び虐待防止の

観点から、虐待防止委員会の開催、指針の整備、研修を実施するとともに「虐待の芽チ

ェックリスト」を活用し、その結果を分析、共有することで課題の把握を行い、虐待の 

早期発見・防止に努めた。 

さらに、身体拘束適正化委員会を毎月開催し、不適切ケアの見直しや身体拘束に依

らない代替支援方法の検討を行った。 

 

９ 施設の取り組み 

 令和 7年度の取り組みを踏まえ、次年度は施設の安定的な運営とサービスの質の向

上を図るため、継続して以下の事項に取り組む。 

 

（１）特養及びショートステイの定員見直しや業務体制の再構築については、引き続 

き検討を進めており、次年度はより具体的な検討を強化し稼働率の向上と効率的 

な運営を目指す。あわせて職員配置や業務分担の適正化を図り、働きやすい職場 

環境の整備を進める。 

 

（２）稼働率低下による収益減少、光熱費・ガス料金の高騰、人件費の上昇、物価高騰、 

施設整備費（H24～リニューアル後 13 年経過）等、多くの課題が山積している。 

こうした状況の中、施設に求められている医療的ケアの対応強化や多様な人材（外 

国人材・障害者雇用等）の活用を推進し、安定したサービス提供体制の構築を目指 

す。 

 



【６】診療施設 南台病院 

 

１ 施設の運営総括 

南台病院は、令和 7 年度の当初の計画として、入院患者数については、1 日平均 110

名を外来患者数では、1 日平均 120 名を目標に設定した。 

入院患者数については 1日平均 96.6 名と目標に 13.4 名届かなかったが、令和 6年度

と比べると 1 日平均 2.0 名増となり、1 人 1 日診療単価も令和 6 年度と比べ 247 円の増

となった。入院収入については、令和 6年度と比べ 43,525 千円の増収となった。 

外来患者数については 1日平均 101.4 名と目標に 18.6 名届かず、令和 6年度より 2.4

名の減となったが、1人 1日診療単価は 26 円増となった。外来収入については、令和 6

年度と比べて、2,735 千円の減収となった。 

保健予防活動については、健診受診者数 4,151 名と令和 6年度より 1,058 名減となっ

たが、生活習慣病予防健診者数 60 名増、特定健診者数 29 名の増、インフルエンザやコ

ロナ、帯状疱疹等の予防接種が増えて、保健予防活動収入としては令和 6年度に比べて、

1,585 千円の増収となった。 

 令和 7 年度における医療事業収入については、「地域医療確保に係る緊急・臨時支援

金」20,451 千円と「高齢者受入体制確保補助金」12,575 千円の合計 33,026 千円も含め、

令和 6年度に比べ、77,371 千円の増収となった。 

 

令和 8年度においては、入院患者数及び外来患者数の向上のため、地域医療連携室の

職員を中心に急性期病院やクリニック、近隣の施設等への入退院に関する相談等で訪問

し、入院患者数を現状よりもさらに上げていく。さらに検査数を増やしていき診療単価

の向上を図り、収入増に繋がるよう努力していく。また、保健予防活動収入についても、

さらなる増収を図っていく。 

令和 6年 4 月に「第二種協定指定医療機関」の指定を受け、「発熱外来」は令和 5年 8

月 31 日に開設してから継続して開催している。 

 

【令和７年度重点目標にかかる報告】 

・年間病床利用率 90％以上の維持 

令和 7 年度の年間病床利用率は 77.6%であったことから、令和 8 年度においては目

標値に近い利用率になるよう努めていく。 

・入院及び外来患者数の向上のための営業活動（病院・クリニック等への訪問） 

 院長、看護部職員、地域連携室職員を中心に定期的に病院やクリニックへの訪問を

実施している。 

・ホームページの見直し、院内掲示の見直し等を実施し、広報の強化を図っていく。 

 

  



２ 人員配置                                                     （単位：名） 
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医  師 7.0 2.2 9.2  9.2 5.0 19.0 3.7  8.7 ▲ 0.5 

歯 科 医 師  0.4 0.4  0.4  2.0 0.4  0.4 0.0 

事 務 部 長    1.0 1.0  1.0 1.0  1.0 0.0 

薬 剤 師 2.0 0.8 2.8  2.8 2.0 1.0 0.5  2.5 ▲ 0.3 

放 射 線 技 師 2.5  2.5  2.5 2.0 3.0 0.5  2.5 0.0 

検 査 技 師 3.8  3.8  3.8 3.0 4.0 1.2  4.2 0.4 

管 理 栄 養 士 1.0 1.0 2.0  2.0 2.0 0.0 0.0  2.0 0.0 

理 学 療 法 士  

 

3.0 

3.0 

3.0 

3.0 

 

 

3.0 

3.0 

3.0 0.0 0.0  3.0 0.0 

0.0 作 業 療 法 士 3.0 0.0 0.0  3.0 

看 護 部 長   0.0 1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

看 護 師 

(外来・病棟) 
38.0 11.0 49.0  49.0 35.0 24.0 16.0 0.8 51.8 2.8 

看 護 師 

(医療相談室) 
 1.0 1.0  1.0 1.0 0.0 0.0  1.0 0.0 

看 護 師 

(健康管理室) 
 1.6 1.6  1.6 0.0 2.0 1.7  1.7 0.1 

介 護 職 員 22.0 5.0 27.0  27.0 18.0 4.0 2.7 1.7 22.4 ▲ 4.6 

歯 科 衛 生 士  0.4 0.4  0.4  1.0 0.2  0.2 ▲ 0.2 

社 会 福 祉 士  3.0 3.0  3.0 3.0 0.0 0.0  3.0 0.0 

事 務 職 

( 総 務 課 ) 
  0.0 4.0 4.0 2.0 2.0 1.0  3.0 ▲ 1.0 

事 務 職 

( 医 事 課 ) 
 1.0 1.0 8.0 9.0 3.0 1.0 1.0 2.1 6.1 ▲ 2.9 

事 務 職 

(健康管理室) 
  0.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0  1.0 0.0 

運転手・ｸﾗｰｸ   0.0 0.0 0.0  5.0 2.2  2.2 2.2 

合 計 76.3 33.4 109.7 15.0 124.7 84.0 69.0 32.1 4.6 120.7 ▲ 4.0 



３ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

入 院 122 名 110 名 96.6 名 87.8％ 79.2％ 

外 来 --- 120 名 101.4 名 84.5％ --- 

 

４ 収支状況                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 1,275,025 1,368,093 1,336,287 1,334,820 99.9％ 

支 出 1,295,554 1,364,495 1,335,424 1,322,244 99.0％ 

収支差額 ▲20,529 3,498 863 12,576 ― 

 

（１）収入の主な増減 

   ア 入院診療収入      43,525 千円 

   イ 室料差額収入        2,771 千円 

   ウ 外来診療収入      ▲ 2,735 千円 

   エ 保健予防活動収入       1,585 千円 

   オ 補助金事業収入    21,737 千円 

   カ 受託事業収入     9,297 千円 

（２）支出の主な増減 

   ア 人件費支出      5,925 千円 

   イ 給食費支出      2,063 千円 

ウ 医薬品費          4,481 千円 

   エ 診療材料費       ▲ 1,514 千円 

   オ 水道光熱費支出      ▲ 1,968 千円 

   カ 業務委託費         6,903 千円 

   キ 手数料支出      ▲ 2,250 千円 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 67.3％ 72.0％ 72.6％ 75.1％ 71.1％ 

金 額 856,116 855,428 875,773 867,007 872,932 

対前年度 

増減額 
― ▲688 20,345 ▲8,766 5,925 



５ 収支の安定確保 

（１）広報活動の強化 

   平成 28 年 6 月から広報紙｢みなみかぜ｣を毎月発行し、これまで 113 回発行した。

法人内施設、小平市公共施設、近隣町内会掲示板、近隣マンション掲示板などへの

掲示などを継続して行い、内容についても発熱外来の診療や新型コロナウイルス等

タイムリーな題材をテーマにした掲載に努めた。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   車の使用を出来るだけ減らし燃料費の削減や電気料については、エアコンの温度

設定の調整や使用していない部屋等の電気をこまめに消し、節電による支出の削減

を図った。 

 

（３）診療単価の向上 

   令和 6 年度と比べ入院診療単価は 247 円の増であり、外来診療単価も僅かではあ

るが 26 円の増であった。令和 8 年度においては、病床利用率の向上や検査数の増

等を積極的に実施していくこととしている。 

 

1 人 1日当たりの診療単価の月別推移                             （単位：円） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 半期平均 

A 病棟 一般病棟 25,294 25,337 27,316 25,628 25,314 26032 25,837 

B 病棟 医療療養病棟 18,616 17,705 18,659 18,749 18,593 18,529 18,645 

C 病棟 地域包括ケア 35,166 35,521 35,765 36,010 35,923 36,008 35,739 

入院合計 24,391 24,371 24,856 24,798 24,382 24,715 24,590 

外 来 5,961 5,747 5,736 5,522 5,626 5,563 5,693 

 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 年平均 

A 病棟 一般病棟 27,844 25,867 26,815 26,457 28,075 27,682 26,484 

B 病棟 医療療養病棟 18,462 18,503 18,533 18,350 18,028 18,073 18,494 

C 病棟 地域包括ケア 35,777 36,069 35,804 35,857 36,366 35,724 35,832 

入院合計 25,423 24,427 24,899 24,785 25,725 25,692 24,875 

外 来 6,021 5,786 5,927 6,107 5,863 5,459 5,776 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者の事故防止対策について 

利用者の事故防止対策を徹底するため、最新の事故防止マニュアルを基に一定の

手順による業務遂行に努めるほか、万が一不適切な事例が発生した際には、発生し

た事例の内容により本部に報告し適切な事後の処理を行なうとともに、発生要因や

背景などを分析し、同様な事例が発生しないようマニュアルを改訂するなど適正な

業務の遂行に努めた。 



 

（２）感染対策委員会について 

感染対策委員会の委員による院内巡視を毎月実施し、インフルエンザ発生抑止対

策、各病室に設置している手指消毒液量の確認及び消毒液の使用期限などの点検を

励行するほか、院内衛生委員会の委員による医薬品、有毒化学物質等の適切な保管

管理状況の確認、洗面所やトイレの清掃状況、休憩室や職員仮眠室の整理整頓状況、

院内の廊下や階段部の安全確保状況等について関係職員を帯同させて点検するな

ど、衛生管理向上に必要な指導に努めた。 

（３）患者サービスについて 

外来患者等に対して平成 30 年度から外来受付ロビーに病院概要、検査施行の流

れ、疾病に関する内容・話題などについて利用者が理解しやすいように構成した内

容をモニターで放映しており、令和 7年度も引き続き実施してきた。 

（４）インシデント・アクシデントについて 

令和 7 年度のインシデント・アクシデントレポート件数は 541 件であった。 

 

令和 7 年度において、南台病院で発生したインシデント発生状況 

レベル 0･･･当該行為等が患者様には実施されていないが、実施された場合何らかの被害が生

じたであろうと予測できる事案 

レベル 1･･･当該行為等が患者様に実施されたが、結果的に被害がなかった事案 

レベル 2･･･当該行為等を原因として、患者にバイタルサインに変化が生じ、観察強化や検査

の必要が生じた事案 

レベル 3･･･当該行為等を原因として、患者のバイタルサインに変化が生じ、新たな治療や処

置が必要となった事案 

レベル 4･･･当該行為等を原因とする後遺症が残る可能性が生じた事案 

レベル 5･･･当該行為等が原因となって患者が死亡した事案 

ﾚﾍﾞﾙ 主な内容 件数 

0 

・内服薬の確認作業時に薬が準備されていなかった。 

・薬剤科で輸液と内服薬の誤調剤があった。病棟で患者へ実施前に発覚

したので指示通りの薬剤を払い出してもらった。 

97 件 

1 
・錠剤が床に落ちていた。 

・チューブ類が数センチ抜けていた。自己抜去したが再挿入はなかった。 
215 件 

2 

・患者から職員が暴言・暴力を受けた。 

・点滴自己抜去、バルンカテーテル自己抜去、経鼻チューブの自己抜

去、CV ルートが抜けていた事によりチューブの再挿入が必要になっ

た。 

219 件 

3 

・ポータブルトイレを設置しセンサーマットを使用中の患者。AM4 時頃

音がして訪室し東部と腰部をぶつけた。その時点でセンサーマットは

オフになっていた。レントゲン撮影後左大腿近位骨折の診断で他院へ

手術のため転院した。 

1 件 

5 
・職員が食事介助をしていた。3 口目までは飲み込みが良く 4 口目から

飲み込まなくなり呼吸状態が悪化した。吸引等処置をしたが死亡した。 
1 件 



７ 人材育成 

(１)法人内研修会への参加状況 

・権利擁護研修        (6 月)参加者 154 名 

・感染症対策研修     (11 月)参加者 154 名 

・法令遵守研修     (1 月)参加者 154 名 

 

(２)施設内・外部研修会への参加状況 

 ア 看護部 

・静脈注射研修        (4 月)参加者 60 名 

・環境整備研修     (4 月)参加者 26 名 

・接遇マナー研修     (4 月)参加者 158 名 

・看護職と看護補助者との協働推進の背景研修 (5 月)参加者 59 名 

・入浴のお世話研修    (5 月)参加者 26 名 

・個人情報保護研修    (5 月)参加者 158 名 

・日本感染管理ネットワーク学会   (5 月)参加者 1名 

・看護補助者の位置づけ研修   (6 月)参加者 57 名 

・排泄のお世話研修    (6 月)参加者 27 名 

・感染対策研修     (6 月)参加者 161 名 

・2025 年度全国看護師交流集会   (6 月)参加者 3名 

・看護補助者との協働における看護業務研修 (7 月)参加者 56 名 

・食事のお世話研修       (7 月)参加者 27 名 

・人工呼吸器の使い方研修   (7 月)参加者 57 名 

・医療安全研修     (7 月)参加者 164 名 

・アウトリーチ型支援参加病院 合同研修 (7 月)参加者 4名 

・国際モダンホスピタルショウ   (7 月)参加者 1名 

・2025 年度医療安全管理者養成講座  (7 月)参加者 1名 

・令和 7 年度第 12 医療圏看護管理者連絡会 (7 月)参加者 1名 

・日本環境感染学会総会・学術集会  (7 月)参加者 1名 

・看護補助者との協働における業務実施体制研修 (8 月)参加者 56 名 

・清潔のお世話研修    (8 月)参加者 27 名 

・看護師による看護補助者への指示研修  (9 月)参加者 55 名 

・移動のお世話研修    (9 月)参加者 27 名 

・医療安全研修     (9 月)参加者 155 名 

・看護師認知症対応力向上研修   (9 月)参加者 2名 

・2025 年度「重症度・医療・看護必要度」評価者及び院内指導者研修 

       (9 月)参加者 2名 

・看護補助者への適切な業務指示について研修 (10 月)参加者 55 名 

・診療に係る補助業務研修   (10 月)参加者 27 名 

・認知症対応力向上研修    (10 月)参加者 2名 



・災害支援研修     (10 月)参加者 1名 

・看護必要度研修     (11 月)参加者 47 名 

・第 20 回医療の質・安全学会学術集会  (11 月)参加者 3名 

・アウトリーチ研修    (11 月)参加者 2名 

・目標達成に向けて取り組みの方向性や評価研修 (11 月)参加者 2名 

・褥瘡研修     (12 月)参加者 72 名 

・放射線研修     (12 月)参加者 162 名 

・感染対策強化研修    (12 月)参加者 1名 

・災害研修     (12 月)参加者 1名 

・医療安全研修     (1 月)参加者 156 名 

・薬剤科医薬品安全管理研修   (2 月)参加者 162 名 

  ・認知症研修     (3 月)参加者 152 名 

  ・点滴静脈注射自己確認チェック研修  (3 月)参加者 58 名 

  ・看護研究発表大会    (3 月)参加者 25 名 

  ・防災対策研修     (3 月)参加者 159 名 

  ・KTMS 食事サポーター講座   (3 月)参加者 3名 

  ・北多摩北部病院連携会議   (3 月)参加者 1名 

 

 イ 放射線科 

・第 81 回日本放射線技術学会総会学術大会 (4 月)参加者 1名 

・2025 国際医用画像総合展   (4 月)参加者 1名 

・CT 画質評価 2025（web）   (6 月)参加者１名 

・第 7 回 CT 塾オンラインセミナー（web） (7 月)参加者１名 

・外傷全身 CT 救急 CT 検査のいまを知る（web） (9 月)参加者 2名 

・「Dual energy CT の物理評価を考える」（web） (11 月)参加者 2名 

・第 25 回 Tottori BIRT Meeting 医療現場安全管理（web） 

(1 月)参加者 1名 

  ・腹部領域・心臓領域・血管領域  第 1 回 General Sonographers’ 

セミナー（web）    (2 月)参加者 1名 

  ・救急 CT × STAT 画像所見報告 × 報告体制構築」（web） 

(3 月)参加者 2名  

 

    

 ウ 検査科 

  ・コンプライアンス、感染防止対策研修  (4 月)参加者 1名 

  ・職員像について     (4 月)参加者 1名 

  ・接遇研修     (4 月)参加者 1名 

  ・個人情報の取扱いについて   (5 月)参加者 1名 

  ・生化学について     (5 月)参加者 1名 



  ・AFPL3 分画の有用性    (5 月)参加者 1名 

  ・第 5回臨床一般セミナー   (5 月)参加者 7名 

  ・みなとみらいﾌｫｰﾗﾑ血球鑑定・上皮細胞鑑定 (6 月)参加者 7名 

  ・感染対策研修「疥癬」    (6 月)参加者 7名 

  ・権利擁護研修     (6 月)参加者 1名 

  ・心肺蘇生     (7 月)参加者 7名 

  ・生化学研修     (7 月)参加者 2名 

  ・権利擁護研修     (8 月)参加者 6名 

・日本超音波医学会地方会学術集会  (9 月)参加者 1名 

 ・日本超音波医学会地方会学術集会  (10 月)参加者 1名 

 ・感染症研修     (10 月)参加者 1名 

 ・患者視点から見た不整脈と現状の最前線 (10 月)参加者 2名 

 ・日本超音波医学会地方会学術集会  (11 月)参加者 1名 

  ・超音波スクリーニング研修後援会  (12 月)参加者 1名 

  ・感染対策研修     (12 月)参加者 7名 

  ・一般検査研究班尿沈渣実技講習会  (1 月)参加者 1名 

  ・超音波スクリーニング研修後援会  (1 月)参加者 1名 

  ・法令遵守研修     (2 月)参加者 7名 

  ・抗菌薬の適正使用    (3 月)参加者 7名 

  

エ 食事サービス科 

・キッセイ薬品オンラインセミナー(WEB)   (4 月)参加者 1名 

・第 1 回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB) (5 月)参加者 2名 

「栄養関連情報(届出及び栄養管理報告書作成に当たっての注意事項)」 

・第 6 回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB)  (8 月)参加者 2名 

「食べるを支えるプロフェッショナルへ 

～評価・食事形態・介助方法・リハビリによる嚥下支援～」 

  ・第 8回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB)  (10 月)参加者 2名 

「栄養士・管理栄養士が知っておきたい健康食品のこと」 

・キッセイ薬品オンラインセミナー(WEB)  (10 月)参加者 1名 

   「これからの時期に向けた水分補給 

～体液量のフィジカルアセスメントもできるように～」 

・南台ネットワーク研修(WEB)   (12 月)参加者 2名 

食事介助のスキルアップをして「食べたい」を支えよう！ 

  ・多職種と共に～全国高齢者施設看護師会 (12 月)参加者 1名 

   最後まで食べる 食機能をダメにする、引き出すアプローチ実技セミナー 

・第 11 回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB) (2 月)参加者 2名 

 「フレイル対策につなげる高齢者の栄養ケア」 

  



オ 事務部 

  ・令和 7年度小平在宅医療介護連携推進協議会 (4 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (4 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(福祉財団) (4 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(福祉財団) (5 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (5 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (6 月)参加者 1名 

  ・令和 7年度東社協 MSW 分科会   (6 月)参加者 1名 

  ・MSW 協会 第一ブロック懇談会   (7 月)参加者 2名 

  ・令和 7年度小平在宅医療介護連携推進協議会 (7 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (9 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (10 月)参加者 1名 

  ・医療連携懇談会     (10 月)参加者 1名 

  ・東京都入退院時連携強化研修   (11 月)参加者 2名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (12 月)参加者 1名 

  ・令和 7年度病院対象研修会連絡会  (1 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会(東村山) (1 月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会  (3 月)参加 21 名 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）利用者からの意見や苦情などの申し出については、苦情相談員が窓口となり、意

見や苦情内容、申し出に至った経緯を十分に聴取し、把握した上で苦情解決責任者

に報告するとともに責任者は必要に応じて本部に速やかに報告し、指示を仰ぐなど

迅速な対応に努めてきた。令和 7年度において、苦情相談等はなかった。 

 

（２）虐待の芽チェックリスト（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護支援センター作成）

により利用者への虐待や不適切な対応などに対する職員の意識レベルを年 1回測定

し、その結果をもとに職場内学習会などで利用者に対する適切なサービスを堅守し、

職業倫理意識の一層の醸成に努め、利用者や職員間の虐待、いじめ等の発生を防止

した。 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

  令和 8 年度には、6 月に診療報酬改定があり、新たな取り組みや加算に注視し、随

時対応していく。又、令和４年度にオンライン資格確認システムの導入を実施したこ

とで、令和 8 年度については電子処方箋の導入も検討していく。 



【７】指定就労継続支援Ｂ型事業所 のぞみ作業所 

 

１ 施設の運営総括 

（１）のぞみ作業所 

  のぞみ作業所は、一般就労が困難な障がい者が、自立した日常生活や社会生活

を営むことができるよう就労支援の場を提供するとともに、利用者一人ひとりの

能力に応じた支援を行い、障がい者自らの自己決定が活かされた生活が可能にな

るよう総合的サービスの提供を行った。 

  また、利用者本人の能力と働く意欲を尊重し、作業意欲の向上に結びつくよう

作業工賃の増加につながる取り組みを行った。さらに、利用者の健康管理や対人

関係等、地域の中で生活が送れるよう支援を行った。 

 

（２）グループホームどりーむ・のぞみ 

のぞみ作業所は、グループホームどりーむ・のぞみを設置し、住み慣れた地域

で、障がいのある人が障がいのない人と同じように、地域の中で、自分の生き方

を選択して生活できる場を提供している。 

家庭的な雰囲気の中、少人数で共同生活を行い、一人ひとりのニーズに合った

暮らしを提供し、安心して暮らせるように支援を行った。 

また、利用者へのサービスの質の向上を図るとともに、利用者の保護者との情

報の共有を行い、利用者がそれぞれの生活リズムで落ち着いて暮らせるような環

境づくりに努めた。 

  

【令和 7年度重点目標にかかる報告】 

・平均工賃月額 15,000 円以上 

受注先との連絡調整を図り、受注・納品スケジュールについて、円滑な運営を行っ

た結果、令和７年度１年間（4月～3月）の平均工賃額は 19,073 円であった。 

 ・稼働率 94％以上 

  6 月に新規通所者が 1 名入ったが、6月と 7月に通所者 2名の方が健康面の理由に

より退所となったため、年間稼働率は 88.9%（48.9 名）であった。 

・ 衛生管理の徹底による通所の確保 

感染症防止対策として、3 密回避、利用者・職員の手洗い及びうがいの徹底、利

用者送迎時の車内換気等を行い、感染防止に努めた。また、作業中に発熱、嘔吐

等の体調不良時には保護者へお迎えを依頼し、ご家庭での静養、医療機関への受

診といった対応を行った。 

  



２ のぞみ作業所・グループホームどりーむ・のぞみの利用・収支等の状況 

（１）利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷（Ａ） 

通 所 55 名 55 名 48.9 名 88.9％ 88.9％ 

どりーむ 

 ・のぞみ 
7 名 7 名 6.8 名 97.1％ 97.1％ 

第2どりーむ 

・のぞみ 
6 名 6 名 6.0 名 100.0％ 100.0％ 

 

（２）収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 198,787 199,618 200,484 194,247 96.9％ 

支 出 189,470 196,950 196,603 187,007 95.1％ 

収支差額 9,317 2,668 3,881 7,240 ― 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 60.6％ 58.4％ 56.5％ 57.5％ 58.7％ 

金 額 113,386 108,275 109,092 113,649 113,939 

対前年度 

増減額 
― ▲5,111 817 4,557 290 

 

（参考）のぞみ作業所利用者工賃 

 
令和 6年度 
１年間の実績 

令和 7年度 
１年間の実績 

支 給 延 べ 人 数 677 人 643 人 

年間支給工賃総額 12,686,956 円 12,263,707 円 

1 人当たり 1 か月の工賃 18,740 円 19,073 円 

  



【７－１】指定就労継続支援Ｂ型事業所 のぞみ作業所 

 

１ 人員配置                                                     （単位：名） 

 

２ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷（Ａ） 

通 所 55 名 55 名 48.9 名 88.9％ 88.9％ 
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令和 8年 3月 31 日現在人員配置状況 
配
置
基
準
計
䥹
定
員
数
䥺
と
の
差 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

Ｂ‐

Ａ 

正
規
職
員
䥹
③
䥺 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
Ｂ 

施 設 長 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

サ ー ビ ス 

管理責任者 
1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

目 標 工 賃 

達成指導員 
 1.0 1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

支 援 員 7.3 2.2 9.5  9.5 6.0 3.5 2.7  8.7 ▲0.8 

調 理 員  2.0 2.0  2.0 1.0 2.0 1.0  2.0 0.0 

事 務 員    1.0 1.0     1.0 0.0 

送 迎 員  0.5 0.5  0.5  0.5 0.5  0.5 0.0 

清 掃 員       1.0 0.5  0.5 0.0 

合 計 9.3 5.7 15.0 1.0 16.0 10.0 7.0 4.7 0.0 14.7 ▲1.3 



３ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 153,237 153,178 155,344 148,220 95.4％ 

支 出 152,619 154,511 155,329 150,347 96.8％ 

収支差額 618 ▲1,333 15 ▲2,127 ― 

 

（１）収入の主な増減 

   東京都物価高騰緊急対策補助金による補助金の増      2,269,143 円 

   稼働率低下による給付費収入の減             4,390,000 円 

（２）支出の主な増減 

   非常勤職員（障害者雇用）1名採用による非常勤給与支出増 1,175,000 円 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 67.2％ 65.8％ 61.9％ 61.6％ 63.4％ 

金 額 94,546 90,124 89,453 93,598 93,992 

対前年度 

増減額 
― ▲4,422 ▲671 4,145 394 

 

４ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

利用者の高齢化（平均年齢 42.7 歳）により、作業所への通所率が年々低下して

いることもあり、近隣特別支援学校や相談支援事業所等の各種団体との連携を密に

し、新規利用者の確保に取り組み、6月に 1名、11 月に 1名の方が新たに通所とな

ったが、7月末に健康面等の理由により 2名の方が退所されている。また、目標工

賃達成指導員配置加算、福祉専門職員配置等加算Ⅰの障害福祉サービス等報酬を受

けるため、算定要件に関わる国家資格の取得について職員へ奨励を図り、福祉サー

ビスの質の向上及び障害サービス費の確保に努めた。 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

施設管理経費、運営事務費等の経常経費については、節電・節水の徹底により  

事務経費の節減に努めた。また、原材料費、人件費や物流費といったサービス価格



の上昇を起因とする食材費の高騰により保護者の理解・合意のもと、令和 7年 9月

から利用者の給食費について、１食あたり 400 円から 450 円へ値上げを行った。 

1 泊旅行の参加費についても、貸し切りバスや宿泊費の高騰により、自己負担額

について、昨年度 5,000 円のところ 10,000 円とした。 

（３）課題と改善策 

ア 仕事量の増加と作業の効率化 

   （ア）就労支援事業（製品加工作業、清掃作業、販売活動、資源回収等）の実施

にあたっては、不動産業、地域の商店街、取引業者、行政機関等を対象とし

て受注先の拡大に努めた。 

      また、令和 4 年度からフランスベッド株式会社（小平工場）とレンタル用品

についてのみがき清掃、倉庫内清掃業務等の受託契約を締結し、障がい者が地

域で自立した生活を実現できるよう就労の機会の拡大を図った。 

      さらに、職員間の作業ミーティングを通じて、作業スケジュール（受注・作

業・納品（完了））を明確にし、利用者個々の能力に応じた支援を行った。 

 

     ◆受注金額                        （単位：円） 

作業項目 令和6年度① 令和7年度② 差引（②―①） 

製 品 加 工 作 業    8,688,082 8,292,845        ▲395,237 

清 掃 作 業    4,022,811     3,970,380         ▲52,431 

販 売 活 動      106,368 129,000           22,632 

資 源 回 収 4,224,564   4,344,233          119,669 

計 17,041,825 16,736,458 ▲305,367 

 

   （イ）効率的に作業工賃のアップを図るため、単価の高い作業を受注するととも

に、作業工程で必要な備品（枚数計算機、デジタル計測器等）を整備し、作

業の効率化を図った。 

      作業環境の整備により、利用者の作業時間の短縮、職員の時間外勤務の

抑制にも繋がっている。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者サービス 

   利用者の作業能力の向上を図るため、多種類の作業を提供し、利用者の長所を伸ば

し短所を乗り越えられるような指導を行い、働き甲斐のある就労の場を提供し、一般

就労を目指した支援を行っている。 

利用者の健康管理に関しては、定期的な体重測定、日常の利用者の健康チェックを

推奨した。また、6月には定期健康診断を南台病院で実施した（受診者：48名）。 

さらに、11 月にインフルエンザ予防接種をのぞみ作業所内で実施した（接種利



用者：40 名）。 

（２）利用者の安全・安心確保 

   感染症防止対策として、3密（密閉・密集・密接）を避け、利用者及び職員の手

洗い・うがいを徹底するほか、利用者の送迎時には窓を開ける等の車内の換気、作

業時には利用者同士の距離（ソーシャルディスタンス）に配慮した。また、利用者

のマスク着用については、作業時や集団行動時には引き続きマスク着用を実施し

ている。 

   災害時に関しては、3 日分の非常食（約 250 食）、飲料水（約 300 ㍑）を備蓄す

るとともに、自衛消防訓練として、利用者・職員全員が参加する避難訓練を実施し

た（年間：10 回実施）。 

（３）環境整備 

日頃から作業所内外の美化活動及び整理整頓を行うとともに、施設環境整備の

ため、障がい者雇用枠として清掃作業員（非常勤職員）1人を採用し、施設内外の

美化活動と整理整頓に努めた。 

また、利用者と職員による大掃除を年 2 回実施し、環境整備と感染防止に努め

た。 

（４）開かれた施設運営 

   例年、保護者会を定期的（年 4回）に開催し、利用者の作業、生活状況や施設の

運営状況について保護者に報告及び意見交換を行い、施設運営に関する共通認識

を持てるよう努めた。 

また、社会福祉施設介護等体験希望者、施設行事ボランティアの受け入れに関し

ては、感染症の状況を鑑みながら受け入れを再開し、地域に開かれた施設の役割を

果たすことに努めた。 

（５）福祉サービス第三者評価の受審 

   「利用者のサービスの選択」及び「事業の透明性の確保」のための情報提供と継

続的な利用者サービスの質の向上に向けた取り組みとして、公益財団法人日本チ

ャリティ協会による福祉サービス第三者評価を受審し、10 月下旬に職員自己評価、

12 月上旬に利用者調査（聞き取り）等を実施した。 

   受審結果のフィードバックにより、作業所の事業運営における問題点の把握、

更なるサービスの向上に向けて、課題解決に向けた施設運営に努めた。 

 

６ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

   障害者虐待防止・権利擁護研修                  17 名 

（２）法人内研修会への参加状況 

   階層別オンライン研修（コアスタッフ養成コース           1 名 

   実践研究研修                           1 名 



   課長研修                             1 名 

   権利擁護研修                          12 名 

   虐待防止研修                           8 名 

   感染症防止対策研修・BCP 計画                   4 名 

   法令遵守・個人情報保護研修                   9 名 

（３）外部研修参会への参加状況 

   東京都障害者虐待防止・権利擁護研修                1 名 

   強度行動障害者支援者養成研修（基礎研修）             1 名 

 

７ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

   障害者差別禁止法や障害者虐待防止法を踏まえ、利用者に対する虐待や不適切な

対応がないよう「虐待防止・権利擁護チェックリスト」（全国社会福祉協議会「障害

者の虐待防止に関する検討委員会」）を全職員に配布し、定期的にチェックを行い、

虐待防止に対する職員の意識レベルの測定を行った。 

   また、支援員を対象に虐待防止・権利擁護に関するアンケート調査を実施し（年 1

回）、職員の意識改革に努めた。 

 

８ その他（新たな取り組み等） 

障害者の自立促進のための就労支援を図り、利用者の向上心、就労意欲を高めるこ

とを目的に、新たな自主製品（オリジナルボールペン・缶バッチ）の開発に努めると

ともに、フランスベッド株式会社小平工場のレンタル用品のみがき清掃、倉庫内の清

掃業務を引き続き実施し、利用者の作業工賃の増額に努めた。 

 

  



【７－２】共同生活援助 グループホームどりーむ・のぞみ 

 

１ 人員配置                                                     （単位：名） 

 

２ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷（Ａ） 

どりーむ 

・のぞみ 
7 名 7 名 6.8 名 97.1％ 97.1％ 

第 2 どりーむ 

・のぞみ 
6 名 6 名 6.0 名 100.0％ 100.0％ 

 

３ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 45,550 46,440 45,140 46,027 99.1％ 

支 出 36,851 42,439 41,274 36,660 88.8％ 

収支差額 8,699 4,001 3,866 9,367 ― 
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令和 8 年 3 月 31 日現在人員配置状況 
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施設長 (1.0)  (1.0)  (1.0) (1.0)    (1.0) 0.0 

サービス 

管理責任者 
0.2  0.2  0.2  0.2 0.2  

0.2 
0.0 

生活支援員 1.7  1.7  1.7  5.0 1.7  1.7 0.0 

世話人 3.3  3.3  3.3  6.8 3.3  3.3 0.0 

合 計 5.2  5.2  5.2 0.0 12.0 5.2  5.2 0.0 



（１）収入の主な増減 

   定員 1 名減員（4 月～7 月）に伴う特定費用収入の減      232,000 円 

   東京都物価高騰緊急対策補助金による補助金の増       618,000 円 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 40.0％ 37.5％ 40.4％ 44.0％ 43.3％ 

金 額 18,840 18,152 19,639 20,051 19,947 

対前年度 

増減額 
- ▲688 1,487 412 ▲104 

 

４ 収支の安定確保 

（１）稼働率等の確保や加算の見込み 

  入所稼働率 100％を目指し新規入所者の受け入れを行い、夜間支援等体制加算、

福祉専門職員配置等加算の障害福祉サービス給付費の確保に努めた。 

（２）経費の削減など支出の削減について 

   施設管理経費、運営事務費等の経常経費については、コピー用紙の両面印刷等

の励行や節電・節水を徹底し、事務経費の節減に努めた。 

   また、家賃（どりーむ・のぞみ月額 5万円、第 2どりーむ・のぞみ月額 5万 

8 千円）、光熱水費（月額 1 万円）、食材料費（月額 2 万 4 千円）、日用品費（月額

1 千円）等の利用者負担費用の適正徴収に努めた。 

（３）課題と改善策 

令和 2年 12 月に「第 2どりーむ・のぞみ」を開所し、のぞみ作業所に通所する利

用者 6名（定員 6名：男性 3名、女性 3名）が入居したが、「のぞみ作業所」の利用

者の平均年齢が 40歳を超え、今後、利用者の高齢化の進行が予想される。 

その一方で、利用者の保護者もまた高齢化が進み、将来、利用者が地域の中で安

心して自立した生活ができる場所を確保することが大きな課題になっている。  

課題解決に向けて、保護者や利用者に対してグループホームの利用に関する意向

調査を実施し、グループホームの新設について引き続き検討していく。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者サービス 

   世話人や生活支援員による食事の提供や金銭の出納、健康管理に関する助言、

日常生活の相談等により、利用者がそれぞれの生活リズムでのびやかに気持ちよ

く暮らせるよう支援した。 



   また、月１回、世話人会議を開催し、職員間で利用者状況について情報共有を

図り、共通認識を持てるように努めた。 

   利用者の健康管理に関しては、定期的な体重管理等、日常の利用者の健康チェ

ックを推奨するとともに、日中活動の際に定期健康診断、インフルエンザ予防接

種を実施できるように調整を行った。 

さらに、グループホームでは、利用者同士がコミュニケーションを深め、楽し

い時間を過ごし、精神的に安定できるために、誕生日会、クリスマス会等の各種

行事を開催している。 

（２）利用者の安全・安心確保 

   利用者の病状の急変等に備え、南台病院及び協力医療機関と契約を締結し、グ

ループホームの利用者の健康保持のため、必要に応じて健康指導、健康診断を行

った。また、災害時に備え、3 日分の非常食（約 50 食）、飲料水（約 70 ㍑）を備蓄

するほか、利用者・職員全員が参加する自衛消防訓練（避難訓練）を実施している。 

（３）環境整備 

日頃からグループホーム内外の美化活動と整理整頓に努め、世話人、生活支援員

及び利用者による清掃活動を行い、環境整備と感染防止に努めた。 

（４）開かれた施設運営 

   保護者会を開催（年 3 回実施）して、利用者の生活状況を保護者に報告し、必要

に応じて保護者との話し合いの場を設けるほか、利用者の週末帰宅等の支援を行

った。 

（５）福祉サービス第三者評価の受審 

   「利用者のサービスの選択」及び「事業の透明性の確保」のための情報提供と継

続的な利用者サービスの質の向上に向けた取り組みとして、公益財団法人チャリ

ティ協会による福祉サービス第三者評価を受審し、10 月下旬に職員自己評価、12

月上旬に利用者調査（聞き取り）等を実施した。 

一方、昨年度実施した福祉サービス第三者評価を踏まえたサービス改善計画とし

ては、「業務の標準化」「家族との意見交換会の充実」を重点課題として、今後の施設

体制の課題を整理し、課題解決に向けた施設運営に努めている。 

 

６ 人材育成  

（１）外部研修会への参加状況 

   東京都障害者グループホーム運営の指針研修             1 名 

強度行動障害者支援者研修                     1 名 

 

７ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

   障害者差別禁止法や障害者虐待防止法を踏まえ、利用者に対する虐待や不適切な

対応がないよう「虐待防止・権利擁護チェックリスト」（全国社会福祉協議会「障害



者の虐待防止に関する検討委員会」）を全職員に配布し、定期的にチェックを行い、

虐待防止に対する職員の意識レベルを測定し、職員の意識改革に努めた。 

 



【８】 介護老人保健施設 けやきの郷 

 

１ 施設の運営総括 

 けやきの郷では､法人理念の浸透･深化に努めるとともに､利用者の尊厳を守り､安全

に配慮しながら利用者の生活機能の維持･回復を目指して支援を行った｡ 

 また､包括的ケアサービスの提供を推進し､トルト（AI）を利用した歩行解析等のリ

ハビリテーション評価を充実することで在宅復帰率の一層の向上を図り､通所リハビ

リテーションの利用者増加を図った。訪問リハビリテーション事業を継続するととも

に小平市の介護予防事業を受託し、地域に根ざした在宅療養の支援施設としての役割

を担った｡さらに、認知症があっても利用者がいきいきとした日常生活が送れるよう環

境の維持に努めるとともに､利用者の立場に添った思いやりのある看護･介護サービス

の提供を促進した｡ 

 継続して更なる利用率と在宅復帰率の向上を目指し、各種加算の継続取得と LIFE 導

入による新規加算の取得を目指して一層の事業推進を図った。 

【令和 7年度重点目標にかかる報告】 

・入所稼働率 94％：達成できなかった。 
・小平市の介護予防事業の受託による通所リハビリテーションの稼働率向上：稼働率

はほぼ前年度同様であった。 
・南台病院他 3 つの協力医療機関との連携による更なる入所者の確保と地域ニーズへ

の対応向上：南台病院との連携は医療連携室、看護部レベルでのものにとどまった。 
・AI を活用した歩行分析ツール「トルト」の活用による通所利用者の確保：通所リハ

ビリテーションにて「トルト」を活用した。 
・在宅復帰・在宅療養支援等指標の算定要件を満たし基本報酬加算型の継続取得：達成

した。 
・基本報酬加算型の継続取得のための社会福祉士資格所持者の支援相談員の配置：配

置した。 
・リハビリテーション事業の充実による短期集中リハビリ加算等の継続取得：達成し

た。 
・職員の資質向上のための認知症等研修参加とリスクマネジャー等資格取得支援：支

援により 2 名が認知症実践研修を修了し、1 名が認知症管理者研修を修了した。 
・LIFE の活用による新規加算の取得：口腔ケア加算を取得した。すべての加算につい

て取得のためのデータ入力に注力し取りこぼしを防いだ。 
・介護職員の実践能力向上のためクリニカルラダー制度導入：達成した。 
・在宅部門と連携することによる、入所利用者・通所利用者の確保：毎月の連携会議に

施設長が出席し、連携を深めた。 

 

 



２ 人員配置                                                     （単位：名） 
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施 設 長 1.0  1.0  1.0  1.0 1.0  1.0 0.0 

副施設長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

薬 剤 師 0.3  0.3  0.3  2.0 0.3  0.3 0.0 

管理栄養士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

理学療法士・ 

 作業療法士 
1.4 5.6 7.0  7.0 6.0 1.0 0.1  6.1 ▲0.9 

事 務 員    3.0 3.0 2.0 2.0 1.1  3.1 0.1 

支援相談員 1.0 1.0 2.0  2.0 2.0 1.0 0.7  2.7 0.7 

介護支援専門員 1.0  1.0  1.0 1.0 0.0 0.0  1.0 0.0 

介護職員 33.1  33.1  33.1 23.0 23.0 15.5  38.5 5.4 

看護職員 10.0 0.6 10.6  10.6 8.0 3.0 2.4  10.4 ▲0.2 

そ の 他       6.0 2.6  2.6 2.6 

合 計 48.8 7.2 56.0 4.0 60.0 44.0 39.0 23.7 0.0 67.7 7.7 

 

３ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和７年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和７年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

入 所 100 名 94 名 88.4 名 94.0％ 88.4％ 

通 所 30 名 28 名 22.2 名 79.3％ 74.0％ 

 

 

 

 

 

 

 



４ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和６年度 

決算額 

令和７年度 
当初予算額 

令和７年度 
第２次補正後 

予算額 

令和７年度 

決算額 
執行率 

収 入 591,651 624,995 664,955 674,371 101.7％ 

支 出 591,629 621,525 663,429 674,363 101.7％ 

収支差額 22 3,470 1,526 8 ― 

 

（１）収入の主な増減 

・入所稼働率及び要介護度上昇による施設介護料収入の増 12,445 千円 

   ・食費料金の値上げによる食費収入の増    9,142 千円 

   ・省エネ設備導入・運用改善支援事業助成金の受領による 

  施設整備等補助金収入の増        25,236 千円 

   ・通所稼働率の下降による居宅介護料収入の減        ▲5,174 千円 

 

（２）支出の主な増減 

   ・常勤職員数の増及び定期昇給による職員給料支出の増  9,680 千円 

   ・給食業務管理費の値上げによる業務委託費支出（事業）の増  2,358 千円 

   ・空調設備更新工事による建物取得支出の増   46,090 千円 

   ・空調設備をガス式から電気式に更新したことによる 

    水道光熱費支出の減                ▲1,794 千円 

 

※人件費の状況                         （単位:千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費率 74.4％ 68.0％ 67.0％ 70.2％ 71.5％ 

金 額 409,506 379,048 375,733 389,620 410,485 

対前年度 

増減額 
― ▲30,458 ▲3,315 13,887 20,865 

 

 

 

 

 



５ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

  ア 稼働率の確保 

   （ア）入所の稼働率は 88.4％となり、前年度の 86.6％と比較して 1.8％上昇 

     した。また介護度の高い方についても積極的に受け入れを行ったことに 

     より、要介護度は 3.05 となり、前年度の 2.85 と比較して 0.2 上昇した。 

     結果として、施設介護料収入は 12,445 千円の増となった。 

      （イ）通所の稼働率は 74.0％となり、前年度の 77.8％から 3.8％下降した。 

     新規登録者が少なく、入院等の理由で休みや利用停止になった利用者が 

     多かったことが要因となっている。 

   （ウ）訪問リハビリテーション事業の利用件数は 592 件となり、前年度の 597 件 

     を若干下回ったものの、概ね前年度並みで推移した。なお、現状のリハビリ 

     テーション職員数では、ほぼ上限の件数となっている。在宅サービス総合セ 

         ンターや地域の居宅介護支援事業所など関連事業所と連携して、在宅利用者  

         のリハビリニーズに応えながら事業の充実と利用者確保に努めた。 

  イ 基本報酬加算型の維持 

在宅復帰率及びベッド回転率、並びに在宅復帰を希望される利用者を対象と

する入所前後・退所前後訪問指導割合などの在宅復帰･在宅療養支援等指標 10

項目 40 ポイント以上の算定基準を満たし、基本報酬加算型を維持した。 

在宅復帰・在宅療養 
評価支援等指標 

令和7年度 
目 標 

加算 
ポイント 

令和7年度 
平均 

加算 
ポイント 

①在宅復帰率 30％超 10 23.2％  0 

②ベッド回転率 5％以上 10 9.1％ 10 

③入所前後訪問指導割合 10％以上  5 49.4％ 10 

④退所前後訪問指導割合 30％以上 10 68.1％ 10 

⑤居宅サービス実施割合 
(訪問リハビリテーション含む) 

3 サービス  5 3 サービス  5 

⑥リハビリ専門職の配置割合 3 以上  2 3.93  2 

⑦支援相談員の配置割合 2 以上  3 3.22  3 

⑧要介護 4又は 5の割合 35％以上  3 34.8%  3 

⑨喀痰吸引の実施割合 ―  0 0.18  0 

⑩経管栄養の実施割合 ―  0 0.0  0 

合  計  48  43 

 ※ 加算ポイントの違いによる収入増はありません。 



ウ 平均介護度 

     介護度の高い利用者の受け入れを積極的に行うことで収入増を図るため、 

  在宅復帰・在宅療養支援等評価指標の要介護度 4又は 5の割合は令和 7年度 

  平均 34.8％とし、加算 3ポイントの維持に努めた。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

  ア 消耗品費 

  在庫管理を行い支出の削減に努めているものの、イスラエルとアメリカに 

   よるイラン攻撃の影響を受けた物価高騰により、プラチック手袋、ペーパー 

   タオル等の消耗品の購入費用が増大し、消耗品費は前年度と比較して 1,090 

   千円の増となった。 

  イ 水道光熱費 

    令和 7 年 12 月に空調設備をガス式から高効率の電気式に入れ替えたことに 

   より、水道光熱費全体で 1,794 千円の支出の減となった。 

 

（３）課題と改善策 

  ア 補助金を活用した設備の入替え 

   （ア）空調設備 

    平成 9 年 3月のけやきの郷開設時に導入して以来、27 年間入れ替えせず 

    使用していたため不具合が頻発していた。東京都地球温暖化防止活動推進 

     センター（クールネット東京）の「省エネ設備導入・運用改善支援事業」 

     補助金の申請を行い、交付決定を受け令和 7年 12 月に空調設備更新工事を 

     行った。 

    （イ）送迎車両 

    通所リハビリテーションの送迎車両の5台のうち3台は取得から20年以上 

     が経過していることから、公益財団法人 JKA の福祉車両・就労支援車両等 

     の整備補助事業補助金の申請を行い、交付決定を受け令和 7年 8月に送迎 

     車両（トヨタ ハイエース 車椅子リフト付）の入替えを行った。 

  イ 入所稼働率上昇のための取り組み 

    令和 7 年度も入所稼働率を上昇させるため毎週入所検討会議を行った。検討 

    会議立案件数は前年度比 114.4％増となったが、新規検討件数は前年度比 

    94.9％減となった。 

   また入所者数・退所者数は、ともに前年度比増となっている。 

 

 

 

 



【入所検討会議件数比較】 

 令和5年度 令和 6 年度 令和 7 年度 
令和 7 年度 
前年度比 

年間合計 
検討会議立案件数 166 件 278 件 318 件 114.4％ 

内、新規検討件数 112 件 214 件 203 件 94.9％ 

 

【入所・退所者数推移】 

 令和5年度 令和 6 年度 令和 7 年度 
令和 7 年度 
前年度比 

年間合計 
入所者数 113 件 189 件 199 件 105.3％ 

退所者数 130 件 177 件 197 件 111.3％ 

年間 

1 か月平均 

入所者数 9.4 件 15.8 件 16.6 件 105.1％ 

退所者数 10.8 件 14.8 件 16.4 件 110.8％ 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）安全・安心な環境づくり 

利用者の身体、認知、精神の状態を充分に把握し、医師、看護師、介護職員、介

護支援専門員、管理栄養士、リハビリ職員、相談員の多職種が情報を共有、連携す

ることで、安心で安全な生活が送れるよう支援に努めた。また、感染防止委員会、

褥瘡予防対策委員会、身体拘束廃止委員会、事故防止対策委員会を毎月開催し、感

染症等の予防や転倒等の事故リスクに対する職員の意識を高め、定期的なマニュア

ルの見直しを行うなど安全・安心確保に努めた。 

（２）包括的ケアサービスの推進 

   利用者の意思を尊重し、在宅及び施設において一体的なサービスを受けることができ

るよう在宅サービス総合センターとの連携を強化し支援を行った。 

また､入所利用者等の意向や利用者の適性を踏まえ、提供するサービスの適切な支援

計画の充実を図り、必要な医療、看護や介護、リハビリテーションの提供を行いながら

関係機関との連携を強化し、介護サービスの充実に努めた。 

（３）リハビリテーション機能の強化 

介護老人保健施設において、リハビリテーション機能の強化は必須の役割である。 

入所においては各フロアにリハビリ専門職を配置することで、日常生活の中にリハビリテー

ションの要素を組み込むことに注力してきた。また、在宅強化型水準の頻度で個別リハビリテ

ーションサービス提供を行った。 

通所においては歩行解析ツール「トルト」を活用し、利用者の定期的な評価と課題抽出を実

施し、より効果的なリハビリメニューの提供に努めた。 

訪問リハビリについては、地域のリハビリニーズに応えるべく、受け入れ可能枠数の増加に



努めた。当施設の有するリハビリ資源を地域に向けて有効活用し、利用者数の増加に繋がった。 

（４）在宅復帰の推進 

在宅復帰率について令和7年度は30％超を目標としたが、年間平均値は 23.2％と

なり、前年度の17.9％より5.3％上昇した。脳血管障害､廃用症候群､認知症等による

入所利用者の症状･状態に応じて医師・看護師･理学療法士･介護支援専門員等の多職

種からなるチームケアを行い､在宅復帰後の訪問リハビリテーションサービスの提供

を目標に早期の在宅復帰に努めた｡また、リハビリ専門職や介護支援専門員による入

所前後・退所前後訪問指導の実施を更に強化し、利用者の在宅生活へのスムーズな移

行を図った。 

（５）在宅生活支援の強化 

利用者が自立した在宅生活が継続できるよう入所や短期入所、通所リハビリテーショ

ンサービスを提供するとともに、リハビリ専門職等による入所前後・退所前後訪問指導

及び訪問リハビリテーションサービスの提供により家族の介護負担を軽減し､退所後の

状況確認については在宅サービス総合センターと連携し総合的に支援を行った｡ 

（６）家族・地域に根ざした施設運営 

令和 8 年 3 月より、これまで 14 時 30 分から 16 時 30 分までだった平日・土曜日

の面会時間を 11 時から 18 時までに拡大した。 

またけやきの郷の公式 LINE アカウントを開設し、家族へのお知らせを LINE のメ

ッセージでも送信できるようにした。またインスタグラムのアカウントも開設し、

施設内の行事の様子や季節に応じた飾り付け等を、家族・地域の方を含めた外部に

発信できるようにした。 

地域のボランティアについては、新たに囲碁・将棋ボランティアの方の受け入れを

開始した。 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

  （法定研修） 

 感染症研修（動画視聴）                   ６０名 

   事故対策研修                        ５９名 

   コンプライアンス研修                    ５８名 

   褥瘡予防研修                        ７６名 

   感染症研修➁／食中毒研修                  ７６名 

   虐待防止研修                        ７６名 

   身体拘束廃止研修                      ７６名 

   ターミナルケア研修                     ７６名 



  （法定外研修） 

   オムツ研修                         １１名 

   褥瘡予防研修（外部講師）                  ２７名 

   老健の役割と ACP について                  １３名 

   口腔ケア研修①                       １０名 

   口腔ケア研修➁                        ９名 

 

（２）法人内研修会への参加状況 

権利擁護研修（身体拘束含む）                ６０名 

   新任職員研修                         ３名 

   新任職員フォローアップ研修（他施設体験研修）         ３名 

   新任職員フォローアップ研修（対面集合研修）          ３名 

   課長職研修                          ３名 

   係長職研修                          ４名 

   勤続１０年目１１年目職員研修                 １名 

   看護職 eラーニング研修                    ８名 

   実践研究研修                         １名 

 

（３）外部研修参会への参加状況 

   認知症チームケア推進研修                   ２名 

   認知症介護実践者研修                     ２名 

   介護福祉士実習指導者講習会                  １名 

   東京都感染症対策リーダー養成研修               １名 

   外国人介護従事者受入れ支援セミナー（オンライン開催）     ２名 

   生産性向上セミナー（動画視聴）                １名 

   看護管理者連絡会議                      １名 

   小平市在宅医療介護連携推進協議会主催研修会 

    「高齢者施設における疥癬対策について」           １名 

    「最後の一口を食べてもらうために」             ２名 

    「食べることを最後まで支えること」             ２名 

 

（４）介護職クリニカルラダー 

                         レベル１    １７名 

                         レベル２     １名 

 

 

 



８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）利用者の尊厳 

利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう利用

者本人の自己決定権を尊重し､本人の意向に沿った支援を行った｡ 

（２）苦情への対応 

利用者･ご家族から寄せられた苦情はなかったが､苦情等解決責任者である施設長

が苦情等相談員と協力し､適切かつ速やかに解決に繋げられる体制作りに努めた｡  

（３）虐待の防止 

虐待防止に係る担当者を配置し、虐待の芽チェックリスト（東京都福祉保健財団高

齢者権利擁護支援センター作成）等を活用しながら不適切ケア防止のためのＯＪＴを

計画的に実施し、虐待等の発生防止に努めた。 

また、利用者の人権への配慮やプライバシーの保護を主旨とした研修を継続的に実

施し、高い倫理観の醸成に努めた｡ 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

（１）協力医療機関協定の締結 

   現在「南台病院」、「西東京中央総合病院」、「多摩北部医療センター」、「さくら 

  歯科」と協力医療機関協定を締結し、東京都に対して協定更新の届出を行ってい 

  る。 

（２）認知症に対するＢＰＳＤ（認知症の行動・心理症状）を点数化して評価 

東京都は、認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、認知症ケアの質

の向上を図る「日本語版ＢＰＳＤケアプログラム」の普及を図っており、当施設でも本格

的な実施に向けて職員 1 名がＢＰＳＤケアプログラム研修（※）を受講し、研修過程を修

了した。今後は認知症の行動・心理症状の改善が期待されるＢＰＳＤケアプログラムを活

用し、ＢＰＳＤの症状を点数化するＮＰＩ評価により妄想、幻覚、興奮、うつ、不安、多幸、

無関心、脱抑制、易怒性、異常行動、夜間行動、食行動の項目について評価しながら認知症

ケア専門士などの有資格者と協力した取り組みを行う体制作りに努めた。また、新型コロ

ナウイルス感染症の防止対策として家族等の面会を制限していたため、利用者の要望を職

員が傾聴することで心身の安定が少しでも図れるような取り組みを継続している。 

令和6年度の介護報酬改定で新設された認知症チームケア推進加算における「認知症

介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラム

を含んだ研修を修了した者の配置」とされる認知症専門研修にＢＰＳＤケアプログラム

研修が含まれることから、次年度以降も資格取得を推奨していく。 

 



※ＢＰＳＤケアプログラム研修 

① 行動・心理症状の評価 

② 背景にあるニーズの仮説 

③ ニーズに合わせたケアの計画 

④ 計画に沿ったケアを実行 

⑤ ニーズの仮説が正しかったか検証するためにオンラインシステムを使

い行動・心理症状の変化を見える化 

 

（３）リハビリ職員による短時間デイケアの実施 

昨年度より開始した短時間デイケアの受け入れ枠を増やし、リハビリだけを行いたい

というリハビリニーズの取込に努め、利用者の生活活動範囲拡大、QOL 向上につながる

リハビリ効果を得ることができた。 

小平市の地域包括ケア推進計画（第八期介護保険事業計画）によると、65歳以上の人

口が増加し、高齢化率が2025年には23.8％、2040年には30.2％に上ると推計され、小

平市の取り組みにおける九つの施策の中でも「介護予防・健康づくりの推進」や「社会

参加の促進」に関して当施設としても関与・貢献していくことは使命であり、社会情勢

の変化に対応出来るよう、短時間デイケアなどニーズに応じたサービス提供を継続した。 

（４）訪問リハビリテーションにおける施設医師の診察 

訪問リハビリテーションサービスの提供には施設医の診察が必要である。3 ヶ月に 1

回医師が自宅に訪問し、利用者の声に耳を傾け、利用者が抱える不安や疑問に答えるこ

とは、当施設の大きな強みであり高い評価を得ている。 

昨年度から新たな事業として訪問リハビリテーション事業を開始して 1 年が経過し、

医師の指示書の作成時には施設医師が利用者の自宅を訪問して診察しており、利用者か

らは安心して利用頂いている。診察については、3か月毎の診察が基本であるが、必要時

には期間を短縮して診察を行うことで順調に事業運営を行うことができた。 

【訪問リハビリテーション実績推移】              （単位：円） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 半期計 

利用者数 11 名 11 名 11 名 10 名 10 名 11 名 64 名 

訪問件数 54 件 59 件 49 件 60 件 42 件 48 件 312 件 

 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

利用者数 11 名 10 名 10 名 9 名 11 名 11 名 126 名 

訪問件数 53 件 47 件 48 件 37 件 45 件 50 件 592 件 

 令和 6年度 ・利用者数：127 名 ・訪問件数：597 件 

 



 【９】有料老人ホーム 熱海ゆとりあの郷 

 

１ 施設の運営の総括 

（１）理念   

熱海ゆとりあの郷は、「すこやかに老い、ゆたかに生きる」を理念とし、年を重

ねても快適に暮らし続けられるよう、安心、安全な各種サービス提供体制の一層

の充実に努めている。 

（２）要介護者に対する対応 

入居者の高齢化に伴って、これまで自立であった方の支援が必要になる傾向が

強まっている。介護が必要な入居者の介護保険利用契約を推進する他、ご本人の

自尊心に配慮したサービスを心掛けている。 

（３）経営の安定 

 平成 9年度から値上げを行ってこなかった管理費については、令和元年度 10 月

から令和 3 年度までの 3 年間で段階的に所要の改定を行ったため、令和 6 年度ま

で 3年間は猶予期間となっていた。令和 7年度は 7月に令和 3年度から令和 6年

度までの消費者物価指数の上昇率と賃金上昇率を反映して 8.6％管理費の見直し

を実施した。令和 8 年度以降の管理費も同様の上昇率を用いて改定することとし

ている。 

（４）熱海ゆとりあの郷診療所運営の安心感強化 

 赤字の継続している診療所については、これまでの 365 日 24 時間の医師・看護

師常駐体制を、令和 5 年度 4 月から入院病床を廃止して、医師は月曜日から金曜

日の常駐とし、かつ、土曜日、日曜日、祭日は休診とした。 

看護師の 365 日 24 時間体制を維持し、医師不在時は看護師と医師によるオンコ

ール体制としており、緊急時においては熱海市内の 3 病院と提携しており入院等

の体制が確保され入居者の安心感を高めている。 

（５）入居率の向上 

有料老人ホームの安定経営には 80％程度の入居率の確保が不可欠であるが、令

和 7年度では 69.8％となっている。入居契約獲得には現地で見学者へのイメージ

向上が重要であるため、令和 5 年度は大浴場の天井の全面張替えを行い、令和 6

年度には熱海ゆとりあの郷の正面玄関であるセンター棟外壁の白壁と緑色の屋上

飾屋根等の再塗装と補修を行い外観の見映えを向上させた。令和 7 年度について

はさらに入居動機の向上に寄与するため、玄関ロビー等の全面改修工事を行って

調度品も一新し、ロビーから相模湾の素晴らしい眺望を望むことができるように

なった。工事は 2 月末に完成を迎えロビーリニューアル式典として熱海市長、熱

海市議会副議長も来訪されご挨拶を賜りテープカットを行った。式典は熱海新聞

社の取材を受け新聞記事にも掲載された。報道により、ゆとりあの郷の認知度の

一層の向上に寄与することが出来ている。 



【令和７年度重点目標にかかる報告】 

 ァ 入居率の向上 

  a 広報活動 

   ①広報誌「ゆとりすと」の、新聞折り込みによる配布を計画に沿って実施した。 

    毎月、東京 23 区の配布地域を選び 70,000 部（年間 840,000 部を配布） 

    ※「ゆとりすと会員」に毎号を配布した。（1,000 月×12 か月＝12,000 部） 

   ②高島屋通信カタログへ、広報誌「ゆとりすと」を計画に沿って封入した。 

    夏号(5 月)、新年号(1 月)に各 150,000 部の合計 300,000 部を封入 

   ③婦人公論へ、熱海ゆとりあの郷の記事広告を計画に沿って掲載した。 

    2 月号へ掲載（140,000 部） 

    記事広告切り抜きを印刷し、「ゆとりすと会員」へも送付した。（1,000 部） 

   ④入居者紹介会社の活用 

    問い合わせ件数 35 件、見学 13 件、体験入居 2件に繋がったため、継続して活用

に努めたい。 

  b 営業部員の強化 

    営業部員 1名を増強する予定であったが、令和 7年度は確保できなった。 

    但し、令和 8 年度 4月より増強が決定している。 

  C エントランス、ロビーのリニューアル 

    令和 7 年 8月から令和 8年 2月末迄の工事期間でリニューアルが完成した。 

    リニューアルにより、ロビーからの眺望が良くなり、館内入場時の上履きも必要

なくなったことで、スムーズな入場が可能になった。 

    入居者からも好評であり、今後の紹介に繋げていくことが期待できる。 

   

イ 老朽化設備の計画的改善 

    日常生活に直ちに影響するインフラ設備改善を計画的に実施した。 

    受水槽(40ｔ)の取り換え、源泉地温泉水貯湯タンク交換、源泉エアー管交換、 

    居住棟廊下暖房用膨張タンク交換、厨房用エレベーター交換、ATM 交換等を実 

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 人員配置                                                     （単位：名） 

３ 利用人員 

 
定員 

令和７年度 

事業計画 

令年７年度 

実績 

達成率 

 

稼働率 

 （A） （B） （C） （C）÷（B） （C）÷（A） 

稼働居室 235 室 171 室 164 室 95.9％ 69.8％ 

入居者数 282 名 203 名 193 名 95.1％ 68.4％ 

４ 収支状況                          （単位：千円） 

 
令和 6度 

決算額 

令和 7度 

当初予算額 

令和 7年度 

第 2 次補正後予算額 

令和 7年度 

決算額 

執行率 

収 入 1,008,126 1,094,095 1,064,156 1,100,316 96.7％ 

支 出 997,801 1,093,539 1,063,163 1,081,112 98.3％ 

収支差額 10,325 556 993 19,204 ― 
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実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
Ｂ 

施設長 1.0  1.0  1.0  1.0 1.0  1.0 0.0 

医 師 1.0  1.0 1.5 2.5  3.0 2.5  2.5 0.0 

看護・生活部長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

看護師 6.1  6.1  6.1 2.0 7.0 3.9  5.9 ▲0.2 

介護職員 23.0  23.0  23.0 13.0 11.0 8.4  21.4 ▲1.6 

介護支援専門員 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

生活相談員 2.0  2.0  2.0 2.0    2.0 0.0 

機能訓練指導員 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

クラーク（特定・診療所） 2.0  2.0  2.0 2.0    2.0 0.0 

営 業    2.0 2.0 1.0    1.0 ▲1.0 

総 務    5.0 5.0 4.0 2.0 1.8  5.8 0.8 

病院送迎・夜間受付     0.0  4.0 1.8  1.8 1.8 

合 計 37.1  37.1 9.5 46.6 27.0 28.0 19.4 0.0 46.4 ▲0.2 



※人件費の状況                        （単位：千円） 

 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和７年度 

人件費率 57.4％ 56.9％ 53.6％ 56.1％ 58.5％  

金  額 305,804 291,742 282,401 282,369 289,350  

対前年度 

増減額 
▲8,722 ▲14,062 ▲9,341 ▲32 6,981 

 

５ 収支の安定確保の取り組み 

（１）入居率の向上 

令和 7 年度の販売居室目標数を 19 室 24 名に設定し、入居検討者が首都圏に多

いことから、本部と連携して会員向け情報誌「ゆとりすと」を継続的に送付する

とともに、東京 23 区を中心に毎月新聞折り込みとして配布し、販売強化に努め

15 室、18 名の契約を得た。 

   

※入居率の推移 

令和 6 年度より、稼働居室 245 室を 235 室に変更した。 

   稼働居室変更に伴い、入居者数定員を 294 名から 282 名に変更した。 

区分 定員 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

稼働居室 235 室 177 室 170 室 171 室 164 室 164 室 

入居室数の入居率 72.2％ 70.0％ 69.8％ 69.8％ 69.8％ 

入居者数 282 名 214 名 206 名 202 名 192 名 193 名 

入居者数の入居率 73.1％ 70.1％ 68.7％ 68.1％ 68.4％ 

※契約者数等の推移  

 

（２）課題と改善策 

   ア 部門別収支の確保 

（ア）管理費 

平均年齢の高齢化(87.2歳)に伴い、自然退去が増加(令和7年度、17名)、ま

た医療関係施設へ転居せざるを得ない方も増加している。（令和7年度4名） 

新規入居数を上回る退居者数で入居者数が減少となったが管理費等改定で管理

区分 
契約者 退去者 

室数 人数 入居一時金 室数 人数 返還金額 

令和 7年度実績 15 室 18 名 333,800 千円 18 室 22 名 104,309 千円 

令和６年度実績 17 室 23 名 442,442 千円 20 室 29 名 142,946 千円 

令和５年度実績 17 室 22 名 465,522 千円 18 室 26 名 78,629 千円 



費収入は250,494千円となった。 

令和7年度は物価上昇率と人件費上昇率を加味し、8.6％アップの管理費改定を

7月から実施した。 

＊管理費の推移（月額） ※令和７年度は 7月より改定     （単位：円） 

 令和 4 年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

引上げ額 一人入居 

二人入居 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

8,056 

13,129 

一人入居の管理費 94,194 94,194 94,194 102,250 

二人入居の管理費 153,461 153,461 153,461 166,590 

＊管理費収支見込の推移（月額）               （単位：千円） 

年次改定 
収支 

令和 4 年度 令和 5年度 令和 6 年度 令和７年度 

管理費収入 
（食事除く） 

221,479 218,595 216,310 222,593 

その他収入 40,478 53,804 30,688 27,901 

合  計 261,957 272,399 246,998 250,494 

支出 
(食事除く) 

370,707 367,457   379,343 385,920 

収支差額 ▲108,750 ▲95,058 ▲132,345 ▲135,426 

 

  （イ）食費 

喫食率は前年度の 51.8％に対し、今年度は 52.5％と増加したが、業務委託

費、並び食材費増加のため、収支差額は▲20,310 千円となった。喫食数さらな

る向上に向け、食事業者、自治会委員を交えて食事検討会議を毎月実施してお

り、ご意見箱の結果からも食事内容の評判が良い評価があるが、自室で調理し

ている自立の入居者が多い傾向がある。毎月実施しているスペシャルメニュー

等を写真で紹介するなどの工夫で食堂の利用を促し喫食数の向上に努力する。 

                           （単位：千円） 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

収入 84,880 86,109 89,203 92,309 

支
出 

業務委託費 61,187 
100,555 

61,187 
102,220 

61,187 
104,384 

67,263 
112,619 

食材費等 39,368 41,033 43,197 45,356 

収支差額 ▲15,675 ▲16,111 ▲15,181 ▲20,310 

喫食率の推移 51.8％ 50.9％ 51.8% 52.5% 

   

 



（ウ）介護費 

介護保険利用者が高齢化による自然退去で減少し収支差額が▲44,479 千

円となった。 

※介護保険利用者：令和 6年度平均 56 人→令和 7年度平均 53.1 人へ減少 

    ※要介護者の自然退去数：令和 6年度 17 名、令和 7年度 15 名、 

                                 （単位：千円） 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 

収入 145,773 150,866 152,529 133,930 

支
出 

人件費 141,663 
154,175 

160,460 
170,171 

173,061 
182,035 

169,964 
178,409 

衛生用品等 12,512 9,711 8,974 8,445 

収支差額 ▲8,402 ▲19,305 ▲29,506 ▲44,479 

要介護者の推移 61.4 名     63.6 名     56.0 名 53.1 名 

 

（エ）診療所費 

令和 5 年度 4月より入院病床の廃止と、土曜日、日曜日、祭日を休診とし

たため、杏林大学からの派遣医師の宿直日は、これまで水曜日から日曜日の

18 時までの宿直 4 日であったが、水曜日から金曜日の 18 時までの宿直 2 日

となった。これにより医師の人件費が半減した。また、これまでの土曜日を

休診としたことにより受診患者数は平日に分散することになった。 

令和 6 年度の平均患者数人 15.8 人／日に対し、令和７年度の平均患者数

は 14.8 人／日で推移している。 

 （単位：千円） 

 令和 4 年度 令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 

 

収入 19,837 17,333 16,182 16,323 

支
出 

人件費 78,996 
84,684 

45,937 
51,886 

38,565 
 43,911 

38,256 
44,258 

医療用消耗品等 5,688 5,949 5,346 6,002 

収支差額 ▲64,847 ▲34,553 ▲27,729 ▲27,935 

 

  （オ）建物、設備の老朽化について 

熱海ゆとりあの郷は建築後 40 年が経過し、各設備の老朽化による突発的 

修繕等が発生してきている。今後も設備管理を委託している新東産業とも連

絡を密にして情報を集め、入居者の日常生活に影響を及ぼす可能性の高いイ

ンフラなどから計画的に整備を行う予定で、令和７年度は受水槽の取り換え

工事を行った。 

  



 （カ）広報活動及び営業活動の充実 

令

和
７
年
度 

累

計 

広報媒体等 
問い合わ

せ件数 
見学件数 

体験 

入居数 

契約数 

室 名 

ゆとりすと会員 68 8 6 5 6 

高島屋ＤＭ 88 34 0 2 2 

紹介（入居者、ゆ会員） 55 16 0 1 1 

ホームページ 43 15 0 1 1 

婦人公論 8 5 0 0 0 

日経新聞 23 9 0 0 0 

読売新聞 101 32 2 3 4 

朝日新聞 13 9 0 0 0 

みんなの介護 35 5 2 0 0 

その他紹介会社 25 3 0 0 0 

その他（前知、バス等） 220 28 9 3 4 

合  計 679 174 19 15 18 

 

 （キ）営業活動内容 

媒体種別 実施月 

ゆとりすと（会員へ送付）（合計 12,000 部） 毎月実施 

高島屋 DM（合計 30 万部） 5 月（15 万部）、1月（15 万部） 

婦人公論（14 万部） 1 月 

新聞折り込み「読売新聞」（35 万部） 

※7万部×5か月 
東京 23 区、4月～8月(5 ケ月) 

新聞折り込み「読売新聞」「朝日新聞」 

（7万部） 
東京 23 区、9月 

新聞折り込み「朝日新聞」（21 万部） 

※7万部×3か月 
東京 23 区、10 月～12 月(3 ケ月) 

新聞折り込み「読売新聞」「日経新聞」 

（7万部） 
東京 23 区、1月 

新聞折り込み「日経新聞」（14 万部） 

※7万部×2か月 
東京 23 区、2月～3月(2 ケ月) 

 

 



６ 利用者の安心・安全確保とサービスの向上 

（１）イベントの実施 

   定例的なパーティイベントでは、入居者のサークル活動発表の場を設けて練習

目標にして励んでもらう他、映画会では最新作や名作の他、リクエストに答えた

作品も上映してお楽しみいただいている。 

   年 2 回実施しているバスツアーでは、昨年よりスペースが広く乗り心地の良い

大型観光バスを利用しており、バス酔いの心配が軽減されて申込者が増えている。 

 

（２）感染症の防止 

令和 7 年度、コロナウイルス等によるクラスターの発生は無かった。入居者の

高齢化がすすんで健康管理にはより注意が必要なため、館内でのマスク着用を継

続するほか手指消毒等も徹底して各種感染症の予防に努めた。 

 

（３）ロビーリニューアル 

入居契約には検討者の現地確認が必須となる。きれいな施設をアピールして入

居率アップを図るため、令和 7 年度 8 月から翌年 2 月末迄の 7 か月間をかけてロ

ビーのリニューアルを実施した。リニューアルにはメールコーナー、共用トイレ、

受付カウンター等も含まれロビーの調度品も一新した。また、エントランスで上

履きに履き替えることなく入館できるようになり利便性が向上した。 

ロビーからは相模湾の眺望が一望でき、入居者からも大変好評であり知人紹介

等も期待できる。 

 

（４）ＡＴＭの更新 

新たな ATMサービスとしてセブン銀行 ATMを 4月から導入し運用を開始してい

る。コンビニエンスストアや JR 各駅等に設置してある ATM と同型であり利便性

が高くなり入居者から好評を得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

１．感染症委員会「PPE の実践」 12 名 (4 月) 

２．褥瘡委員会「褥瘡予防とマットの種類、軟膏について」 14 名 （4 月）

３．事故防止対策委員会「事故報告書の書き方」 19 名 （5 月）

４．身体拘束防止委員会「感情に振り回されないケアの視点」 13 名 （6 月）

５．介護技術「ベッド移乗の基礎」 17 名 （7 月）

６．虐待防止委員会「不適切ケアについて」 15 名 （8 月）

７．生活安全委員会「熱中症対策支援について」 15 名 （8 月）

８．介護技術「口腔ケア実習」 10 名 (9 月) 

９．褥瘡委員会伝達研修「スキンケアのコツとシーツ交換」 10 名 (10 月) 

10．介護士勉強会「認知症の基本とケア」 12 名 （11 月）

11．事故防止委員会「転倒後の救急対応について」 12 名 （12 月）

12．認定看護師によるＩＡＤ予防対策 12 名 （1 月）

13．スピーチロックを無くすケアの工夫  11 名 （1 月）

14．疥癬について  16 名 （2 月）

15．発熱者発生時の初動について 16 名 (2 月) 

16．介護現場におけるハラスメント 14 名 （3 月）

 

（２）法人内研修会への参加状況 

１．新任研修① 2 名 （4 月） 

２．新任研修② 2 名 （4 月） 

３．実践研究研修 6 名 （5 月） 

４．課長研修  1 名 （5 月） 

５．実践研究研修個別指導① 4 名 （6 月） 

６．実践研究研修個別指導② 4 名  （7 月） 

７．4年目研修 2 名 （7 月） 

８．新任研修③「熱海地区施設見学」 2 名 （7 月） 

９．看護Ｅラーニング 5 名 （7 月） 

10. 法令順守 権利擁護 53 名 （9 月） 

11．実践研究発表 2 名 （11 月） 

12．「もしも…」の時の感染対策（BCP 研修） 51 名 （12 月） 

13．看護Ｅラーニング 3 名 （2 月） 

14．係長研修 1 名 （3 月） 

15．コアスタッフ研修 1 名 （各月） 

 

 



（３）外部研修会への参加状況 

１．施設ケアマネジメント協議会症例検討会 1 名 （4 月）

２．感染症対策「福祉施設職員向け」（静岡県） 3 名 （7 月）

３．褥瘡予防委員会（看護協会） 3 名 （8 月）

４．認知症介護実践リーダー研修 1 名 （6 月～12 月）

５．介護労働者雇用管理責任者研修 1 名 （9 月）

６．静岡県介護支援専門員協会研修 1 名 （8 月）

７．介護生産性向上普及・啓発セミナー 1 名 （3 月）

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

   黎明会の運営理念に職員に対する行動規範が明確化されており、常に原点に

立ち戻り自らの行動の振り返りを促すことで入居者の権利擁護を徹底するため 

  施設内勉強会等を実施した。 

・虐待防止委員会の開催 4 回／年 

・虐待防止施設内勉強会 1 回／年 

・虐待の目チェックリスト実施 2 回／年 

・法人内研修「権利擁護」 全員受講 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

（１） 文化的催しの開催（自立者） 

１．お花見バスツアー「小田原城の桜、いちご狩り」 21 名（4月） 

２．サーカス鑑賞「ポップサーカス」（清水区） 16 名（5月） 

３．名画劇場「もしも徳川家康が総理大臣になったら」 

４．新緑バスツアー「山中湖、河口湖ハーブ園」 

10 名（5月） 

20 名（6月） 

５．天狗様来郷「来宮神社例大祭」 30 名（7月） 

６．七夕祭り「入居者サークル出し物、ゲーム等」 86 名（7月） 

７．名画劇場「90 歳何がめでたい」 32 名（7月） 

８．ビアパーティ「フラダンス、縁日、ゲーム大会」 87 名（8月） 

９．敬老祭「ソプラノ歌手コンサート」 90 名（9月） 

10．名画劇場「愛と青春の旅立ち」 13 名（9月） 

11．落語観劇「三遊亭小遊三一門会」（湯河原） 6 名（10 月） 

12．作品展示会 

13．秋のバスツアー「川根 大井川鉄道」 

14．名画劇場「35 年目のラブレター」 

15．クリスマスパーティ 

16．餅つき大会  

17．新年祝賀会 

多数（11 月） 

24 名（10 月） 

16 名（11 月） 

98 名（12 月） 

88 名（12 月） 

120 名（1月） 



18．三島大社初詣 17 名（1月） 

20．名画劇場「ギフテッド」 

21．熱海梅園梅祭り 

22．花見「桜の里、伊豆高原、奏の森」 

24．名画劇場「碁盤切り」 

8 名（1月） 

15 名（2月） 

19 名（3月） 

23 名（3月） 

 

（２）文化的催しの開催（介護者） 

１．春の外出イベント（介護室）「伊豆長岡いちご狩り」 8 名 （4 月） 

２．秋の外出イベント（居室）「芦ノ湖遊覧船」 5 名 （9 月） 

３．秋の外出イベント（介護室）「芦ノ湖遊覧船」 9 名 （10 月） 

４．運動会 18 名 （10 月） 

５．クリスマスパーティ（介護室クリスマス） 22 名 （12 月） 

６．ゆとりあクリスマス見学 7 名 （12 月） 

７．豆まき 19 名 （1 月） 

８．ひな祭り 19 名 （2 月） 

９．お誕生日会（毎月第 4 火曜日）「おやつイベント」 20～23 名 （毎月） 

 



 【１０】在宅サービス総合センター 

 

１ 施設の運営総括 

令和7年度は、小平西圏域において老々世帯、認知症高齢者、独居、生活困窮、高齢者虐

待など、多問題を抱える世帯が増加し、地域全体で支援ニーズが一層高まった一年であった。 

こうした状況を背景に、総合相談や緊急対応の件数は例年並みに多く、在宅生活を支える支

援体制の強化が求められた。 

困難ケースへの対応においては、職員の経験の蓄積と事業所間の連携により、円滑かつ迅

速な対応が可能となった。また、ＩＣＴを活用した情報共有が定着し、関係機関との連携強

化や支援の効率化につながった。 

医療依存度が高く中重度の利用者は入院や施設入所へ移行しやすい一方、軽度の利用者は

在宅生活を継続するケースが増えており、在宅高齢者の構成が変化している。こうした利用

者像の違いが訪問看護と訪問介護の実績差につながっており、今後は地域のニーズに応じた

支援体制とサービス提供体制の強化が求められる。 

 

【令和7年度重点目標にかかる報告】 

 多くの事業所で目標件数95％以上を維持し、加算の取得も継続できた。訪問看護は件数

が計画値を下回ったものの、機能強化型加算の要件を満たし、加算継続につながった。 

 認知症独居や困難ケースへの対応では、事業所間連携と職員の経験蓄積により、迅速か

つ的確な支援が可能となり、対応力の向上が着実に進んだ。 

 ＭＣＳによる情報共有が定着し、法人内外の連携が強化された。さらにケアプランデー

タ連携システムを導入し、電子的な情報連携に向けた体制整備を進め、業務効率化に向

けた準備が進んだ。 

 各事業所でＢＣＰの見直しと訓練を継続し、災害・感染症発生時の対応手順の再確認と

体制強化を図り、業務継続計画の実効性が向上した。 

２ 人員配置                            （単位：名） 

職 種 
 

 

配
置
基
準
䥹
国
等
䥺 

 

配
置
基
準
䥹
加
算
分
䥺 

 
 

配
置
基
準 

小
計
䥹
①
䥺 

 

基
準
超
過
分
䥹
②
䥺 

  

配
置
基
準
計
䥹
定
員
数
䥺
䥺 

 
 
 
 
 
 
 
 

䥹
①+

②
䥺
Ａ 

令和8年3月3１日現在 人員配置状況 

正
規
職
員
䥹
③
䥺 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算
䥹
④
䥺 

派
遣
職
員
常
勤
換
算
䥹
⑤
䥺 

実
人
員
数
䥹
③+

④+

⑤
䥺
Ｂ 

配
置
基
準
計
䥹
定
員
数
䥺
と
の
差 

  
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ‐

Ａ 

施設長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 



※ 事務員1名（非常勤職員）は法人本部からの出向である。 
相談支援専門員1名（非常勤職員）は澄水園職員との兼務である。 
 

３ 収支状況                           （単位：千円） 

（１） 収入の主な増減 

プラン件数増加による収入の増。             2,032千円 

小平市地域包括支援センターけやきの郷 

運営業務委託費増額による収入の増。          1,472千円 

（２） 支出の主な増減 

非常勤職員増加による非常勤職員給与支出の増。     4,870千円 

管理ソフト入替による支出の増。            1,139千円 
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Ｂ‐
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理学療法士  2.0 2.0  2.0 3.0    3.0 1.0 

看護師 9.0  9.0  9.0 5.0 3.0 2.1  7.1 ▲1.9 

事務員    3.0 3.0 1.0 6.0 4.3  5.3 2.3 

相談支援員 3.0  3.0  3.0 2.0 1.0 0.2  2.2 ▲0.8 

介護支援専門員 14.0 1.0 15.0  15.0 12.0 2.0 2.0  14.0 ▲1.0 

介護職員 3.0 3.0 6.0 3.5 9.5 2.0 15.0 4.5  6.5 ▲3.0 

合 計 29.0 6.0 35.0 7.5 42.5 26.0 27.0 13.1 0.0 39.1 ▲3.4 

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度
2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 276,907 281,615 282,980 281,430 99.5%

支　　出 273,482 277,815 278,598 276,536 99.3%

収支差額 3,425 3,800 4,382 4,894 -



※人件費の状況                        （単位：千円） 

４ 収支の安定確保 

（１）稼働率の確保や加算の確保 

ア 在宅サービス事業所内の連携 

在宅サービス総合センター事業所間の連携強化により、新規依頼への速やかな対応

や、緊急対応・臨時訪問を迅速に行う体制が整い、プラン件数および訪問件数の確保

につながった。 

  イ 各事業所の加算取得の継続や生産性向上の取り組み 

    ・居宅介護支援事業所：特定事業所加算（Ⅱ）を継続算定 

    ・訪問看護ステーション：機能強化型訪問看護管理療養費２を継続算定 

    ・訪問介護ステーション： 

特定事業所加算（Ⅱ）を継続算定 

    ・地域生活支援センター澄水： 

機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）を継続 

精神障害者支援体制加算を継続 

行動障害支援体制加算を取得 

    ・介護保険事業所：ケアプランデータ連携システム導入 

     

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

  ア エネルギー消費の抑制と経費節減の取り組み  

国際情勢の不安定化によるエネルギー価格の高騰を受け、エネルギー消費の抑制と

経費の節減に向けた取り組みを実施した。不使用時の消灯やエアコンの設定温度調整

を徹底するとともに、近隣への移動には社用車の使用を控え、自転車を活用するなど

の工夫を行った。 

 

  イ 印刷コスト削減と資源の有効活用 

   複合機使用時にはミスプリント防止のためオンデマンド印刷を活用し、ファックス

ダイレクトメール等の不要な印刷を避けるよう努めた。また、両面印刷や裏紙の使用

を励行することで、印刷コストの削減と資源の有効活用を図った。 

 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

人件費率 85.5% 82.8% 83.5% 84.7% 84.1%

金　　額 233,641 237,782 233,006 234,415 236,197

対前年度
増減額

▲ 2,622 4,141 ▲ 4,776 1,409 1,782



 

  ウ 消耗品購入の適正化 

   消耗品の購入においては、センター全体で購入商品の統一化を図ることで、重複や

無駄な購入を防止した。また、可能な限りレフィル商品等を選択し、環境への配慮に

も努めた。 

  

 エ 郵送費の先減とＩＣＴ活用による効率化の準備 

  郵便料金の値上げを受け、訪問業務の際にポスティング可能な書類は職員が直接配

達することで郵送費の削減を図った。また、ケアプランデータ連携システムの導入に

より、今後はインターネットによる情報共有が可能となり、通信費や印刷費の削減が

期待される。 

 

オ 社用車の資産移管による維持費の適正化 

訪問看護ステーションで使用していた社用車 1 台について、黎明会内の必要な施設

へ資産移管を行い、車両維持費の適正化と資産の有効活用を図った。 

 

（３）課題と改善策 

  ア 利用者の確保と収益増加 

地域では施設や事業所の増加によりサービス提供が競争環境となり、安価な有料老

人ホームやケアハウス等の選択肢が広がったことで、在宅から入所へ移行する利用

者が増加している。背景には、家族介護力の低下（核家族化・高齢世帯の増加）があ

り、在宅生活の継続が難しくなるケースが増えている。 

このため、事業所間の連携強化や新規依頼への迅速な対応を徹底するとともに、各

事業所の特徴や得意分野を積極的に発信し、地域における認知度向上と利用者確保

につなげる必要がある。 

  イ 人材不足と加算取得に向けた体制整備 

    介護人材の不足は全国的な課題であり、特に在宅サービスは「自宅に訪問する」と

いう業務特性から敬遠されやすく、応募が少ない状況が続いている。訪問介護では多

くの事業所で人材不足が深刻化しており、若年層の採用と定着が大きな課題となっ

ている。 

今後は、働きやすい職場環境の整備や業務効率化を進めるとともに、在宅サービ

スの魅力や専門性を積極的に発信し、幅広い世代が活躍できる体制づくりを推進する

ことで、人材の確保・育成と安定したサービス提供体制の構築を図る。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 在宅での多様化・複雑化する課題の対応 



高齢者独居、身寄りなし、認知症、虐待、生活困窮、難病、障がい、ヤングケアラー、

引きこもりなど、在宅での課題は年々多様化・複雑化している。職員は研修で得た知識

を実践に活かし、ケースごとに検討を重ねることで対応力を高めてきた。各職種が連携

して支援にあたる体制が強化され、利用者の安定した在宅生活の確保や緊急時の対応に

つながっている。 

 

（２） 在宅利用者のニーズに応じたプラン作成とサービス提供 

利用者一人ひとりのニーズに応じて、利用者と共に考える在宅ケアプランの作成と、

自立支援を目標としたサービス提供を継続して行った。また、緊急時の対応体制を整備

し、安全・安心な在宅生活の継続に資する支援を実施した。 

 

（３） 災害時及び感染症発生時におけるＢＣＰ(業務継続計画)の見直しと訓練 

令和7年度は、在宅サービス総合センター全事業所において、ＢＣＰに基づく体制整

備と内容の見直しを継続して行った。災害対応については、令和7年 12 月の黎明会秋

季防災訓練に合わせて安否確認訓練を実施し、職員がＢＣＰ上の自分の役割や行動手順

を個別に確認した。また、感染症対策としてＰＰＥ研修を実施し、有事に備えた対応力

の向上を図った。これらの取り組みにより、災害時・感染症発生時における業務継続体

制の強化につながった。 

 

（４） 事業所情報のウェブ掲載と公表の推進 

   令和7年度から求められている、運営規程の概要等の重要事項のウェブ掲載に対応す

るため、事業所情報をホームページ上に掲載し、必要に応じて内容の更新を行った。年

間を通して、運営規程の変更時の反映や重要事項説明書等の公表を適宜実施し、情報の

適正な管理と公開に努めた。 

６ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

  ア 感染症研修 

年間計画に沿って、感染防止対策研修、食中毒予防・まん延防止研修、インフルエン

ザ予防研修、結核研修等を定期的に実施した。 

また、感染症ＢＣＰに基づき、令和7年1月にＰＰＥ（個人防護具）着脱の実技研修

を行い、感染症発生時の対応力向上を図った。 

  イ 虐待防止、身体拘束防止、事故防止研修 

    各事業所で研修計画に沿って実施し、リスクマネジメントの強化に努めた。 

ウ 災害時訓練（ＢＣＰ研修含む） 

    令和7年12月の黎明会秋季防災訓練に合わせて安否確認訓練を実施し、ＢＣＰに



おける役割や行動手順を再確認した。（※詳細は前章に記載） 

エ 認知症研修 

  事業所ごとに研修計画に基づき実施し、認知症ケアの理解と対応力の向上を図った。 

  オ その他の研修 

    カスタマーハラスメント研修、セルフケア・ラインケア研修の動画研修を実施し、

職員のメンタルヘルス支援や利用者対応力の向上に取り組んだ。 

 

（２）法人内研修会への参加状況 

   専門研修：計9回、延べ141名参加 

   看護職員ｅ-ラーニング：8名参加、148回受講 

   階層別研修：計5回、延べ12名参加 

   階層別オンライン研修 

   ・コアスタッフ養成コース①：1名（6回受講）   

・コアスタッフ養成コース②：1名（6回受講）  

・チームリーダー育成・実践コース：1名（12回受講） 

   実践研究発表大会：訪問介護ステーションみなみだいの職員4名が参加し、第３位の

評価を受けた。 

 

（３）外部研修会への参加状況 

  ア 小平市地域包括支援センター 

    小平市地域包括支援センター職員研修（計２回）8名 

    地域包括支援センター職員研修（初任者研修）1名 

主任介護支援専門員研修3名 

小平市ケアプラン自己点検個別研修3名 

小平市ケアプラン指導研修3名 

養護者による高齢者虐待対応研修3名 

権利擁護テーマ別実践研修3名 

東京都介護予防・フレイル予防推進センター研修1名 

小平市在宅医療介護連携推進協議会テーマ研修3名 

生活支援コーディネーター現任者研修1名 

  イ 居宅介護支援事業所 

小平市ケアマネ連絡会研修6名 

小平市主任介護支援専門員研修2名、小平市ケアプラン指導研修2名 

東京都高齢者虐待防止研修1名、東京都権利擁護研修１名 

介護支援専門員更新研修3名 



主任介護支援専門員取得研修１名 

小平市在宅医療介護連携推進協議会テーマ研修２名 

居宅介護支援事業所管理者向けケアマネジメント支援研修1名 

  ウ 訪問看護ステーション 

骨粗しょう症の疾患と理学療法1名 

訪問看護基礎研修1名 

フレイル・サルコペニアを有する心不全患者への理学療法1名 

老年症候群の理解と予防戦略1名 

脱フレイル！多面性を考慮したアプローチ1名 

在宅看取りプログラム1名 

在宅でのターミナルケア3名 

看護に活かす血液検査結果の評価1名 

弁護士からみた看護記録1名 

アドバンスケアプランニングから考える看取りの看護1名 

在宅での看取りの看護1名 

在宅での災害看護1名 

リンパ浮腫のケア1名 

間質性肺炎と治療1名 

在宅人工呼吸使用難病患者の災害対策準備1名 

  エ 地域生活支援センター澄水 

東京都高次脳機能障害支援者養成研修1名 

東京都強度行動障害支援者養成研修（実践1名） 

都立多摩総合精神保健福祉センター障害者虐待防止・権利擁護研修2名 

小平市相談支援事業所ワーキング3名 

東京都医療的ケア児等コーディネーター養成研修1名 

東京都相談支援従事者初任者研修1名 

小平市虐待防止研修2名 

小平精神保健福祉業務連絡会2名 

 

  オ 訪問介護ステーション 

小平市在宅医療介護連携推進協議会テーマ研修（嚥下について）5名 

心不全を持つ方を地域で支える研修2名 

ＡＣＰ研修5名 

  カ 東京都認知症ケアプログラム推進事業アドミニストレーター研修3名 

７ 利用者に対する虐待防止と権利擁護 



（１）虐待防止に向けた自己点検と職員教育 

   各事業所において、「虐待の芽チェックリスト」（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護

支援センター作成）を用いた自己点検を年2回実施した。結果を集計・分析し、職場内で

傾向を共有することで、虐待防止に対する意識向上を図った。 

 

（２）虐待防止委員会の開催と事例検討 

在宅サービス総合センター虐待防止委員会を年間 3 回開催し、虐待および身体拘束

に関するマニュアルの見直しや事例検討を行った。マニュアルの改訂では、グレーゾー

ン事例への対応を追記し、より実践的な内容へと改善した。虐待に関する報告は軽微な

ものも含めて共有し、各事業所で対策を検討することで、職員全体の対応力向上につな

げた。 

８ その他（新たな取り組み等） 

（１） 社会参加型就労体験事業への協力 

小平市社会福祉協議会こだいら生活相談支援センターが実施する「社会参加型就労

体験事業」において、体験場所として事業を受託し、引きこもり等により就労が困難

となっている方の支援を継続して行った。令和7年度は、4月から翌年3月までの1

年間で延べ12名の体験者を受け入れ、社会参加への一歩を踏み出す機会を提供し

た。 

 

（２） オレンジカフェの開始と運営 

令和7年10月より、けやきの郷と共同で「ケアカフェけやき（オレンジカフェ）」を

開始した。地域住民、在宅サービス利用者、その家族が気軽に集い、交流や相談がで

きる場として月1回開催している。年間を通して月平均10名程度の参加があり、認知

症の方や家族が安心して参加できる環境づくりに寄与している。専門職による相談会

やミニ講座も実施し、地域における認知症支援と権利擁護の推進に取り組んだ。 

  



【１０－１】小平市地域包括支援センターけやきの郷 

 

１ 施設の運営総括 

令和7年度は、安否確認や緊急対応、社会参加に関する相談が多く、高齢者やその家族

の抱える課題は複雑化・複合化していた。高齢者福祉のみでは解決が困難なケースも多く、

市や基幹型地域包括支援センター、権利擁護センター、生活相談支援センター等と連携を

図りながら支援を実施した。 

また、頼れる身寄りのない認知症独居高齢者の相談が増加しており、認知症地域支援推

進員とチームオレンジコーディネーターが協働し、民生委員や認知症支援リーダー等と連

携して、支援体制を強化した。認知症サポーター養成講座やもの忘れチェック会等を開催

し、地域全体で認知症支援の体制づくりを進めた。 

さらに、生活支援コーディネーターを中心に、地域住民が気軽に集まれるサロンやフレ

トレ体操教室等の運営に関わり、支え合い・助け合いの輪を広げる支援を行った。 

２ 人員配置（令和8年3月31日時点）  

 介護支援専門員8名（内訳：正規職員6名・非常勤職員2名（常勤換算2.0）） 

 事務員1名（内訳：非常勤事務1名（常勤換算0.3）） 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

予防ケアプラン 

作成件数 

4,080件 

（月340件） 

4,220件 

（月343件） 
103.4％ 

 

（２）収支状況                                            （単位：千円） 

                  

４ 収支の安定確保 

   小平市から委託を受けて実施している地域包括支援センター事業について、委託費である

地域包括支援センター運営事業費を活用し、各種サービスを提供した。介護予防ケアプラン

件数（年間4,220件）は目標を達成し、安定した事業運営につながった。 

 

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度

2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 75,519 76,621 77,319 77,061 99.7%

支　　出 72,684 72,653 70,936 70,352 99.2%

収支差額 2,835 3,968 6,383 6,709 -



５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）総合相談支援業務 

総合相談件数は5,380件（令和6年度5,721件）。件数は減少したが、相談内容の複

雑化により対応時間は増加している。 

 

（２）権利擁護業務 

小平市や基幹型地域包括支援センター等と連携し、虐待事例（延べ72件）や困難

事例（延べ103件）への対応を行い、情報共有を図った。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

介護予防ケアプラン件数4,220件（令和6年度4,112件） 

 

（４）高齢者見守り事業 

登録高齢者24名に対し、3か月ごとに自宅訪問及び電話連絡を実施した。 

 

（５）認知症施策 

認知症地域支援推進員1名、チームオレンジコーディネーター1名を配置し、地域

の認知症支援体制の強化に取り組んだ。主な実績は以下のとおりである。 

・小平市認知症部会：年6回参加 

・もの忘れ相談会：7月開催、参加者5名 

・もの忘れチェック会：年2回（4月、10月）延べ31名参加 

・認知症カフェ（オレンジカフェけやき）：計12回、延べ96名参加 

・西圏域4か所のオレンジカフェ：各月1回参加 

・認知症サポーター養成講座：年4回、延べ83名参加 

・認知症声掛け模擬訓練：7月開催、参加者42名 

・テーマ設定型地域ケア会議の開催：年1回、18名参加 

 

（６）地域ネットワーク構築 

    関係機関・地域住民との協働体制の強化に向けて、以下の活動を実施した。 

・第2層（小平西圏域）協議会：年11回、延べ120名参加 

・介護予防見守りボランティア交流会：年6回、延べ87名参加 

・総合事業研究会：年12回出席 

・生活支援コーディネーター連絡会：年4回出席 

・上宿・小川公民館事業企画委員会：年11回出席 

・地域活動交流会：年1回、54名参加 

・民生委員との連絡会：年2回（7月・2月）実施 

・第1層協議会：年4回出席 



・小平市在宅医療介護連携推進協議会：年9回出席 

・小平西地区地域ネットワーク：年4回出席 

・小平つながりフェス（小平市主催）：11月開催に参加 

 

（７）介護予防講座・家族介護教室等 

    ・フレトレ体操教室：小平西圏域17か所で開催支援 

・家族介護教室：年2回、47名参加 

・地域交流のための居場所づくり（ボッチャ3か所）：月1回開催 

 

（８）地域密着型サービス運営推進会議等 

   ・ 地域密着型サービス運営推進会議：7施設に出席 

・グループホーム運営推進会議：3施設に出席 

６ 人材育成 

  個人研修計画に基づき、各種研修に参加し専門性向上を図った。また、社会福祉士実習

生1名、看護師養成校の実習生6名を受け入れ、相談援助実習を実施した。 



【１０－２】指定居宅介護支援事業所 

 

１ 施設の運営総括 

近年、在宅看取りや経済的困窮、高齢者虐待など、地域全体で高齢者を取り巻く課題が増

加・深刻化しており、在宅生活における支援ニーズは多様化・複雑化している。このため、

老老介護や認知症高齢者、ヤングケアラー、障がい者、生活困窮者、医療ニーズの高い利用

者への対応に関する研修に積極的に参加し、特定事業所加算Ⅱの要件にも位置づけられてい

る多角的な視点を持つケアマネジメント能力の向上に努めた。 

また、利用者の幅広いニーズに対応するため、令和7年8月より介護予防ケアプランの

受け入れを開始した。 

さらに、ＩＣＴ活用の推進として、令和7年12月にケアプランデータ連携システムを導

入し、ＭＣＳ（メディカルケアステーション）を活用した利用者情報の共有を継続した。

これにより業務の効率化と迅速なサービス提供が図られ、その結果としてケアプランの

目標件数を達成した。 

２ 人員配置（令和8年3月31日時点） 

介護支援専門員6名（内訳：正規職員6名） 

事務員1名（内訳：非常勤職員1名（常勤換算0.5）） 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

利用数 
2,520件 

（月210件） 

  2,544件 

（月212件） 
101.0％ 

 

（２）収支状況                           （単位：千円） 

４ 収支の安定確保 

（１） ケアプラン策定件数の確保 

新規ケアプラン受け入れを迅速に行い、体制を整備したことで、令和 7 年度の新規

件数は116件（令和6年度110件）となり、年間を通して安定した件数を確保した。ま

た、利用者ニーズに対応するため令和 7 年 8 月より介護予防ケアプランの作成を開始

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度

2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 43,037 44,609 45,304 46,007 101.6%

支　　出 44,439 45,628 48,693 48,643 99.9%

収支差額 ▲ 1,402 ▲ 1,019 ▲ 3,389 ▲ 2,636 -



し、年間7件の実績となった。 

 

（２） 特定事業所加算Ⅱの加算要件となる実務研修受け入れと研修実施 

 介護支援専門員実務研修（ケアマネジメントの基礎技術に関する実習等）への協力と

して、7月と2月に各1名、計2名の実務研修生を受け入れた。また、令和7年 11月

には他法人との共同研修会を開催し、ヤングケアラー、障がい者、生活困窮者、難病疾

患患者等に関する事例検討会・研修に参加することで、多様な利用者への対応力向上を

図り、加算要件を満たした。 

 

（３） 新規利用者に対する加算や入退院・通院支援に対する加算の取得 

  ア 居宅支援初回加算：116件 

  イ 居宅支援入院時情報連携加算Ⅰ：3件 

  ウ 居宅支援入院時情報連携加算Ⅱ：4件 

  エ 居宅支援通院時情報連携加算：1件 

 

（４） 特定事業所集中減算の回避 

居宅サービス計画に位置付けられたサービス提供総数のうち、同一事業所による提供

割合が80％以上とならないよう、居宅サービス計画書の適正管理を行い、特定事業所集

中減算を回避した。 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 事業運営の連携 

   法人内では南台病院、介護施設、介護サービス事業所との連携を強化し、利用者の気

持ちを尊重した支援体制を継続した。また、ＭＣＳ（メディカルケアステーション）

を活用することで、法人内外のサービス事業所と円滑な情報共有が図れ、利用者の希

望に沿った医療や介護が受けられるよう、関係機関と調整を図りながらサービス提供

を実施した。 

 

（２） 24時間連絡相談体制 

介護支援専門員が携帯電話等により24時間連絡可能な体制を確保し、必要に応じて

利用者の相談に対応できる体制を継続した。 

 

（３） 利用者アンケート調査の実施 

令和7年10月に、利用者・家族を対象にアンケート（配布176件・回収129件・回

収率 73％）を実施した。令和 6 年度の課題であった、「ケアマネジャーのプラン内容

の説明がわかりにくい」という意見に対し、各職員が契約時やプラン説明時に丁寧で

わかりやすい説明を心がけた結果、令和7年度は同項目において「わからない」と回



答した利用者は0であった。今後も丁寧な説明を継続し、利用者理解の向上に努めて

いく。 

 

（４） ＩＣＴの活用 

法人内外のサービス事業所とＭＣＳ（メディカルケアステーション）で情報共有を

行い、連携強化を図った。また、ケアプランデータ連携システムを活用し、サービス

提供表や実績の電子化に取り組むことで、業務の効率化に向けた体制づくりを進めた。 

 

（５） 課題解決能力の向上 

週 1回の事業所内会議において、利用者支援に関する課題を共有し、課題の整理や

対応策の検討を行うことで、職員の課題解決能力の向上を図った。 

 

（６） 感染症・災害発生時のリスクマネジメント 

感染症や災害が発生した場合を想定し、利用者に必要なサービス提供を継続できる

よう研修や訓練を実施した。令和7年11月には、停電発生時を想定した可搬型蓄電池

の操作方法について学び、非常時に対応できるよう実践的な訓練を行った。 

 

（７） 法令遵守 

適切な事業運営を目的として、介護サービス事業所等自己点検表を活用し、年 2 回

（9月・2月）に自己点検を実施し、法令遵守状況の再確認を行った。 

６ 人材育成 

（１） 目標シートの活用と実施 

個人目標シートを活用し、各職員が事業所目標に沿った個人目標を設定し、達成に

向けた具体的な取組を進め、年度を通じて進捗状況を確認しながら育成を図った。ま

た、週1回のミーティングにて困難ケースを共有し、対応策を検討する場を設けるこ

とで、職員の実践力向上につなげた。 

 

（２） 資質向上のための研修 

   ケアマネジメントの質向上を目的に、小平市主催の指導的役割・ファシリテーター

研修に2名が参加したほか、小平市ケアプラン研修や小平市ケアマネ連絡会等が主催

する研修会に全職員が参加した。また、新たに主任介護支援専門員取得研修に１名、

居宅介護支援事業所管理者向けケアマネジメント支援研修に1名が参加し、各自の目

標に沿った外部研修の受講を進めた。  



【１０－３】みなみだい訪問看護ステーション 

 

１ 施設の運営総括 

 近年の在宅介護サービスの利用動向は大きく変化しており、訪問看護においても予防

的支援や健康管理のみを目的とした依頼が増加している。これに伴い、短時間訪問や隔週

訪問が中心となるケースが増え、サービスの細分化・専門化が進んでいることが特徴とし

て挙げられる。こうした状況の中で、介護訪問看護では、軽度者の依頼が中心となり、訪

問単価が低下したことで収益が伸び悩む結果となった。 

一方、医療訪問看護では、医療依存度の高い重症者、難病、終末期の利用者への支援を

継続し、症状管理や医療機器管理、急変時対応など専門性を要する看護を提供した。訪問

件数および利用者層は安定しており、収益も昨年度並みで推移した。その結果、年間 16

件の在宅看取りを実施し、機能強化型訪問看護管理療養費2の算定要件を満たした。 

２ 人員配置（令和8年3月31日時点） 

 看護師8名（内訳：正規職員5名・非常勤職員3名（常勤換算2.1）） 

理学療法士3名（内訳：正規職員3名） 

事務員2名（内訳：非常勤事務2名（常勤換算1.8）） 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

訪問件数 
10,800件 

（月900件） 

10,186件 

（月848.8件） 
94.3％ 

 

（２）収支状況                          （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１）訪問看護利用者の安定確保 

   地域の医療機関及び居宅介護支援事業所、救護施設通所事業（あかつき・黎明寮）と

の連携により、新規利用者の獲得は進んだものの、利用者の入院や施設入所が多く訪問

件数には十分に反映されず、年間を通して目標値を下回る結果となった。 

    ア 月間の訪問件数848.8件（目標900件） 

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度

2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 92,022 94,194 91,165 89,142 97.8%

支　　出 91,206 93,113 91,941 91,405 99.4%

収支差額 816 1,081 ▲ 776 ▲ 2,263 -



    イ 1日平均訪問件数42件（目標45件） 
    ウ 月間新規利用者7名（目標6名） 
 

（２）機能強化型訪問看護ステーションの加算取得 

   機能強化型訪問看護管理療養費 2（医療報酬）の要件である在宅看取り件数 16 件(要

件は 15 件以上)を達成するとともに、地域住民等を対象としたケアカフェ（認知症カフ

ェ）の開催、人材育成を目的とした看護学生の実習受け入れを継続して実施した。これ

らの取り組みにより、令和8年度も同加算を継続して取得できる見込みとなった。 

    

（３）南台病院をはじめ、地域のかかりつけ医、在宅療養支援診療所、居宅介護支援事業所、

地域包括支援センター、地域中核病院医療連携室、行政等と連携を図り、サービス担当

者会議や退院時連携会議に対面およびオンラインで参加した。これらの取り組みにより、

訪問看護の役割や当事業所の特徴について地域内での理解が進み、連携体制の強化につ

ながった。 

 

（４）救護施設通所事業（あかつき・黎明寮）との連携を強化したことにより、定期的に新

規依頼があり、精神科訪問看護の利用件数の安定につながった。また、両施設の地域支

援部門と連携し、地域の精神障害者の安心した在宅生活を支える訪問看護の役割を継続

して担うことができた。 

 

（５）訪問看護医療ＤＸ情報活用加算の算定要件であるオンライン資格確認は導入後も継続

運用し、請求の効率化を進めた。また、令和7年12月にはケアプランデータ連携システ

ムを導入し、今後の電子的な情報連携に向けた体制整備を進めた。 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）訪問看護に従事する職員の自己評価を年1回実施した。また、職場内での学習会を開

催し、新しい知識や技術を共有するとともに、日々のミーティングを通じて利用者の状

況や対応方法を検討し、職員の判断力と対応力の向上を図った。この取り組みにより、

サービス内容の統一と質の向上を推進した。 

 

（２）感染症・非常災害時におけるＢＣＰの実効性向上 

感染症および非常災害発生時のＢＣＰに基づき、職員間で役割や責任を再確認した。

感染症ＢＣＰでは、事業所内でＰＰＥ（個人防護具）の着脱手順を再確認する訓練を行

った。また、災害ＢＣＰでは、緊急連絡網の確認と災害伝言ダイヤル171を実際に使用

して安否確認訓練を行った。これらの取り組みにより、非常時における対応手順を職員

一人ひとりが再確認し、体制の強化を図った。 

 

 



（３）利用者アンケート調査の実施 

令和8年1月に、利用者に対しアンケート（163件配布・147件回収・回収率90.1％）

を実施した。看護およびリハビリに関する項目では、「満足している」と回答した利用

者が全体の97.2％を占め、高い評価を得た。調査結果はホームページ上に公開し、利用

者や関係機関への周知を図った。 

 

（４）インシデント・アクシデントの分析と対応 

   令和 7年度に報告されたインシデント・アクシデントのうち、最も多かった事例は、

スケジュール確認上の不備による訪問の未実施であり、各職員のスケジュール管理や訪

問変更時の確認不足が主な原因であった。これらの事例は月1回の会議で共有し、原因

分析と再発防止策の検討を継続して行っている。 

 

（５）地域包括ケアシステムの構築に向けた情報共有と連携強化 

   地域包括ケアシステムの構築に向け、ＭＣＳ（メディカルケアステーション）を活用

した情報共有を継続して行った。利用者情報を関係機関と適宜共有することで、サービ

ス調整や連携が円滑に進み、迅速な対応につながった。 

６ 人材育成 

（１）事業所内研修 

ア 事業所内技術研修 

 専門業者を招き、エンゼルケア、ＣＶポート管理、在宅用輸液ポンプの取り扱いに

関する研修を実施した。また、eラーニングを活用し認知症に関する必須研修を全職

員が受講した。職員が個々の学習ニーズに応じて任意研修を選択して受講できる環

境を整え、継続的な学習機会を提供した。 

 

イ 看護大学および専門学校からの訪問看護実習を受け入れ、包括支援センターと

協働して在宅看護教育を支援した（3校16名受け入れ）。実習指導者研修修了者を中

心に指導体制の強化に努め、実習生への指導を適切に行った。 

 

（２）外部研修会 

   職員それぞれが自身の研修目標に基づき、目的をもって研修に参加した。習得した知

識や技術は日々の訪問看護実践に活かされ、サービスの質向上を図った。 

 

7 利用者に対する虐待防止と権利擁護 

 訪問時の観察から虐待が疑われる事例を早期に把握し、令和7年度は地域包括支援セン

ターに虐待疑いを3件報告した。これらの事例を職員間で共有し、対応を振り返るととも

に、今後の対応方法を確認した。  



【１０－４】地域生活支援センター澄水 

 

１ 施設の運営総括 

地域共生社会の構築に向けて、小平市地域生活支援拠点等事業の事業所として、小平市

地域自立支援協議会や小平市相談支援事業所ワーキング等に参加し、関係機関との連携

を行った。また、障がいのある利用者のさまざまなニーズに対応できるよう研修等への参

加を推奨し、相談支援事業所として専門性の高い人材育成に努めた。 

２ 人員配置（令和8年3月31日時点）           

相談支援専門員3名（内訳：正規職員2名・非常勤職員1名（常勤換算0.2）） 

※非常勤職員は澄水園職員との兼務 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用人員 

  事業計画 実績 達成率 

一般相談 
地域移行件数 1件 0件 0.0% 

地域定着支援件数 12件 12件 100% 

特定相談 
サービス等利用計画 65件 71件 109.2% 

モニタリング報告書 272件 220件 80.9% 

指定障害児相談事業 
サービス等利用計画 9件 9件 100% 

モニタリング報告書 24件 7件 29.2% 

 

（２）収支状況                          （単位：千円） 

４ 収支の安定確保 

（１） 地域移行支援・地域定着支援・地域生活支援拠点等事業 

指定一般相談事業として1名の地域定着支援を継続した。 

障害者支援施設澄水園の入所者に対し、地域移行支援に向けた体制を整えているが、

今年度は該当者がなく、支援の実施には至らなかった。一方で地域の施設から在宅に

移行する障がい者に対して支援の相談があれば積極的に対応し、その後の地域定着支

援へとつなげていく。 

地域生活支援拠点等事業においては、地域の障がい者の緊急時の相談を受け付け、

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度

2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 15,272 14,770 15,233 15,940 104.6%

支　　出 16,393 16,884 16,733 16,816 100.5%

収支差額 ▲ 1,121 ▲ 2,114 ▲ 1,500 ▲ 876 -



状況に応じて適切な在宅サービスや施設サービスにつなぐ体制をとっているが、今年

度対象者はなかった。 

 

（２） 特定相談・障害児相談 

 基本報酬は機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）を継続した。利用者の状況を踏ま

えた計画相談・モニタリングを継続し安定した収入確保に努めた。 

 

（３） 計画相談支援・障害児相談支援における体制加算の取得継続 

   精神障害者支援体制加算の取得を継続し、行動障害支援体制加算を取得した。 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 指定特定相談支援事業所・一般相談支援事業所としての役割 

障害者支援施設澄水園の利用者の計画相談に重点を置きながら、地域からのニーズで

もある、医療的ケアが必要な児童、強度行動障害、精神障害への専門性を高め、質の高

いサービスの提供を目指した。 

地域定着支援事業では、対象者について、24時間相談を受け、緊急時には訪問できる

体制で在宅生活を支援した。 

 

（２） 小平市地域生活支援拠点等事業所としての役割 

地域生活支援拠点等事業の5つの機能のうち、相談や地域の体制づくりを担う事業所

としての体制を整えた。 

６ 人材育成 

医療的ケア児等コーディネーター養成研修、高次脳機能障害支援養成(基礎・実践)、 

東京都相談支援従事者専門コース別研修等に参加し、専門性を高め、障がいのある利用 

者のさまざまなニーズに対応できるよう努めた。 

 

７ 利用者に対する虐待防止と権利擁護 

障がいを持つ人の権利を守り、安心して生活できるよう、相談窓口としての機能を果 

たすとともに、虐待通報窓口の整備や予防啓発、関係機関との連携を図っている。 

また、虐待防止や身体拘束に関する研修を受講し、権利擁護に対する意識を高め、障

がい者虐待の早期発見に努めている。  



【１０－５】訪問介護ステーションみなみだい 

 

１ 施設の運営総括 

  高齢化が進む中で、在宅生活を支援する訪問介護のニーズは一層高まっており、特に認

知症高齢者や独居高齢者の生活支援において欠かせないサービスとなっている。サービス

内容の多様化に伴い、訪問介護員には認知症ケアや終末期支援に関する知識・技術が求め

られ、人材育成の重要性が増している。 

一方で、訪問介護員の高齢化や人材不足により、需要と供給のバランスが崩れ、業務が

逼迫する状況となった。需要の増加により訪問件数は増加したが、安定したサービス提供

体制を維持するためには、人材確保を早期に進める必要がある。また、業務の見直しや電

子化・ペーパーレス化、ＩＴ化の推進は継続しているものの、現状では十分とは言えず、

さらなる効率化を図るために検討すべき課題が残っている。 

２ 人員配置（令和8年3月31日時点） 

介護職員17名（内訳：正規職員2名・非常勤職員15名(常勤換算4.2)） 

事務員1名（内訳：非常勤職員1名（常勤換算0.7）） 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

訪問件数 13,680件 

（月1,140件） 

13,730件 

（月 1,144件） 

100.4％ 

    

（２）収支状況                           （単位：千円） 

４ 収支の安定確保 

（１）訪問件数の確保とスケジュール管理 

ＩＣＴによって訪問介護員の稼働状況を一元管理したことで、無駄のない訪問スケジ

ュールの調整が可能となり、急な訪問時間の変更や訪問介護員の休暇にも柔軟に対応で

きた。その結果、訪問の中止を防ぎ、サービス提供を継続でき、訪問件数の増加につな

がった。 

 

令和6年度
決算額

令和7年度
当初予算額

令和7年度

2次補正後予算額

令和7年度
決算額

執行率

収　　入 51,056 51,421 53,959 53,279 98.7%

支　　出 48,759 49,537 50,295 49,319 98.1%

収支差額 2,297 1,884 3,664 3,960 -



（２）特定事業所加算Ⅱ（所定単位数10％加算）の継続取得 

   特定事業所加算Ⅰの取得を目指して体制整備を進めてきたが、常勤職員が2名体制で

あることから、加算Ⅰの要件である 24 時間連絡体制の確保が困難であると判断し、取

得は見送った。引き続き、現行の特定事業所加算Ⅱを継続して算定し、算定に必要な各

要件を継続して実施した。 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）週1回の定例ミーティングは業務逼迫により継続が難しい時期もあったが、隙間時間

を活用した短時間の打合せや、ＭＣＳ（メディカルケアステーション）による情報共有

で対応した。訪問介護員への事前の留意点の指示や、サービス提供後の変化の共有につ

いても同様に実施し、音声入力などを活用して効率的な情報伝達を維持した。 

 

（２）標準予防策を徹底し、感染症予防に努めた。感染対策に関する研修は、訪問看護師に

よるＢＣＰ訓練を兼ねたＰＰＥ研修として実施し、訪問介護員が適切に対応できる体制

を維持した。令和7年度には疥癬事例にも対応し、マニュアル整備と訪問介護員への指

導を行った。 

 

（３）利用者アンケート調査の実施 

令和8年1月に、利用者に対しアンケート（91件配布・42件回収、回収率46％）を

実施した。調査結果では、令和6年度と比較して「仕事内容の説明のわかりやすさ」や

「身だしなみ・ことばづかい」などの項目で満足度が向上していた。訪問時間の遵守に

ついても高い評価を維持しており、全体として利用者からの評価は良好であった。 

 

（４）ＭＣＳ（メディカルケアステーション）を活用し、法人内の在宅サービスや地域の多

職種との連絡事項を円滑に共有した。利用者に関する情報連携が継続して強化され、適

切なサービス提供につながった。 

 

（５）令和7年6月に自己点検票による事業所内部点検を実施し、運営状況の確認と改善点

の把握を行った。令和7 年 10 月には法人内部監査が実施され、指摘事項については監

査後に順次改善を行った。個人情報同意書の表記の明確化、議事録作成の徹底、誤請求

防止の二重チェック体制の導入など、必要な改善を実施し、適正な運営管理の強化を図

った。 

６ 人材育成 

（１） 施設内研修 

身体介護技術等に関する事業所内研修を、業務状況に応じて随時実施し、職員の技術

向上を図った。災害時訓練については法人計画に基づき12月に実施した。 

 



（２） 外部研修 

小平市医療介護連携推進協議会が主催する訪問介護向け研修に上半期2回参加し、地

域との連携強化と専門性向上に努めた。また、個別研修計画に基づき、職員のキャリア

アップを支援する研修は年間を通して継続して実施した。 

 

  



【１０－６】住宅・福祉用具相談取次事業 

  

１ 利用・収支等の状況 

在宅サービス利用者やその相談者の生活環境、特に住宅改修の相談取次窓口として、小

平市地域包括支援センターけやきの郷や居宅介護支援事業所に情報提供し、小平市居宅介

護支援事業者等に対する助成金（住宅改修理由書作成業務１件2,000円）を活用した。 

（令和7年度実績：16件、2,000円×16件＝32,000円） 


